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年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 99 05_教育・文
化

都道府県 岡山県、兵庫
県、中国地方知
事会

文部科学
省、厚生労
働省

B　地方
に対する
規制緩和

保健師助産師看護師法施行令
第12条、放射線技師法施行令
第８条、臨床検査技師等に関す
る法律施行令第11条、理学療
法士及び作業療法士法施行令
第10条、視能訓練士法施行令
第11条、歯科衛生士法施行令
第３条、歯学技工士法施行令第
10条、あん摩マッサージ指圧
師、はり師、きゅう師等に関する
法律施行令第２条、柔道整復師
法施行令第３条等

保健師助産師看護師法
施行令等に基づく公私立
大学の申請・届出におけ
る都道府県経由事務の
廃止

保健師助産師看護師等の指定学校養成所を設置する
公私立大学が行う文部科学大臣への各種申請・届出に
おける都道府県経由事務の廃止。

一般の大学の学部に係る各種申請・届出は、都道府県を経由しないにもかかわらず、保健師、看護師、
助産師等の指定学校養成所のうち、設置者が公私立大学（国立を除く）である場合は、所在地の都道府
県を経由して文部科学大臣に各種申請・届出をすることとなっている。
しかし、書類内容の実質的な指導は国が大学と直接行っており、県経由後の補正や許認可後の最終書
類は国から県に提供されることはなく、経由事務は形骸化している。
なお、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士及び言語聴覚士に関する事務は都道府県の経由が不要
となっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 100 09_土木・建
築

都道府県 岡山県、中国地
方知事会

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

道路整備特別措置法第24条第
１項但書、同法施行令第11条、
料金を徴収しない車両を定める
告示第３号

災害救助等に使用する
車両の有料道路無料化
措置に係る被災都道府
県の事務簡素化

災害救助等に使用する車両の有料道路の無料化措置
にあたり、被災直後の都道府県に高速道路会社等との
協議等の事務が発生しないようにする。
具体的には、被災都道府県と高速道路会社等との調整
を待たずとも、災害救助法適用期間中など被災直後の
一定期間内の災害の救助のための車両であれば、自動
的に無料化措置がなされるよう、「料金を徴収しない車両
を定める告示」の改正等を行うこと。

【現行制度】
大規模災害が発生し、他機関等による災害救助等に係る応援を要する場合、被災都道府県が、対象の区
間・期間・車両等を高速道路会社等と協議し、了解を得た上で、全国の自治体に「災害派遣等従事車両
証明書」の発行を依頼することで、自治体の長からその証明を受けた車両は無料で高速道路等を通行で
きるようになる。
「料金を徴収しない車両を定める告示」第３号によれば、「災害救助（中略）のために使用する車両（中略）
で緊急自動車以外のもの」は料金を徴収しないものとされているが、実態はたとえ災害救助のために派遣
された公的機関の車両であっても、無料通行の可否は被災都道府県と高速道路会社等との調整に委ね
られている。
【支障事例】
2018年７月に本県で豪雨災害が発生した直後、日赤や地方公共団体等から、有料道路の無料化措置を
講じるよう要請が多数あった。
高速道路会社等との調整にあたっては、各社に対する個別の依頼文送付などに時間を要したため、事務
処理が未完了の発災直後において、即応いただいた支援機関の車両が無料措置を受けられない事態が
生じた。
その後も、受援体制の確立時など、災害対応の進捗に応じて随時各社に連絡する必要が生じるなど、事
務が発生した。
また、都道府県庁舎等に甚大な被害が発生し機能不全に陥った場合などは、被災都道府県による応援
要請などを必要とする同制度が活用できない事態の発生が予見される。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 101 07_産業振
興

都道府県 岡山県、中国地
方知事会

経済産業省 B　地方
に対する
規制緩和

計量法第122条、計量法施行令
第32条、第42条、計量法施行規
則第54条、様式第66

計量士登録申請書の「別
紙様式」に使用する用紙
の見直し

計量士登録申請書の「別紙様式」は、カーボン紙を使用
した３枚複写の用紙を使用することとされているが、ホー
ムページからダウンロードした様式を印刷した用紙等で
対応可能とするよう求める。

計量士登録申請書の「別紙様式」（計量法施行規則様式第66）は、カーボン紙を使用した３枚複写の用紙
を使用することとなっているため、計量管理センターまで執務時間内に取りに来てもらっている状況にあ
り、申請者にとって負担になっている。また、「別紙様式」は経済産業省が印刷しているため、在庫不足に
なるたびに送付を依頼する必要があり、県にとっても負担になっている。なお、計量法施行規則様式第66
に別紙様式の記載事項が定められているが、カーボン紙を使用しなければならないとの規定はない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 102 02_農業・農
地

都道府県 岡山県、中国地
方知事会

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

酪農及び肉用牛生産の振興に
関する法律第２条の４
同法施行令第１条の３
同法施行規則第２条の２

酪農及び肉用牛生産の
振興に関する法律に係る
市町村計画を作成するこ
とができる基準の緩和

酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律に係る市町村
計画を策定できる市町村の基準を見直し、「飼養密度」
の基準を満たさなくても策定できるようにすること。

【現状】
市町村における酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための計画については、省令で定める市町村区域
内の飼養頭数や飼養密度（当該市町村の区域内において酪農経営又は肉用牛経営を営む者の総数を
その区域内において耕作又は養畜の事業を行う者の総数で除して得た数が〇・〇一以上であること）等の
基準に適合する場合に、作成することができる。
【課題】
近年、畜産農家については、生産基盤強化の結果、大規模化が進み、１戸あたりの飼養規模は拡大して
いるものの、飼養戸数が減少していることから、区域内の飼養頭数の要件は満たしているにもかかわらず、
飼養密度の要件を満たさないため、計画を作成できない市町村が存在する。実際に、計画を作成できるＡ
市の７倍の頭数を飼養するＢ市や、計画を作成できるＡ市の３倍の頭数を飼養しかつ養畜戸数も上回って
いるＣ市が計画を策定できないといった状況にある。これらの中には現に計画策定のニーズを有している
市町村が存在する。
計画を作成できないことで、近代的な酪農経営及び肉用牛経営を育成してゆくのに適した市町村と認めら
れず、個別の補助事業対象にならないといった支障が生じており、市町村が、規模拡大を進めながら、畜
産振興を図る上での障害となっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 103 11_その他 都道府県 岡山県 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

平成30年12月25日総財務第
265号「財政事情等及び特別交
付税ヒアリングについて（照会）」

財政事情等ヒアリング１月
実施分の意義の明確化

財政事情等ヒアリングは年３回（４月、９月、１月）実施され
ているが、１月実施分について、その意義について明確
化を求める。また、９月ヒアリング以降、財政事情に特別
な動きがないのであれば、当該調査を省略可とする。

１月ヒアリングの資料準備は、予算編成業務のピークである12月に行う必要があり、担当者の長時間労働
につながっている。

【作業期間】12月初旬～下旬
【必要人員】１名（財政課職員）　※さらに全部局に調査を依頼している。
【超勤増加】40時間程度
【時間外勤務の状況等】
当初予算編成作業は11月末～１月初旬がピークであり、12月の退庁時間は23時を超える日が続いてい
る。また、ヒアリング当日に１日上京するため、さらに業務が圧迫されている。

１月ヒアリングの主な報告事項は、12月補正予算額及び９月ヒア時点から１月ヒアリング時点へ更新した今
後補正見込額である。
本県の場合、例年であれば、12月補正で大きな動きはなく、また今後補正見込額も執行見込みの確度の
高まりによる減補正の増である。特別な動きはないことが通常であり、１月ヒアリングの省略は可能であると
考えられる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

５【文部科学省（４）】【厚生労働省（９）】
あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭22法217）、保健師助産師看護
師法（昭23法203）、歯科衛生士法（昭23法204）、診療放射線技師法（昭26法226）、歯科技工
士法（昭30法168）、臨床検査技師等に関する法律（昭33法76）、理学療法士及び作業療法士
法（昭40法137）、柔道整復師法（昭45法19）及び視能訓練士法（昭46法64）
文部科学大臣が指定又は認定する医療関係技術者養成学校の申請・届出における都道府
県経由事務の廃止については、都道府県及び医療関係技術者養成学校の意見を踏まえ検
討し、令和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

＜令２＞
５【文部科学省（４）】【厚生労働省（11）】
あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭22法
217）、保健師助産師看護師法（昭23法203）、歯科衛生士法（昭23法
204）、診療放射線技師法（昭26法226）、歯科技工士法（昭30法168）、
臨床検査技師等に関する法律（昭33法76）、理学療法士及び作業療法
士法（昭40法137）、柔道整復師法（昭45法19）及び視能訓練士法（昭
46法64）
文部科学大臣が指定又は認定する医療関係技術者養成学校の申請・
届出における都道府県経由事務については、令和２年度中を目途に政
令を改正し、廃止する。

診療放射線技師法施行令等の一部を改正す
る政令（令和４年政令第39号）により関係政令
を改正し、都道府県経由事務を廃止すること
とした。
※なお、都道府県に対しては、学校等による
指定概況を文部科学省からメール等により周
知する。

【厚生労働省】診療放射線技師法施行令等の一部を改正する政令（令
和４年政令第39号）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_99

厚生労働省医政局医事課

文部科学省高等教育局医学教育課

５【国土交通省】
（15）道路整備特別措置法（昭31法７）
料金を徴収しない車両を定める告示（平17国土交通省告示1065）３号に基づき、災害救助等
のために使用する車両に係る高速道路の無料措置を実施するに当たって、被災都道府県が
行う高速道路会社等との調整については、被災直後における円滑な無料措置の実施に資す
るよう、その運用実態等を検証し、適切な取組事例等を都道府県及び高速道路会社等に令和
元年度中に周知する。

－ 料金を徴収しない車両を定める告示３号に基
づき、災害救助等のために使用する車両に係
る高速道路の無料措置を実施するに当たっ
て、被災都道府県が行う高速道路会社等との
調整について円滑に無料措置を実施できるよ
う、取組事例等を都道府県及び高速道路会
社等に周知した。

【国土交通省】災害救助等に使用する車両に対する高速道路無料措
置について（周知）（令和2年３月27日付け国土交通省道路局高速道
路課長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_100

国土交通省道路局高速道路課

５【経済産業省】
（５）計量法（平４法51）
計量士登録申請書（施行規則54条１項）の別紙様式については、申請者の負担と地方公共団
体の事務負担の軽減を図るため、令和元年度中に省令を改正し、所定の用紙以外の使用を
可能とする。

－ 計量法施行規則（平成５年通商産業省令第
六十九号）を改正し、計量士登録申請書（施
行規則54条１項）の別紙様式について、所定
の用紙以外を使用する事を可能とした。

【経済産業省】計量士登録申請書別紙様式の運用について（令和２年
３月30日経済産業省計量行政室通知）
【経済産業省】計量法施行規則の一部を改正する省令（令和2年経済
産業省令第19号）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_101

経済産業省計量行政室

５【農林水産省】
（15）草地畜産基盤整備事業
草地畜産基盤整備事業については、酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭29法182）
に基づく市町村計画を作成することができる市町村の基準（同法施行規則２条の２）を満たさな
い市町村においても、当該事業の活用により畜産振興が図られるよう、市町村計画の作成を
必須とする実施要件を見直す方向で検討し、令和２年中に結論を得る。その結果に基づいて
必要な措置を講ずる。

＜令２＞
５【農林水産省】
（14）草地畜産基盤整備事業
草地畜産基盤整備事業については、令和２年度中に農業競争力強化
農地整備事業実施要領（平30農林水産省農村振興局長、生産局長）を
改正し、酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭29法182）に基
づく市町村計画を作成することができる基準（同法施行規則２条の２）を
満たさない市町村も、令和３年度事業から中山間地域の特例の対象と
する。

草地畜産基盤整備事業について、農業競争
力強化農地整備事業実施要領（平30農林水
産省農村振興局長、生産局長）を改正し、通
知を発出した。

【農林水産省】農業競争力強化農地整備事業実施要領（令和３年４月
１日付け農林水産省農村振興局長、生産局長連名通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_102

農林水産省畜産局飼料課

５【総務省】
（19）財政事情等ヒアリング
財政事情等ヒアリング（１月実施分）については、都道府県及び指定都市の事務負担の軽減を
図るため、令和元年中に調査項目を削減するとともに、調査様式を簡素化する。

－ 財政事情等ヒアリング（１月実施分）について
は、調査項目を一部削減し、提出資料を一部
簡素化した。

－ － 総務省自治財政局財務調査課
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求める措置の具体的内容

R1 104 05_教育・文
化

都道府県 岡山県 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

教育支援体制整備事業費補助
金（いじめ対策・不登校等支援
等総合推進事業）交付要綱第
20条に基づく、スクールカウンセ
ラー等活用事業実施要項の２

スクールカウンセラー等
活用事業の補助事業者
の見直し

「スクールカウンセラー等活用事業」について、事業主体
は都道府県・政令市のみとなっており、学校の実態に応
じた、より機動的な配置を可能とするため、実施主体に市
町村を加えること

スクールカウンセラーについては、文部科学省の方針と同様、本県においては県内の全公立小中学校
（指定都市を除く）に配置している。しかしながら、県事業の予算規模を基に配置しているため、複数校を
兼務させることで、全校配置を達成している。そのため、学校によって配置頻度が週１回～月１回と幅があ
る上、市町村が本来要望している頻度とも乖離があるのが現状である。
県としても、市町村に対して、スクールカウンセラーと連携した対応の徹底を働きかけているが、補助事業
者が都道府県・指定都市に限定されていることから、各学校の現状に応じた、市町村による機動的な教育
相談体制の構築に支障が生じている。

－

R1 105 03_医療・福
祉

施行時特
例市

茨木市 法務省、厚
生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

老人福祉法第32条、知的障害
者福祉法第28条、精神保健及
び精神障害者福祉に関する法
律第51条の11の２

首長申立てを行う市町村
の基準の明確化

市町村長は、老人福祉法等により、65歳以上の者等に
つき、その福祉を図るために特に必要があると認めるとき
は、成年後見審判の請求をすることができるところ、対象
者の現在地と居住地、援護元が異なるなど、複数の市町
村が関わる場合、いずれの市町村が成年後見審判の請
求を行うものか基準を明確にしてほしい。

老人福祉法第32条、知的障害者福祉法第28条及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51条
の11の２により、それぞれ、市町村長が、65歳以上の者等の対象者につき、その福祉を図るために特に必
要があると認めるときは、成年後見審判の請求をすることができる。
市町村長申立権の根拠である老人福祉法等の「その福祉を図るために特に必要があると認めるとき」との
規定は、本人の意思能力や家族の有無、生活状況、資産等から判断して、特に申立ての必要性がある場
合、に市町村長の申立権を認めたものと解される。
このように理解すると、障害者施設や介護保険の住所地特例対象施設に入所中の方については、複数の
市町村が市町村長による成年後見審判の申立てに関わることになると考えられ、この場合、対象者の状況
を把握できる立場である措置権者、介護保険の保険者、あるいは自立支援給付の実施主体、生活保護受
給者の場合は生活保護の実施機関となっている市町村が、申立てを行うことが妥当との考え方もあり得る
ところである。
一方で、対象者の状況をよく知ると考えられる援護元の市町村が、対象者をよく知らない、事例がない、な
どの理由で申立てを断るケースもあり、いずれの市町村が申立てをするか調整に難航することがある。そ
の結果、調整に時間を要し、当該市町村間において事務が生じる上、対象者の権利擁護に影響を与える
可能性もある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 106 03_医療・福
祉

施行時特
例市

茨木市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

障害児福祉手当及び特別障害
者手当の支給に関する省令（昭
和50年厚生省令第34号）

特別障害者手当等所得
状況届処理事務の簡素
化

特別障害者手当及び障害児福祉手当において、受給者
及び実施機関の負担軽減の観点から、個々に所得状況
届を提出させるのではなく、実施機関による定時所得状
況届関係連名簿の作成による事務処理を原則とするよ
う、省令を改正すべきである。

障害児福祉手当受給者は、障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令（昭和50年厚生
省令第34号）第５条の規定により、毎年８月12日から９月11日までの間に所得状況届を提出する必要があ
り、受給者にとって負担となっている。また、提出された所得状況届を処理する実施機関にとっても負担と
なっている。なお、特別障害者手当についても同様である。

－

R1 107 03_医療・福
祉

施行時特
例市

茨木市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

障害児福祉手当及び特別障害
者手当の支給に関する省令（昭
和50年厚生省令第34号）

特別障害者手当及び障
害児福祉手当認定基準
の明確化

特別障害者手当及び障害児福祉手当認定基準につい
て、『改訂　特別障害者手当等支給事務の手引き』を参
照する運用をやめ、厚生労働省の通知を詳述するか、省
令等で規定すべきである。

特別障害者手当及び障害児福祉手当の認定に当たっては、「障害児福祉手当及び特別障害者手当の
障害程度認定基準について」（昭和60年12月28日社更第162号厚生省社会局長通知）及び『改訂　特別
障害者手当等支給事務の手引き』を参照して行うこととされているが、『改訂　特別障害者手当等支給事
務の手引き』は発行されてから久しく改訂が行われていないばかりか出版もされておらず、入手困難な状
況である。昭和60年12月28日付厚生社会局長通知には『改訂　特別障害者手当等支給事務の手引き』を
参照して事務を進めるようにとは明記されていないが、『改訂　特別障害者手当等支給事務の手引き』に
は事務を行う上で必要な実務上の疑義解釈が掲載されており、それを参照しなければ、実質的には実務
を行うことは困難であるため、仮に『改訂　特別障害者手当等支給事務の手引き』を用いないのであれば、
事務処理は困難なものになると考える。

－

R1 108 03_医療・福
祉

施行時特
例市

茨木市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律（平成17年法律第123号）
「自立支援医療費の支給認定に
ついて」（平成18年３月３日付障
発第0303002号）

自立支援医療費支給認
定申請の簡略化

自立支援医療について、治療期間が長期に渡り、かつ、
治療内容に大幅な変更がない者については医師意見書
の提出頻度を現行よりも少なくさせるなど、申請手続きを
簡略化すべきである。

自立支援医療の支給認定については「自立支援医療費の支給認定について」（平成18年３月３日付障発
第0303002号）に記載があり、例えば腎臓機能障害における人工透析療法に係る更生医療や、精神通院
医療については最長１年以内とされているが、人工透析療法や精神通院医療については、治療期間が数
年間に及ぶことがほとんどであり、１年ごとに更新申請を行うことが受給者にとっても行政機関にとっても負
担となっている。なお、平成28年提案管理番号76「自立支援医療（精神通院医療）受給者証の更新手続
きの期間延長」において、有効期間を現行の１年を延長する方針についての検討が示されているが、例え
ば人工透析療法など、治療期間が数年間に及びかつ治療内容に大幅な変更がないと思われる内容につ
いては、２年以上の長期の有効期間を設定することを検討しても良いのではないかと考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 109 03_医療・福
祉

施行時特
例市

茨木市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律（平成17年法律第123号）

移動支援事業について
国が支給基準を定めた
上で介護給付費に含め
るよう法改正

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律において地域生活支援事業とされている移動
支援事業について、国が支給基準を定めた上で介護給
付費に含めるよう法改正を行うべきである。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律では、移動支援事業は市町村が行うべ
き事業である地域生活支援事業とされているが、生活保護法で保障する「健康で文化的な最低限度の生
活」に余暇活動が含まれるというのが通説であり、厚生労働大臣が定める保護基準においても余暇活動に
必要な費用も含めて算定されており、移動支援事業を市町村の裁量に委ねる現行制度では、外出困難な
障害者等が最低限の余暇活動の外出支援を受けられない可能性があり矛盾を感じざるを得ない。

－
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

５【法務省（２）】【厚生労働省（15）】
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭25法123）、知的障害者福祉法（昭35法37）
及び老人福祉法（昭38法133）
市町村長（特別区の長を含む。）が、精神障害者、知的障害者及び65歳以上の者につき、そ
の福祉を図るため特に必要があると認めるときに行う後見開始、保佐開始、補助開始等の審
判の請求（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律51条の11の２、知的障害者福祉法28
条及び老人福祉法32条）については、市町村（特別区を含む。以下この事項において同じ。）
の申立事務を迅速に行う観点から、当該事務の実態等を調査するとともに、地方公共団体等
の意見やこれまでの運用経緯等を踏まえつつ、審判の請求に係る市町村間の調整を円滑に
するための方策について検討し、令和２年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

＜令３＞
５【法務省（２）、厚生労働省（18）】
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭25法123）、知的障害
者福祉法（昭35法37）及び老人福祉法（昭38法133）
市町村長（特別区の長を含む。）が、精神障害者、知的障害者及び65
歳以上の者につき、その福祉を図るため特に必要があると認めるときに
行う後見開始、保佐開始及び補助開始等の審判の請求（精神保健及
び精神障害者福祉に関する法律51条の11の２、知的障害者福祉法28
条及び老人福祉法32条）については、市町村（特別区を含む。以下こ
の事項において同じ。）間の調整を円滑にするため、申立の基準に関
する基本的な考え方等を明確化し、市町村に通知する。
［措置済み（令和３年11月26日付け厚生労働省社会・援護局障害保健
福祉部障害福祉課長、精神・障害保健課長、老健局認知症施策・地域
介護推進課長通知）］

令和３年11月26日に通知及び事務連絡
（Q&A）を発出し、精神障害者、知的障害者
及び65歳以上の者の後見開始、保佐開始及
び補助開始等の審判請求に複数の市町村が
関わる場合の申立の考え方等について明確
化した。

【厚生労働省】市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審判
等の請求に係る基準等の基本的考え方及び手続の例示について（令
和３年11月26日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福
祉課長、精神・障害保健課長、老健局認知症施策・地域介護推進課
長通知）
【厚生労働省】「市町村長による成年後見制度に基づく後見開始の審
判等の請求に係る基準等の基本的考え方及び手続の例示について」
のQ&Aについて（令和３年11月26日付け厚生労働省社会・援護局障
害保健福祉部障害福祉課長、精神・障害保健課長、老健局認知症施
策・地域介護推進課長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_105

法務省民事局

厚生労働省社会・援護局障害保健福
祉部障害福祉課、精神・障害保健課、
老健局認知症施策・地域介護推進課

－ － － － － －

－ － － － － －

５【厚生労働省】
（31）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平17法123）
（ⅳ）自立支援医療に係る支給認定の有効期間（55条）については、地方公共団体、関係団
体等の意見や個人番号制度における情報連携の運用状況を踏まえつつ、現行の１年を延長
する方策について検討し、令和２年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

＜令３＞
５【厚生労働省】
（48）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（平17法123）
（ⅲ）自立支援医療に係る支給認定等（54 条）の事務については、個人
の収入状況を把握するために必要な情報のうち、施行規則54 条に規
定する給付であって、マイナンバー制度における情報連携の対象と
なっていない給付（船員保険法（昭14 法73）に基づく障害年金及び障
害手当金等）に係る照会方法等を地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和３年９月30 日付け厚生労働省社会・援護局障害保健
福祉部精神・障害保健課長通知、令和３年９月30 日付け厚生労働省
社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課事務連絡）］

マイナンバー制度における情報連携可能な
事務手続及び省略可能な書類等の負担軽減
方策を整理し、情報連携できない情報の収集
方法等の負担軽減方策を盛り込んだ自立支
援医療に係る支給認定の取扱いマニュアル
を作成し、令和３年９月30日付けで地方公共
団体に周知を行った。

【厚生労働省】行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律（マイナンバー法）に基づく 情報連携の対象と
なっていない給付を受ける自立支援医療受給者に係る自立支援医療
費の支給認定事務の取扱いについて（通知）（令和３年９月30日付け
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長通知）
【厚生労働省】令和３年６月改版後のデータ標準レイアウトに基づく情
報連携の運用開始日以降に情報連携が可能な自立支援医療に係る
事務手続及び省略可能な書類の一覧等について（令和３年９月30日
付け厚生労働省社会・援護局精神・障害保健課事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_108

厚生労働省社会・援護局障害保健福
祉部精神・障害保健課

－ － － － － －
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 110 03_医療・福
祉

施行時特
例市

茨木市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律（平成17年法律第123号）
障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律施行令（平成18年政令第10
号）
障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律施行規則（平成18年厚生労
働省令第18号）

障害福祉サービス支給
量の一時的な変更申請
の際、市町村が必要と認
めた場合のみサービス等
利用計画の提出を求める
よう法令改正

障害福祉サービス支給量の一時的な変更申請の際、市
町村が必要と認めた場合のみサービス等利用計画の提
出を求めるよう法令改正を行うべきである。

【法令改正の必要性】
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律では、支給決定障害者等が現に受け
ている支給決定の内容を変更する申請をするに当たり、同法第24条第３項で同法第22条（第1項を除く）を
準用することとされている。この場合、支給量の一時的な変更を行う場合でも第22条第４項に基づきサー
ビス等利用計画案を求めることとなり、市町村・指定特定相談支援事業者双方に大きな事務的負担となっ
ている。
【支障の具体例】
日中に生活介護を利用している障害者等が体調不良のため通所を休んだ際、一時的に居宅介護を利用
したケース（居宅介護の支給決定を受けている場合）や、月２日短期入所を利用している障害者等が保護
者の体調不良によりその月だけ４日短期入所を利用するケース、毎週火曜日に障害福祉サービスを利用
しているケースで、当該月に火曜日が５日ある場合等が考えられる。このような場合、法令が求める支給決
定に関する勘案事項のうち、置かれている環境が軽微に変更しているだけである。しかし、サービス等利
用計画案を作成するには、計画相談を利用している場合、相談支援専門員が支援者会議を開催してアセ
スメントを行い、当該利用者が抱える生活全般の課題等を全て見直した上でサービス等利用計画案を作
成することになるので、相談支援専門員から事務負担が重過ぎるとの意見を受けている。軽微な修正の場
合、支援者会議を省略したり、従前のサービス等利用計画案の部分修正ができれば良いが、法令上、規
定がない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 111 03_医療・福
祉

施行時特
例市

茨木市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

医療的ケア児保育支援モデル
事業に係る国庫補助の協議に
ついて（厚生労働省　子ども家
庭局保育課長通知）

医療的ケア児保育支援
モデル事業の事前協議
様式の簡素化

様式の重複する設問をどちらかの設問に統一する等、様
式の全般的な簡素化を求める。

事前協議時の提出書類のうち実施計画書について、記載事項が多く、担当課や受入れ施設の事務負担
が大きい。モデル事業選定の際に、医療的ケア児受入れ時の安全確保・緊急時対応体制の確認が必要
なことは十分理解できるが、実施計画書の中で重複する箇所も多い。例えば以下に示す重複項目につい
ては、どちらかへの統一をしたとしても影響はないと思われるので、どちらかの設問に統一する等の検討の
上、様式の全般的な簡素化を求める。

＜重複による見直し箇所例＞
別紙２　医療的ケア児保育支援モデル事業実施計画書
【１点目】１．基本情報４の③保育士加配に係る費用補助及び５医療的ケアを行う職員は、３－２具体的な
事業の実施の２保育所等配置職員、３受け入れる医療的ケア児、４具体的な手法と一部重複している。
【２点目】３－１具体的な事業の実施の５緊急時対応の取り決めを行っているかは、３－２具体的な事業の
実施の４具体的な手法と一部重複している。
※上述、３－２具体的な事業の実施は、受入れ施設ごとに記載している。

なお、医療的ケア児の受入れに係る、各施設の人材配置（看護師等の配置）や安全確保・緊急時対応体
制の適否については、モデル事業の申請や実施に際し、各自治体が確認を行っているため、様式を簡素
化したとしても、国が同事業の選定にあたって確認したい内容は担保されているものと考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 112 03_医療・福
祉

施行時特
例市

茨木市 内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

児童福祉法、保育所等整備交
付金交付要綱、認定こども園施
設整備交付金交付要綱

認定こども園施設整備交
付金等の申請に係る手
続きの簡素化

①申請書類や申請窓口の一本化
②内示時期の統一

認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、
教育部分と保育部分で申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必
要があるため、事務負担が大きい。また、内示後の工事着手となっているが、内示時期が異なることがあ
り、工期に影響が出ることがある。（平成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月２日、厚労省平
成29年12月８日）また、実際に平成29年度10月協議分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことか
ら、当初予定していた年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に遅らせたという事例があった。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 113 11_その他 都道府県 岐阜県 総務省、財
務省

B　地方
に対する
規制緩和

所得税申告書等の地方団体へ
の電子的送付に係る留意事項
等について（平成22年６月29日
付総税企第72号　総務省自治
税務局企画課長通知）

国税連携システムに係る
データ連携の拡大

税務署へ書面提出された添付書類についても国税連携
システムのデータ連携の対象とすることを求める

地方税の賦課徴収業務に要する所得税の申告情報については、国税連携システムにより、国税庁から地
方公共団体にデータ提供いただいているところ。
現在はｅ－Ｔａｘで申告された所得税申告書（第１表から第５表）と添付書類（所得税青色申告決算書等）で
納税者が入力したすべての項目、及び書面で申告された所得税申告書（第１表から第５表）のうち、国税
総合管理(KSK)システムに入力された項目について、データの提供を受けている。（所得税申告書につい
ては、書面申告でKSKシステムに入力されない帳票であっても、画像イメージでデータ提供いただいてい
る。）

一方、書面で申告された場合、添付書類（所得税青色申告決算書、収支内訳書、所得の内訳書など）
は、国税連携システムでデータが提供されていない。
　たとえば、個人事業税の賦課徴収業務等においては、所得税青色申告決算書等の添付書類が必要と
なるが、国税連携システムからのデータ連携の対象外のため、データによる提供がないので、職員が税務
署でコピーする作業を行っている。

確定申告時期の２月～７月までの期間に、各県税事務所の作業は、多いところで職員２名が60日程度を
要して行っている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 114 11_その他 都道府県 岐阜県 警察庁、総
務省

B　地方
に対する
規制緩和

道路交通法附則第16条
平成31年３月20日付け総務省
大臣官房会計課、自治財政局
交付税課事務連絡（官庁会計シ
ステム（ＡＤＡＭＳⅡ）による平成
30年度３月期交通安全対策特
別交付金の支払について）

交通安全対策特別交付
金の交付決定日の前倒
し

交通安全対策特別交付金（３月交付分）の交付決定日を
早めることを求める。

交通安全対策特別交付金は、国（交付税及び譲与税配布金特別会計）から、県・市町村に年２回（９月、３
月）直接交付され、各市町村分については国の交付決定後に県において各市町村（全42団体）への交付
手続きを行っている。
各市町村へは当該年度内に支払うこととされているが、３月の国の交付決定日は、例年３月下旬（平成30
年度は３月22日）であり、国の交付決定日から各市町村への支払日（平成30年度は３月28日）までは、開
庁日で中３日しかなく、その間に国費会計システム「ＡＤＡМＳⅡ」を利用して歳入歳出処理を行うととも
に、各市町村への当該交付金の額の決定通知の作成、決裁及び発出を行わなければならない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

５【厚生労働省】
（42）保育対策総合支援事業費補助金
保育対策総合支援事業費補助金の交付対象事業のうち、医療的ケア児保育支援モデル事業
については、地方公共団体等の事務負担の軽減を図るため、令和２年度から事前協議に係る
実施計画書の記載内容の簡素化等を図る。

－ 事前協議様式を変更し、
・実施計画書全体における配置職員等に関
する記載事項についての重複箇所の解消
・緊急対応の取り決め（自治体作成）と事業実
施の具体的手法（受入れ施設作成）における
重複箇所の解消
による簡素化を行った。

【厚生労働省】令和２年度医療的ケア児保育支援モデル事業実施計
画書様式

－ 厚生労働省子ども家庭局保育課

５【内閣府（５）】【文部科学省（３）】【厚生労働省（８）】
児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、申請に関する様式の共
通化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を整備する際の地方公共団体の事務負担を軽
減する方向で検討し、令和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

＜令２＞
５【内閣府（４）】【文部科学省（３）】【厚生労働省（10）】
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、
交付申請等に関する様式の一部の共通化を図る。
［措置済み（令和２年４月８日付け文部科学省初等中等教育局長通
知）］

認定こども園施設整備交付金交付要綱の改
正を行い、一部の申請様式を保育所等整備
交付金のものと統一した。

【文部科学省】認定こども園施設整備交付金交付要綱等の一部改正に
ついて（通知）（令和２年４月８日付け文部科学省初等中等教育局長通
知）
【厚生労働省】保育所等整備交付金の交付について（令和２年６月５日
付け厚生労働事務次官通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_112

内閣府子ども・子育て本部

文部科学省初等中等教育局幼児教
育課

厚生労働省子ども家庭局子育て支援
課

－ － － － － －

５【警察庁（１）】【総務省（９）】
道路交通法（昭35法105）
交通安全対策特別交付金（附則16条）の交付決定（３月交付分）については、地方公共団体
の円滑な事務の執行に資するよう、毎年度可能な限り早期に行う。

－ 交通安全対策特別交付金の交付決定につい
て、令和元年度の交付分（令和２年３月）から
前倒しした。
（実績）令和元年度交付決定　：3月12日（木）
（参考）平成30年度交付決定　：3月22日（金）

－ － 警察庁長官官房会計課

総務省自治財政局交付税課
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 115 06_環境・衛
生

都道府県 京都府、大阪
府、堺市、神戸
市、和歌山県、
鳥取県、徳島県

環境省 B　地方
に対する
規制緩和

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適
正な処理の推進に関する特別
措置法（特別措置法）第17条及
び同法施行規則第26条第1項
・廃棄物の処理及び清掃に関す
法律（廃掃法）第21条の３第1項
・塗膜の除去工事に伴い排出さ
れるポリ塩化ビフェニル廃棄物
の処理責任について（平成31年
２月26日付け環境省環境再生・
支援循環局廃棄物規制課長通
知）

高濃度ＰＣＢ廃棄物の処
分手続きの簡素化又は
対応事例等の提示

高濃度ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物について、処
理が迅速に進むよう、特別措置法施行規則第26条第１
項で定めるＰＣＢ廃棄物の譲渡等が認められる例外に、
地方公共団体がＰＣＢ所有者の場合は、確実かつ適正な
処理を前提とした上で、除去工事業者を当該工事に伴
い生ずる廃棄物の処理に係る事業者とできる規定の追
加、または、契約などの事務手続きの簡素化に資する対
応事例等の提示を求める。

高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分期限（西日本：令和２年度末）が迫る中、本年９月末を期限として、国により橋梁
等の道路構造物その他の建設工事に関連する構造物に使用された当該廃棄物の調査がなされている。
国による当該調査の結果、橋梁等の公共施設の塗料に当該廃棄物が使用されていることが判明し、か
つ、全国で多量に発見されれば、処理期限も迫る中、確実かつ適正な処理を前提に、各地方公共団体で
は迅速な対応が求められることになる。
現行、特別措置法施行規則第26条第１項で定める当該廃棄物の譲渡等が認められる例外に、除去工事
業者を当該工事に伴い生ずる廃棄物の処理に係る事業者とできる規定はなく、廃掃法第21条の３は適用
されないため、ＰＣＢ含有塗膜の除去工事により分離した当該廃棄物の処理を、地方公共団体から当該工
事業者に、廃棄物の処理ができる業者であっても直接委託することはできない。そのため、①除去工事業
者、②特別管理産業廃棄物収集運搬業者、③唯一の処理施設であるJESCOの３者と各々契約を行う必
要があり、事務手続きは煩雑となり、余計なコストも発生する。
以上を踏まえ、平成31年２月26日付け環境省通知において、「ＰＣＢ廃棄物の排出事業者に対して一定期
間内の適正処理を行う義務を課していることを踏まえ、ＰＣＢ含有塗膜の除去工事において、その元請業
者に当該義務を課せない」旨の記載があるものの、業者選定に当たって保管場所や実績などを審査、及
び契約における確実かつ適正な保管・処理を約定することを前提に、除去工事業者にＰＣＢ廃棄物を譲
渡できるようにしていただきたい。または、契約などの事務手続きの簡素化に資する対応事例等を提示い
ただきたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 116 10_運輸・交
通

都道府県 京都府、滋賀
県、堺市、兵庫
県、神戸市、和
歌山県、鳥取
県、徳島県

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

旅行業法第４条第２項、第６条
第１項
旅行業法施行規則第１条の４、
第１条の５
旅行業法施行要領　第二－３－
４、第二－２－６
旅行業法に基づく旅行業者等
の登録事務について（観光庁発
行　旅行業法事務担当者研修
資料　３－④）

旅行業等の営業の登録
等申請にあたり、全役員
分の添付が必要とされて
いる宣誓書の添付につい
ての見直し

旅行業又は旅行業者代理業の営業の新規登録や更新
等に係る申請にあたり、現在、全役員分を自筆で求めて
いる宣誓書の添付について、法人代表者分のみに変更
することを求める

当該宣誓書については、旅行業法の登録及び更新にあたって、旅行業法施行規則第１条の４や第１条の
５、観光庁が示すマニュアル等に基づき、不適格事由に該当しないことを証するため、監査役等非常勤の
役員を含む全役員分の自筆による提出が求められている。
しかし、大企業では役員数が数十人にのぼる場合があり、更新期限内での提出が難しくなるなど申請者の
負担となっているとともに、都道府県においても、役員全員分が提出されているか登記簿と宣誓書を突合
したり、宣誓書に不備がある場合は事業者へ連絡し、修正等を求めたりする必要があることから事務の負
担となっている。（登録、更新に係る申請は年間100件程度であり、宣誓書確認事務に要する時間は１件
当たり10分程度。）
なお、他の登録業においても、役員が不適格事由に該当していないことの証明を、代表者のみの宣誓で
行い、代表者の責任において担保させている例もみられるため、それらと同様の方法での証明が可能とな
るよう見直しを求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 117 03_医療・福
祉

指定都市 堺市、滋賀県、
京都府、京都
市、大阪府、大
阪市、兵庫県、
神戸市、和歌山
県、鳥取県、徳
島県、関西広域
連合

内閣府、厚
生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

子ども・子育て支援法31条、43
条

地域型保育事業の確認
の効力の制限の廃止

地域型保育事業の確認の効力について、特定教育・保
育施設型と同様、施設の所在市町村が確認を行うことで
無条件で全国に効力を有するよう措置をされたい。

子ども・子育て支援法においては、児童が居住市町村外の地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保
育事業、事業所内保育事業など）を利用するには、居住地の市町村が、事前に施設の所在市町村の同
意を得たうえで、当該施設要件等の確認（法第43条）を行う必要がある。
しかしながら、実際の利用決定は、それぞれの市町村の利用調整の担当者の間で調整し決定しており、
利用の決定後、利用開始前までの間に、上記の同意や確認を行う必要があるが、利用決定を追認する形
となり、形骸化している。
本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴っ
て地域型保育事業についても、居住する市町村の区域外での利用も行われていることから、同意や確認
については事務的に煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 118 11_その他 都道府県 埼玉県 総務省、法
務省

B　地方
に対する
規制緩和

地方税法第20条の11、第382条
第１項

不動産取得税の課税資
料として、登記所からの
不動産登記情報の電子
データ提供を可能にする

不動産取得税については、固定資産税と同様に不動産
の所有権移転登記に係る情報に基づき課税をしている。
ついては、不動産取得税も固定資産税に係る地方税法
第382条第１項と同様の規定を設けて、都道府県にも登
記所からの通知が行われるように地方税法を改正し、都
道府県においてもオンラインにより提供される登記済通
知に係る電子データを活用できるようにすること。

【現行制度】
不動産取得税の課税資料収集にあたっては、地方税法第20条の11の規定に基づき、職員が登記所を訪
問し、登記申請書を閲覧して不動産の取得について調査し、添付されている不動産の固定資産評価額等
を含めて必要事項を手書きで写している。
【支障事例】
手書きで写すため多大な業務量となっている。これに加え、転記ミス、収集漏れなどの可能性があり、転記
内容について改めて別の職員が確認を行っている。管内に複数の登記所がある場合は、それぞれ訪問
する必要がある。
このように、人的労力が多大となっている。　※平成29年度収集実績：約11万5,000件(＋同数の見直し)、
登記所への出張回数：約1,000回
全国地方税務協議会が平成30年８月に都道府県を対象に行ったアンケートでは、不動産取得税課税資
料について、過去に法務局に電子データによる提供を求めたが、法的根拠がないため断られたと複数の
県が回答した。
また、令和2年1月に登記情報システムが更改され、登記所から市町村への地方税法第382条第1項の通
知についてはオンラインにより提供可能となる。これについて、本県税務課が総務省に照会し、都道府県
にも提供されるか確認したところ、こうしたことは想定していない旨回答があった。
【制度改正の必要性】
上記の状況から、地方税法を改正し、固定資産税に関する同法第382条第１項と同様の規定を設け、不
動産取得税に係る業務の効率化や適切な課税をより強力に担保すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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－ － － － － －

５【国土交通省】
（14）旅行業法（昭27法239）
第二種旅行業、第三種旅行業、地域限定旅行業及び旅行業者代理業を営もうとする者（施行
規則１条の３）については、これらの新規登録又は更新登録を都道府県に申請しようとする場
合に提出することとなっている、登録又は更新の拒否の要件に該当しないことを証する書類
（施行規則１条の４及び１条の５）として、全ての役員の自筆の宣誓書の徴集は必ずしも必要で
はないことを明確化し、都道府県に通知する。
［措置済み（令和元年11月11日付け観光庁参事官（旅行振興）通知）］

－ 第二種旅行業、第三種旅行業、地域限定旅
行業及び旅行業者代理業の登録事務は各都
道府県の自治事務であるため、欠格事項に
該当しないことを証明する旨の宣誓書につい
ては、全役員分の提出を必須としないようマ
ニュアルに定めることも可能である旨通知し
た。

【国土交通省】都道府県における旅行業登録事務手続について（周
知）（令和元年11月11日付け観光庁参事官（旅行振興）事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_116

観光庁旅行振興室

５【内閣府（11）（ⅱ）】【厚生労働省（33）（ⅲ）】
子ども・子育て支援法（平24法65）
特定地域型保育事業者の確認（43条）については、確認に係る事業所の所在する市町村（特
別区を含む。以下この事項において同じ。）の長による確認の効力が全国に及ぶものとし、事
業所の所在する市町村以外に居住する者が当該事業所を利用する場合であっても、利用者
の居住地市町村の長による更なる確認は不要とする。

－ 地域型保育事業を行う者に対する事業所ごと
の「確認」の効力について、事業所の所在す
る市町村の「確認」の効力が他の市町村にも
及ぶものとし、教育・保育施設と同様に他の市
町村による更なる「確認」は不要とした。

－ － 内閣府子ども・子育て本部

厚生労働省子ども家庭局保育課

５【総務省（６）】【法務省（３）】
地方税法（昭25法226）
382条に基づく登記所からの通知に係る電子データ（以下この事項において「電子データ」とい
う。）の不動産取得税の課税事務への利用については、市町村（特別区を含む。以下この事
項において同じ。）が令和２年１月の登記情報システムの更改によりオンラインで得た電子デー
タを用いて73条の18第３項に基づき都道府県に通知することが可能であることを明確化し、こ
の対応によってもなお、市町村が電子データを入手することができないやむを得ない事情があ
る場合には、都道府県が登記所から電子データを入手する方策について個別に法務局等と
協議することができることを、当該システムの更改の日までに地方公共団体及び登記所に周知
する。

－ 市町村が令和２年１月の登記情報システムの
更改によりオンラインで得た電子データを用い
て地方税法第73条の18第３項に基づき都道
府県に通知することが可能であることを明確
化し、この対応によってもなお、市町村が電子
データを入手することができないやむを得な
い事情がある場合には、都道府県が登記所
から電子データを入手する方策について個別
に法務局等と協議することができることを、地
方公共団体及び登記所に周知した。

【総務省】市町村長と登記所との間における地方税法に基づく通知に
係るオンライン化等に関する留意事項等について（令和元年12月27日
付け総税固第48号）
【総務省】地方税法第382条に基づく登記所からの通知に係る電子
データの不動産取得税の課税事務への利用について（令和元年12月
27日付け総税固第49号）
【法務省】登記所と市町村長との間における地方税法に基づく通知の
オンライン化並びに当該通知に係る不動産に関する地図及び図面情
報の電子化等に関する留意事項について（令和元年12月27日付け法
務省民事局民事第二課事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_118

総務省自治税務局固定審査税課

法務省民事局民事第二課
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根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 119 03_医療・福
祉

都道府県 埼玉県、茨城
県、群馬県、川
越市、川口市、
行田市、秩父
市、本庄市、東
松山市、狭山
市、羽生市、鴻
巣市、上尾市、
越谷市、戸田
市、入間市、朝
霞市、和光市、
北本市、ふじみ
野市、白岡市、
千葉県、長野県

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

社会福祉法第15条、第19条第１
項
社会福祉法施行規則第１条の２
など

生活保護ケースワーカー
の要件「社会福祉主事」
資格の緩和

指定科目の読替え範囲を拡大するなど、指定科目の履
修について弾力的に対応できるよう、生活保護業務に従
事するケースワーカーの任用資格の要件を緩和するこ
と。

【現行制度】
生活保護業務に従事するケースワーカーは、社会福祉主事でなければならない。
社会福祉主事に任用するには、大学等で「厚生労働大臣の指定する科目」を３科目以上修める必要があ
る。
この指定科目名と大学等の科目名は原則一言一句同じでなければならないとされている。
指定科目と読替えの範囲に該当する科目についても指定されているが、これについても一言一句同じで
あることが求められている。
【支障事例】
指定科目の認定があまりに厳格である。
例えば、指定科目「法学」については、「法学」以外でもその読替えの範囲として「法律学」「基礎法学」「法
律入門」が認められるが、実質的に講義内容が同等の「法学（憲法を含む）」や「法学の基礎」は認められ
ない。
そのため、実質的には任用に必要とされる知識を有しているにもかかわらず、社会福祉主事として任用で
きない例があり、ケースワーカー担当職員の確保に困難が生じている状況にある。
また、資格を有していない職員は、１年程度の通信課程を受講して資格を取得する必要があるが、通常業
務が多忙な中での受講は多大な負担であるとの意見が複数の自治体から挙がっている。
【制度改正の必要性】
高齢化等により、被保護世帯が増加し続けていることから、より多くの適性のある職員をケースワーカーとし
て従事させる必要がある。
※　県被保護者世帯数　平成19年度：37,554世帯　平成29年度：73,870世帯

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 120 02_農業・農
地

都道府県 埼玉県、茨城
県、栃木県、群
馬県、さいたま
市、加須市、本
庄市、東松山
市、春日部市、
狭山市、深谷
市、上尾市、滑
川町、鳩山町、
皆野町、小鹿野
町、美里町、長
野県

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業の有する多面的機能の発
揮の促進に関する法律　第２条
第１項、第９条第２項
多面的機能支払交付金実施要
綱別紙１の第９、別紙２の第９
多面的機能支払交付金実施要
領　第１の15（２）、第２の18（２）

多面的機能支払交付金
の返還額が生じた場合の
手続きの簡素化

農業者等で構成する活動組織に対する多面的機能支払
交付金に返還額が生じた場合、翌年度以降の交付金と
の相殺交付を可能とすること。

【現行制度】
多面的機能支払交付金は、国から都道府県、都道府県から市町村、市町村から活動組織への流れで交
付されている。交付額は田畑等の面積に応じて算定し交付されているが、活動の実績により執行残が生じ
る場合もある。
その場合の執行残の取扱については、活動期間中、翌年度への持越しは可能であるが、国の指導により
持越し額が多くなると返還を求められる。
対象農地の減少による返還の場合には返還相当額を次年度の交付金と相殺することが可能となっている
が、それ以外の場合では翌年度以降の交付金との相殺はできず、返還手続を要する。
【支障事例】
活動組織が交付金の執行残を返還する場合、要領に基づき当該年度の交付金を受け取ったうえで返還
手続きを行う必要があるが、経由する市町村、県にとってもそれぞれ手続きが必要となり負担となってい
る。
本県の例を挙げると、活動組織は県内47市町村に所在しており、執行残がある場合、
①活動組織が市町村へ返還申出書を提出し、返還金を納入する。
②次に、市町村が各活動組織からの返還申出書を基に市町村分の返還報告書を取りまとめ、県へ提出
し、返還金を納入する。
③最後に、県が47市町村分の返還報告書を取りまとめ、国へ提出し、返還金を納入する。なお、一連の作
業には３か月程度の期間を要する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 121 10_運輸・交
通

都道府県 埼玉県、茨城
県、栃木県、群
馬県、川口市、
神奈川県

厚生労働
省、国土交
通省

B　地方
に対する
規制緩和

住宅宿泊事業法、住宅宿泊事
業法施行要領（ガイドライン）

住宅宿泊事業（民泊）届
出時の法定提出書類に
「消防法令適合通知書」
を追加

住宅宿泊事業法では、住宅宿泊事業（民泊）を行うに当
たり、事業者は住宅宿泊事業法施行規則に定める書類
を提出することとしている。その提出書類に「消防法令適
合通知書」を追加すること。

【現行制度】
住宅宿泊事業法に基づく住宅宿泊事業（民泊）を行うに当たり、事業者は住宅宿泊事業法施行規則第４
条第４項に定める書類を提出する必要がある。
しかし、当該条項で定める書類には、事業を始める建物が消防法令に適合している場合に消防署等から
交付される「消防法令適合通知書」が含まれておらず、ガイドライン（住宅宿泊事業法施行要領）におい
て、届出時に併せて提出を求めることとしているに過ぎない。
【支障事例】
ガイドラインには法的拘束力はないため、消防法令適合通知書の添付がなくても届出を受理せざるを得な
い。本県では現時点での事例はないが、他自治体では発生している事例である。
消防法令に適合しているか否かは、宿泊料を取って他人を泊める施設を運営するに当たり非常に重大な
要件（特に、家主が不在の住宅に宿泊させる施設の届出の場合）であり、提出を受けなければ、地方自治
体として最低限の安全性を確保することが困難である。現行法上では問題がなくても、一般的な観点から
は、安全性を担保できない民泊施設の運営を容認していると捉えられかねない。安全性確保は全国どこ
でも必要であり、このような重要書類は、ガイドラインや各自治体の条例に任せるのではなく、法令に基づ
いた添付書類として明確に提出を求めるべきである。

－

R1 122 11_その他 都道府県 埼玉県、神奈川
県

総務省、農
林水産省、
国土交通省

B　地方
に対する
規制緩和

競馬法第１条の２第２項､モー
ターボート競走法第２条

公営競技の施行団体の
指定に関する都道府県
経由の廃止

公営競技施行団体の指定申請において、政令市につい
ては、都道府県を経由することなく、国へ直接申請するよ
う制度を改正すること。

【支障事例】
市町村が公営競技の施行団体となるためには、競馬法等の規定に基づき、２年おきに総務大臣に指定申
請し、指定を受ける必要がある。ちなみに都道府県は指定が不要である。
県は当該指定を受けるに当たり、総務省通知に基づき、各市町村の提出書類を取りまとめた上で、指定を
受ける財政上の必要性等の意見書を作成し、総務大臣に提出している。
県意見書は市町村の財政状況等を勘案した指定の必要性を訴える内容となる。
当該指定を受けている団体の中に、政令市であるさいたま市（浦和競馬組合等の構成員）が含まれている
場合であっても例外なく、県経由で国へ提出している。
しかし、政令市の決算統計(地方財政状況調査)や起債協議等の業務については県を経由せずに国に書
類を提出しており、財政状況のヒアリング、事務調整等も総務省が行っていることから、県はさいたま市の
財政状況等について直接関与していない。
【制度改正の必要性】
したがって、公営競技の指定とそれ以外（財政状況の把握等）の事務について、整合性が取れていないこ
とから、政令市の当該指定においては、県の意見書を付すことなく、県を経由せずに直接国に書類を提
出すべきものと考える。政令市は大都市に見合う財政上の特例が認められているので、このような事務で
も配慮が必要と考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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５【厚生労働省】
（19）社会福祉法（昭26法45）
（ⅰ）社会福祉主事任用資格に係る指定科目については、令和元年度中に通知を改正し、指
定科目の科目名称と完全に一致しない場合であっても、同等の教育内容が含まれていれば、
当該指定科目として取り扱うこととする。

－ 指定科目の科目名称と完全に一致しない科
目であっても、同等の教育内容が含まれてい
れば、当該指定科目として取り扱うこと可能と
するため、改正通知を発出した。

【厚生労働省】「社会福祉法第19 条第１項第１号に基づく厚生労働大
臣の指定する社会福祉に関する科目の読替えの範囲等について」の
一部改正について（令和２年３月６日付け厚生労働省社会・援護局長
通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_119

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

－ － － － － －

－ － － － － －

５【総務省（４）】【農林水産省（２）】【国土交通省（４）】
競馬法（昭23法158）及びモーターボート競走法（昭26法242）
競馬を行うことができる市町村（特別区を含む。）の指定手続（競馬法１条の２第２項）及びモー
ターボート競走を行うことができる市町村の指定手続（モーターボート競走法２条１項）におい
て、指定都市が申請を行う場合の都道府県経由事務については、令和２年度分から廃止す
る。
［措置済み（令和元年10月28日付け総務省自治財政局地方債課事務連絡）］

－ 競馬を行うことができる市町村の指定手続及
びモーターボート競走を行うことができる市町
村の指定手続において、指定都市が申請を
行う場合の都道府県経由事務については、
令和２年度分から廃止した。

【総務省】令和２年度における公営競技施行に係る市区町村の指定申
請手続等について（令和元年10月28日付け総務省自治財政局地方債
課事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_122

総務省自治財政局地方債課
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 123 03_医療・福
祉

都道府県 新潟県、福島
県、茨城県、栃
木県、群馬県

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

・介護保険法70条、75条、86
条、89条、91条
・介護保険法施行規則
・老人福祉法14条、14条の２、14
条の３、15条、15条の２、16条
・老人福祉法施行規則

介護保険法及び老人福
祉法に基づく重複する申
請等の一本化

介護保険法及び老人福祉法に基づく重複する申請等の
一本化
（平成26年大阪府等複数県からの提案事項と同様に、介
護保険法上の申請があった際、老人福祉法の届出が
あったとする「みなし規定」を設ける。）

平成26年の提案募集において「介護保険法及び老人福祉法に基づく重複する申請等の一本化」が提案
され、申請書の一本化や重複する書類の省略等が示されたところだが、介護保険法上の申請があった
際、老人福祉法の届出があったとする「みなし規定」は認められなかった。
しかし、法の趣旨は異なるものの、実態として介護サービス事業者と居宅サービス事業者は同一であり、
分けて申請等をする必要性に乏しい。
近年の働き方改革の流れからも事務の効率化、負担軽減を進める必要があり、また、届出忘れや届出先
の間違いが頻発していることから、介護保険法上の申請があった際、老人福祉法の届出があったとする
「みなし規定」を設ける。

－

R1 124 03_医療・福
祉

都道府県 新潟県、福島
県、茨城県、栃
木県、三条市、
村上市

厚生労働省 A　権限
移譲

介護保険法第115条の32、第
115条の33、第115条の34、第
197条

介護保険法に基づく居宅
介護支援に関する業務
管理体制における監督
事務等の効率化

介護保険法に基づく居宅介護支援に関する業務管理体
制における監督事務等の効率化
（１市町村内で事業所を運営する場合の居宅介護支援
に関する業務管理体制の監督権限等を市町村に移譲す
る。）

市町村に指定権限がある指定介護保険サービスのうち、地域密着型サービスについては、１市町村内の
みで事業所を運営する場合は、業務管理体制の監督権限等も事業所所在地の市町村となっている。
しかし、同じく市町村に指定権限がある居宅介護支援(平成30年度に県から市町村に指定権限を法定移
譲）については、１市町村内のみで事業所を運営する場合でも、業務管理体制の監督権限等は県にあ
る。
指定権限と監督権限等が分かれることで監督業務等が非効率となっているほか、事業者にとっても届出
等を２か所に分けてする必要があるなど余計な事務負担となっていることから、１市町村内で事業所を運
営する場合の業務管理体制の監督権限等を市町村に移譲する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 125 03_医療・福
祉

都道府県 新潟県、福島
県、茨城県、栃
木県、三条市、
村上市

厚生労働省 A　権限
移譲

介護保険法第115条の32、第
115条の33、第115条の34、第
197条

介護保険法に基づく介護
予防支援に関する業務
管理体制における監督
事務等の効率化

介護保険法に基づく介護予防支援に関する業務管理体
制における監督事務等の効率化
（１市町村内で事業所を運営する場合の介護予防支援
に関する業務管理体制の監督権限等を市町村に移譲す
る。）

市町村に指定権限がある指定介護保険サービスのうち、地域密着型サービスについては、１市町村内の
みで事業所を運営する場合は、業務管理体制の監督権限等も事業所所在地の市町村となっている。
しかし、同じく市町村に指定権限がある介護予防支援については、１市町村内のみで事業所を運営する
場合でも、業務管理体制の監督権限等は県にある。
指定権限と監督権限等が分かれることで監督業務等が非効率となっているほか、事業者にとっても届出
等を２か所に分けてする必要があるなど余計な事務負担となっていることから、１市町村内で事業所を運
営する場合の業務管理体制の監督権限等を市町村に移譲する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 126 11_その他 一般市 大府市 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

・行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等
に関する法律
・電子署名等に係る地方公共団
体情報システム機構の認証業務
に関する法律
・通知カード及び個人番号カー
ドの交付等に関する事務処理要
領
・公的個人認証サービス事務処
理要領

マイナンバーカード等の
手続きにおける留意点の
提示

マイナンバーカード又は電子証明書の更新時期を迎え
るにあたり、手続きの留意点を周知すること。

マイナンバー制度が導入され、最初のマイナンバーカード及び電子証明書の更新時期（発行の日から５
回目の誕生日）が本年12月に到来する。
更新手続きは事務処理要領に基づいて行うが、マイナンバーカード等の暗証番号を失念している場合や
マイナンバーカードを紛失している場合など様々な場合が予想され、確認に時間を要する他、更新時期
が住民異動の時期及び人事異動の時期と重なるため、窓口の混雑は避けられないと予想している。
また、利用者が電子証明書の暗証番号を失念した場合、暗証番号を初期化し、再設定する必要がある。
本市では初期化にあたって、マイナンバーカード以外の本人確認書類の提示を求めていたが、市によっ
て運用が違っているため、申請者からの問い合わせ対応に苦慮している。
更に、更新時期が近づくにつれ、更新対象者から問い合わせが増えることが予想されるが、更新手続きに
関した情報がマイナンバー関係のサイトに掲載されていないため、説明が困難である。マイナンバーカー
ド等は全国統一の事務を行うことが求められるため、共通の事項に関してはホームページ等に掲載するこ
とを求める。

・2019年12月～2020年3月の電子証明書更新対象者：2,000人以上

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 127 03_医療・福
祉

一般市 大府市 厚生労働省 A　権限
移譲

障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律第36条、第51条の２、第51条
の３、第51条の４等

指定障害福祉サービス
事業者の指定等に係る
事務・権限及び業務管理
体制の整備に関する事
務・権限の都道府県知事
から市町村長への移譲

指定障害福祉サービス事業者の指定等に係る事務・権
限及び全ての事業所が１つの市町村の区域に所在する
場合の業務管理体制の整備に関する事務・権限を都道
府県知事から市町村長へ移譲する。

事業者の指定権限は県知事が有しているため、事業所が設置される市町村はどのような事業所が開設さ
れるか分からないにも関わらず、障害福祉サービスの給付費の支払いを行っている。さらに、事業所が不
正を行った場合、行政処分は県が行い、その処分に伴う返還金の請求事務は市町村で行うこととなってい
る。
給付費の支払いや不正に伴う返還金の請求事務の責任は、市町村にあるにも関わらず、指定から監査、
行政処分等を一貫して行うことができず、市町村が主体的に事業者を管理できていない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 128 09_土木・建
築

一般市 大府市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

空家等対策の推進に関する特
別措置法

空家等に対する応急安
全措置の新設

台風・大雨等の気候的条件によらず、管理不全な空家等
により、人の生命や財産に重大な損害を及ぼす危険な
状態が切迫している場合、助言・指導、勧告、命令等の
措置をとることなく、必要最小限の緊急安全措置が実施
できる旨の規定を、空家等対策の推進に関する特別措
置法上に設けていただきたい。

【支障事例】
空家の老朽化で外壁が前面道路に飛散しそうな状態において、台風等の強風により、通行人や地域住民
等に被害をもたらす恐れがある場合、迅速な対応が求められるが、法に基づき空家の所有者に対して指
導・助言等の措置を順にとっていくには一定の期間が必要である。
本市においても、一昨年、台風が来る直前に、外壁が前面道路に飛散しそうな空家があるという通報を複
数件受け、かなり苦労して所有者を探し出し、対応していただいたことがある。
その際には、たまたま所有者が見つかり、かつ所有者に対応していただくことができたが、所有者が見つ
からなかったり、所有者に対応を拒否されたりした場合には、危険な状態が存続してしまうこととなる。
平成28年提案募集において、「台風・大雨等の緊急事態において空家等に一時的な応急措置を施すこと
ができることを定めている条例については、空家法に抵触しない限度で有効であることから、緊急を要する
場合の措置を条例で定めることは可能である」旨の見解をお示しいただいたことは承知しているが、その
解釈に基づけば、条例で規定することにより応急措置の実施が可能となるのは台風・大雨等の場合のみ
であり、自治体の判断で機動的に応急措置を実施することが可能となる措置内容とはなっていない。
そのため、被害をもたらす恐れがある空家に関する通報を受けたとしても、対応まで時間がかかりすぎる又
は対応できないことが懸念される。

－
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

５【総務省】
（12）電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平14法
153）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平25
法27）
個人番号カード及び同カードに搭載される公的個人認証サービスの電子証明書の有効期間
満了に伴う更新については、更新手続を円滑に行うことができるようにするため、地方公共団
体情報システム機構から更新時期の近づいた者に更新手続の留意事項等を通知する旨及び
その内容を、地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和元年11月５日付け総務省自治行政局住民制度課事務連絡）］

－ 個人番号カード等の有効期間満了に伴う更
新については、地方公共団体情報システム機
構が個人番号カード等の更新対象者に通知
した留意事項等の内容を再周知した。

【総務省】「個人番号カード又は電子証明書有効期限切れ通知に伴う
対応について（依頼） 」の周知について（令和元年11月５日付け総務
省自治行政局住民制度課事務連絡）
【総務省】別添１_01_個人番号カード又は電子証明書有効期限切れ通
知に伴う対応について（令和元年９月11日付け地方公共団体情報シス
テム機構事務連絡）
【総務省】別添１_02_個人番号カード及び電子証明書有効期限切れ通
知に関する業務概要及びスケジュールについて1.1版
【総務省】別添２_01_個人番号カード又は電子証明書有効期限通知書
の送付物に関する資料の送付について（通知）（令和元年10月23日付
け地方公共団体情報システム機構事務連絡）
【総務省】別添２_02_有効期限通知書の送付に関する説明資料（令和
元年10月23日付け地方公共団体情報システム機構）
【総務省】別添２_03_パンフレット_有効期限通知書の説明
【総務省】別添２_04_パンフレット_マイキーID設定方法

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_126

総務省自治行政局住民制度課

４【厚生労働省】
（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平17法123）
指定障害福祉サービス事業者の指定等に係る事務・権限及び指定障害福祉サービス事業者
（全ての事業所が一の市区町村の区域内にあるものに限る。）による業務管理体制の整備に
関する事項の届出の受理等（36条、51条の２、51条の３、51条の４等）に係る事務・権限につい
ては、当該権限を市区町村（指定都市及び中核市を除く。）に移譲することの必要性等につい
て、地方公共団体に調査を行い、その結果に基づき必要な対応を検討し、令和２年度中を目
途に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

＜令３＞
５【厚生労働省】
（48）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（平17法123）
（ⅱ）指定障害福祉サービス事業者の指定等及び指定障害福祉サービ
ス事業者（全ての事業所が一の市区町村の区域内にあるものに限る。）
による業務管理体制の整備に関する事項の届出の受理等（36 条、51
条の２、51 条の３及び51 条の４等）に係る事務・権限については、都道
府県が条例による事務処理特例制度（地方自治法252 条の17 の２第１
項）に基づき市区町村にその事務・権限を移譲することが可能であるこ
とや、都道府県による指定障害福祉サービス事業者の指定等（36 条１
項等）に当たり、都道府県と市区町村の間で円滑に連携を行うための取
組事例を、地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和３年９月７日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福
祉部企画課、障害福祉課事務連絡）］

指定障害福祉サービス事業者の指定等に係
る事務・権限及び指定障害福祉サービス事業
者（全ての事業所が一の市区町村の区域内
にあるものに限る。）による業務管理体制の整
備に関する事項の届出の受理等に係る事務・
権限について、都道府県が条例による事務処
理特例制度に基づき市区町村にその事務・
権限を移譲することが可能であることや、都道
府県と市区町村の間で円滑に連携を行うため
の取組事例を令和３年９月７日付けで地方公
共団体に周知した。

【厚生労働省】令和元年の地方分権改革にて寄せられた提案への対
応について（周知）（令和３年９月７日付け厚生労働省障害保健福祉部
企画課・障害福祉課事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_127

厚生労働省社会・援護局障害保健福
祉部障害福祉課

－ － － － － －
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 129 02_農業・農
地

一般市 大府市 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

土地改良法85条の２
土地改良法85条の３

土地改良法手続きの簡
素化

農家に事業費負担を求めない農地防災事業に係る土地
改良法手続について、耐震に係る事業以外での地方自
治体による申請制度の拡充や３条資格者（事業の施行に
係る地域内にある土地の農家等）同意手続の省略など、
法手続の簡素化に資する見直しを行うこと。

昨今の豪雨災害が頻発する中、湛水防除事業等の農地防災事業の実施は、宅地、道路、一般公共施設
等にも防災効果が生じ、公共性が高いとともに、国土強靭化を推進するため、迅速な対応が求められる。
しかしながら、耐震に係る事業を除いては従前どおり、３条資格者の同意が必要となっており、排水機場の
施設建替え事業については、農家に事業費負担を求めない農地防災事業であるにもかかわらず、広範
囲な受益区域の同意徴集が必要となるため、迅速な対応に支障となる状況にある。
土地改良区が申請する施設更新事業等の同意徴集手続きの簡素化が可能となる法制度（法第85条の３）
もあるが、土地改良区が管理する土地改良施設もしくは国県市町村が管理する施設の場合は土地改良
施設と一体となって機能を発揮する土地改良施設である必要があり、市町村が管理している排水機場を
土地改良区が申請することはできない状況にある。
排水機場の更新事業が遅れ、ひとたび豪雨災害によって湛水被害が発生した場合、東海豪雨の例によ
れば、農地の湛水のみならず宅地・工場なども影響を受け、近隣住民等の生命・財産を脅かす恐れもあ
る。
これらのことから、農家に事業費負担を求めない湛水防除等の農地防災事業についても、耐震に係る事
業と同様に３条資格者の同意を必要としない制度への緩和を迅速に行っていただきたい。

－

R1 130 11_その他 一般市 大府市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法（昭和43年法律第
100号）第77条

都道府県都市計画審議会及び
市町村都市計画審議会の組織
及び運営の基準を定める政令
（昭和44年政令第11号）第３条

都市計画審議会の委員
に議員を任命する定めの
撤廃

都市計画法に基づき市が設置する都市計画審議会につ
いて、政令による委員の基準（議員を任命）の定めを撤
廃する。これにより、市町村の議会の議員は、委員に就
任しないこととする。

議員が都市計画審議会の委員となることで、附属機関である都市計画審議会への監視・調査機能が阻害
される恐れがある。
都市計画は、都市の将来の姿を決定するものであり、中でも、都市計画法第18条の２の規定に基づく「市
町村の都市計画に関する基本的な方針（都市計画マスタープラン）」については、平成23年の地方自治
法改正において義務付け・枠付けが撤廃され、策定が任意化された「基本構想」に匹敵する、市町村に
とって重要な計画であると考える。
そのため、近年、地方自治法第96条第２項の規定により、「市町村の都市計画に関する基本的な方針（都
市計画マスタープラン）」等を議会の議決すべき事件として追加する市町村が増加しつつある。
都市計画が住民の権利・利益に多大な影響を及ぼすものであるからこそ、最終的には、住民全体を代表
する議決機関である議会の議決に付すべきではないかと考える。
都市計画審議会の各審議事項については、執行機関と議決機関の役割分担を踏まえつつ、地方の事情
とその必要性に応じて、地方自治法第96条第２項の規定により議会の議決すべき事件に追加する、又は
追加しない等の判断がなされればよいものと考える。

－

R1 131 10_運輸・交
通

施行時特
例市

富士市、島田
市、藤枝市、下
田市、裾野市、
伊豆市、牧之原
市、東伊豆町、
河津町、松崎
町、長泉町、小
山町

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

道路運送法第４条、第５条、第６
条
道路運送法施行規則第４条第５
項

一般旅客自動車運送事
業に係る許可申請から運
行開始までに掛かる期間
の短縮

道路運送法第４条による一般旅客自動車運送事業の申
請について、具体的な路線・区域の計画がないため許可
の申請ができない者であっても、地方自治体が認める場
合には、許可申請から運行開始までに必要となる手続の
一部を事前に行うことを可能とすること等により、運行開
始までの期間が短縮できるようにする。

本市では、新規にコミュニティ交通の路線を開設するにあたり、事業者に委託を行っている。
受託しようとする者が、既に許可を持っている事業者である場合は、受託後に新規路線の追加をすればよ
く、地域公共交通会議で協議が整った場合には標準処理期間が概ね１ヶ月と定められており、速やかに
運行開始を行う見通しが立つ状態で委託手続を進めることが可能である。
一方、許可を持っていない事業者については、受託後に具体的な運行路線・区域の計画等を策定した上
で新たに乗合許可申請を行うことになるが、地域公共交通会議で協議が整った場合には標準処理期間が
概ね２ヶ月と定められており、審査中に多数の提出書類の審査や法令試験等があるため、それ以上の時
間がかかることがある。また、書類の不備による再提出や法令試験の不合格による再受験が必要となった
場合には、それ以上に期間が掛かることになり、当初予定していた運行開始時期に間に合わなくなってし
まうおそれがある。
このため、現状では、自治体が新たな委託先を選定する際、確実に運行開始時期に間に合う既に許可を
持っている事業者を選定せざるを得ず、競争性のある業者選定ができない状態にある。これを解消するた
め、新規許可の場合には、法令試験等の一部の手続を許可申請の前に行うことを可能とすることを求め
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 132 11_その他 一般市 豊後高田市、中
津市、日田市、
臼杵市、津久見
市、宇佐市、豊
後大野市、由布
市、国東市、姫
島村、日出町、
九重町、玖珠町

総務省 B　地方
に対する
規制緩和

・住宅・土地統計調査規則
・国勢調査「調査区設定の手引
き」

基幹統計調査（住宅・土
地統計調査）の調査エリ
アの改善

調査エリアと自治会エリアを一致させる、または、市町村
の裁量によって調査エリアと自治会エリアを一致できる等
の修正・変更ができるようにする。

国が定める調査エリアは、地域コミュニティの基礎エリアとなる自治会エリアと大幅に乖離し、複数の自治
会にまたがっているため、調査員は各自治委員など多くの関係者と接触し、協力を求めながら調査を行っ
ており、非常に効率が悪い。
また、調査員の募集にあたっては、地域自治の基礎的なエリアとなる自治会の自治委員に依頼をして、調
査員を推薦してもらう方法で募集を行っている。しかし、近年の高齢化、集落の人口減のため、調査員の
なり手がなく、見つからない場合は、しかたなく自治委員にお願いして調査員をやっていただくことが多
い。そのような状況で、自治委員からは「今のやり方では、調査区が自分の自治会の範囲を越えているの
で分からない。」「自分の自治会のエリアの調査区なら何とか把握できるので調査員をしてもよい。報酬を
下げてもよいから自治会単位の調査区域にしてくれないか。」という声があがっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 133 11_その他 一般市 豊後高田市、中
津市、日田市、
臼杵市、津久見
市、宇佐市、豊
後大野市、由布
市、国東市、姫
島村、日出町、
九重町、玖珠町

総務省 B　地方
に対する
規制緩和

・住宅・土地統計調査規則
・国勢調査「調査区設定の手引
き」

基幹統計調査（住宅・土
地統計調査）の定数の改
善

調査員の定数については、委託費の範囲内で市町村の
裁量によって調査員１名の業務を複数名で分担できるよ
うにする。

調査員を募る中で、限られた時間の範囲内なら調査員をやってもいいという方がいるが、統計局が示す市
町村事務要領において、調査員は都道府県から示された人数を配置することとされており、市町村に裁量
の余地がないため１調査区に複数の調査員をあてるなどの柔軟な対応ができない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 134 11_その他 一般市 豊後高田市、中
津市、日田市、
佐伯市、臼杵
市、津久見市、
杵築市、宇佐
市、豊後大野
市、由布市、国
東市、姫島村、
日出町、九重
町、玖珠町

総務省 B　地方
に対する
規制緩和

・統計法
・統計法施行令

基幹統計調査（住宅・土
地統計調査）に係る調査
員の民間委託

市町村が行うこととされている事務（法定受託事務）を、
（市町村を経由しないで、）国が直接民間委託できるよう
にする。

本市では、調査員等の担い手を自治委員や地域の方へ探してもらったり、登録調査員を活用しながら推
薦を行っているが、過疎・高齢化が進む中、担い手を確保することが年々難しい状況にある。
また、インターネット回答の導入等により、事務が複雑化・煩雑化しており、市町村職員にとっても負担と
なっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

－ － － － － －

５【国土交通省】
（９）道路運送法（昭26法183）
（ⅳ）一般乗合旅客自動車運送事業の許可（４条）に係る手続のうち、同事業の遂行に必要な
法令の知識を有することを確認する試験については、許可の申請をしようとする者が地方公共
団体からの運行の委託を受けようとする場合には、当該申請前の受験を可能とし、令和元年
度中に必要な措置を講ずる。

－ 一般乗合旅客自動車運送事業の新規経営許
可の際の法令試験については、許可の申請
をしようとする者が地方公共団体からの運行
の委託を受けようとする場合には、当該申請
前の受験を可能とした。

【国土交通省】「一般乗合旅客自動車運送事業の許可申請に係る法令
試験の実施方法について」（令和２年３月17日付け自動車局旅客課乗
合バス班長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_131

国土交通省自動車局旅客課

－ － － － － －

５【総務省】
（14）統計法（平19法53）
（ⅲ）住宅・土地統計調査の調査員については、都道府県から示された人数の範囲内で、市
町村（特別区を含む。）における調査員の選考及び柔軟な配置が可能であることを明確化する
ため、令和５年の次回調査までに市町村事務処理要領を改正する。

５【総務省】
（14）統計法（平19法53）
（ⅰ）住宅・土地統計調査の調査票の配布・取集等に関する事務については、条例による事務
処理特例制度（地方自治法（昭22法67）252条の17の２第１項）により、市町村（特別区を含
む。）が当該事務を処理する場合、民間事業者へ委託することが可能であることを地方公共団
体に通知する。
［措置済み（令和元年11月５日付け総務省統計局統計調査部国勢統計課事務連絡）］

－ 住宅・土地統計調査の調査票の配布・取集等
に関する事務については、事務処理特例条
例により市町村に事務を移譲することで、市
町村単位で民間委託が可能である旨を通知
した。

【総務省】統計法施行令別表第一備考第四号に基づく住宅・土地統計
調査の調査票の配布・取集等に関する事務の民間委託について（周
知）（令和元年11月5日付け総務省統計局統計調査部国勢統計課（住
宅・土地調査担当）事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_134

総務省統計局統計調査部国勢統計
課
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 135 11_その他 指定都市 川崎市 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

地方交付税法第17条の３ 地方交付税法第17条の３
における交付税検査の
簡素化

地方交付税法第17条の３における交付税検査の検査対
象期間において、当該自治体がいずれの年度も普通交
付税不交付団体（※調整不交付含む）だった場合、実地
検査ではなく書面検査を原則とするよう見直しを行う。
具体的には、各普通交付税不交付団体において自主的
に検査対象期間の算定について検査を行い、総務省指
定の調査様式にて結果を報告するとともに、必要な根拠
資料を送付する。質疑等があれば書面でやり取りする。
総務省において書面検査のほかに実地検査が必要との
判断に至った場合にのみ、実地検査を行う方式に変更
する。

検査は３年に１度、前回検査年度以降３箇年分をまとめて行われる。実地検査に先立って事前調査様式
の作成を依頼され、こちらをそれぞれの年度について作成し、基礎数値算定の根拠資料とともに当日、検
査会場へ全て持ち込んだ上で基礎数値の錯誤等の確認を受ける。
検査対象となる基礎数値項目は各年度の交付税算定同様、膨大かつ多岐に渡るものであり、何千もの項
目について数箇月程度をかけ、全庁的に確認作業及び調査票の作成を行う。その上で実地検査は２～３
日かけて行われ、その間は膨大な資料の持ち込み、検査当日の説明、立ち合い、記録等、財政当局ほか
各局連絡担当者及び担当項目の説明に係る所管部署担当者も数多く対応に当たる。実際の検査では当
初算定から変動があった数値（錯誤）を中心に根拠資料をもとに一つ一つ説明する形が取られており、そ
の場で突発的な指摘もしばしばあるため、広く準備を要するほか、その場で答えきれないものについては
後日対応となる場合もある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 136 11_その他 指定都市 川崎市 内閣府 B　地方
に対する
規制緩和

地域再生法 地方創生推進交付金申
請時の事務処理期間の
確保

地方創生推進交付金申請時において、補助認定要件等
について早期にその内容を示し、併せて実施計画の作
成、地域再生計画の作成について地方自治体への通知
を行うこと。また十分な事務処理期間を確保すること。

地方創生推進交付金申請には、実施計画及び地域再生計画を作成し提出する必要がある。補助認定要
件は毎年変更されるため、その内容がわからないと調整に入ることができないが、国からの事務連絡は12
月後半に発出され、県を経由して市に届くのは、年末ギリギリになる。申請期間が年末年始を挟むうえ、そ
の間に事前相談を行うなど、非常にタイトなスケジュールになっているため、十分な検討期間が確保でき
ず、また書類作成事務が負担となっている。
また申請にあたっては、実施計画と地域再生計画の両方を作成する必要があり、地域再生計画は実施計
画と同様の記載をする項目が多く、実施計画が固まらないと地域再生計画も完成しないが、内閣府からの
依頼や提出先も別になっており、それぞれ決裁を取り、市長名の鑑文をつけて送付するなど負担となって
いる。

－

R1 137 03_医療・福
祉

一般市 玉野市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

老人福祉法第14条、第14条の
２、第14条の３、第15条、第15条
の２、第16条

老人福祉法の届出規定
の見直し

老人福祉法に定められている施設のうち、介護保険法上
の地域密着型サービスに該当する事業に係るものにつ
いては、届出先を都道府県知事から市町村長とする法改
正を求める。

介護保険法上の申請があった場合には老人福祉法上の届出があったとみなす「みなし規定」の創設が、
平成26年の提案募集においてなされ、これを受け、国の対応方針として、申請書の一本化や重複書類の
省略等を周知する事務連絡が発出されたところであるが、老人福祉法第34条に規定されている大都市特
例の適用を受けない一般市及び町村においては、両法の申請・届出先は依然として都道府県と市町村に
分かれたままであり、両法の所管が異なる以上、申請書の一本化や重複する書類の省略は現実的に不可
能な状況である。そのため、地域密着型共同生活介護等の介護サービス事業者は、介護保険法上の申
請等とは別に、老人福祉法上の届出を行う必要があるが、両法の所管は都道府県と市町村に分かれてお
り、事業者にとっては届出事務が繁雑・非効率となっている。

－

R1 138 03_医療・福
祉

一般市 玉野市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

老人福祉法第14条、第14条の
２、第14条の３、第15条、第15条
の２、第16条
老人福祉法施行規則第1条の
９、第１条の14及び第２条等

老人福祉法の届出書類
等の簡素化

介護サービス事業者の申請等に係る文書量の削減の観
点から、介護保険法施行規則等の改正が行われたことを
踏まえ、同様の観点から、老人福祉法施行規則を見直
し、届出書類等の簡素化を求める。

介護サービス事業者は、介護保険法及び老人福祉法双方に規定される事業者であるため、それぞれの
法律に基づく書類を作成する必要があり、申請や届出に際して大きな負担が生じている。また、自治体に
おいても相応に事務処理負担が発生している。
「新しい経済政策パッケージ」（平成29年12月８日閣議決定）において、「介護サービス事業所に対して国
及び自治体が求める帳票等の実態把握と当面の見直しを来年度中に実施するとともに、その後、事業所
が独自に作成する文書も含めた更なる見直しを進め、帳票等の文書量の半減に取り組む。」とされ、これ
を受けて、介護保険法施行規則等が一部改正されている。この帳票等の文書量半減の取組は、①政府を
あげて取り組んでいる「介護離職ゼロ」の実現に向けた取組の一環であるとともに、②各介護サービス事業
者や利用者の負担の軽減に資する取組であるが、介護サービス事業者は、老人福祉法上の書類を作成
する必要もあるため、文書量削減の取組の効果を十分に発揮させるためには、老人福祉法施行規則の見
直しも必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 139 03_医療・福
祉

一般市 むつ市、黒石
市、五所川原
市、三沢市、平
内町、今別町、
蓬田村、鰺ヶ沢
町、深浦町、西
目屋村、中泊
町、野辺地町、
六戸町、東北
町、六ヶ所村、風
間浦村、三戸
町、五戸町、南
部町、階上町、
新郷村

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

介護保険法第115条の45第２
項、第115条の46
介護保険法施行規則第140条
の66
地域包括支援センターの設置
運営について（平成18年10月18
日厚生労働省通知）

地域包括支援センターの
職員配置基準（主任介護
支援専門員）の見直し

市町村直営の場合（第１号被保険者数3,000人未満を除
く。）は、一定の知識・経験を有する介護支援専門員を配
置することとする見直しをお願いしたい。

市町村直営のセンターの主任介護支援専門員に求められる、介護支援専門員に対する日常的な個別指
導・相談については、事業所内の主任介護支援専門員が対応するほうが効果的・効率的であるし、事業
所内で解決できない場合は、地域ケア会議のネットワークを構築する機能を生かして、このネットワークに
より地域の（主任）介護支援専門員の知識・経験を活用した指導・相談体制の構築は可能と考えるし、実
際にそのような相互支援が行われている。（地域ケア会議は事業所の介護支援専門員を構成員とすること
とされているが、事業所によっては主任介護支援専門員が構成員となっているところもある。）
また、2021年３月までに居宅介護支援事業所の管理者には主任介護支援専門員の配置が必須となるた
め、事業所内において、より相談しやすい環境ができるものと考えられる。
更に、市町村においては、主任介護支援専門員を採用することは困難であること、職員が資格を取得する
場合は長期間を要するがゆえに、いったん主任介護支援専門員として配置した場合は人事配置が固定
化し、後任者の育成が困難となっている。

－
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

５【厚生労働省】
（22）老人福祉法（昭38法133）
老人福祉法に基づく施設の設置の届出等に係る文書については、地方公共団体等の事務負
担の軽減を図る観点から、令和元年度中に省令を改正し、簡素化する。

－ 届出等に係る文書の提出を一部不要とするこ
と等を内容とする省令改正を行い、地方公共
団体に通知を発出した。

【厚生労働省】老人福祉法施行規則等の一部を改正する省令（令和２
年厚生労働省令第64号）
【厚生労働省】「老人福祉法施行規則等の一部を改正する省令」の公
布等について（令和２年３月31日付け厚生労働省老健局長通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_138

厚生労働省老健局総務課

－ － － － － －
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 140 03_医療・福
祉

都道府県 福島県、福島
市、会津若松
市、郡山市、い
わき市、白河市、
須賀川市、喜多
方市、二本松
市、南相馬市、
本宮市、川俣
町、鏡石町、天
栄村、玉川村、
平田村、三春
町、広野町、茨
城県、栃木県、
群馬県、新潟
県、日本創生の
ための将来世代
応援知事同盟

内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

児童福祉法、認定こども園施設
整備交付金交付要綱、厚生労
働省保育所等整備交付金交付
要綱

幼保連携型認定こども園
の整備に係る交付金の
一元化等

①幼保連携型認定こども園の施設整備に関する所管や
制度、財源の内閣府への一元化
②間接補助となっている文科省分の補助金について、保
育の実施主体となる市町村への直接補助への変更

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 141 09_土木・建
築

一般市 高島市 総務省、国
土交通省

B　地方
に対する
規制緩和

・空家等対策の推進に関する特
別措置法

空家等対策の推進に関
する特別措置法上の個
人情報の取扱いについ
ての見直し

空家等対策の推進に関する特別措置法において、行政
が把握している相続人の情報を関係する他の相続人に
提供する際に、本人の同意を得なくても情報提供できる
旨の規定を設けていただきたい。

問題が発生するような空家については、相続人が、自らが相続人であるということを行政からの連絡を受け
て初めて知ったり、相続人同士が絶縁状態になってしまったりしていることが少なくない。
本市においては、空家等対策の推進に関する特別措置法第14条第１項に基づく指導又は助言を行う際
に、相続人に適正管理を促す連絡を出すと、受け取った相続人から、自らだけでは判断がつかないの
で、他の相続人の連絡先を知っていたら提供してほしいと言われることがかなり多い。
本市は他の相続人の情報を把握しているにも関わらず、第三者に対する情報提供が法の規定上可能で
はないために、情報の提供を行うことができず、相続人同士の協議が進まず、空家対策が停滞する事態
が生じている。
また、ある相続人が、空家対策に消極的であるために情報提供に関する同意を拒否したために、積極的
である他の相続人が行動を開始することができないといったケースもある。
同意を得られる場合であっても、適正管理を促す連絡を受けてから、再度、他の相続人に対して、情報提
供に関する同意依頼を発出し、同意を得た上で依頼人である相続人にその情報を提供する、といった段
階を踏んでいると、最初の適正管理依頼の連絡から、相続人同士の連絡体制が確保されるまでに、１～２
週間を要することになってしまい、事務が非効率なものになってしまう。（同意依頼を発出しても、全ての相
続人が返送してくれるとは限らない）
また、適正管理依頼の発出後には、他の相続人の情報を求める電話への対応に追われることもあり、「相
続人同士の連絡体制を整備する」という業務が、かなりの負担となっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 142 01_土地利
用（農地除
く）

一般市 松原市 国土交通省 A　権限
移譲

都市計画法第15条第１項 区域区分の決定・都市計
画区域の整備、開発及
び保全の方針の決定権
限の移譲

都市計画法第15条第１項において「次に掲げる都市計
画は都道府県が、その他の都市計画は市町村が定め
る。
一　都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に関す
る都市計画
二　区域区分に関する都市計画」と規定されているが、
区域区分の決定と都市計画区域の整備、開発及び保全
の方針について、市への権限移譲を求める。

本市が市街化区域への編入を希望している区域であっても、大阪府が定める区域区分変更の基本方針
に適合しない場合は、市街化区域へ編入できない。

－

R1 143 11_その他 一般市 松原市 総務省、厚
生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

子ども・子育て支援法第27条第
３項第２号、地方自治法229条

利用者負担額に係る審
査請求手続の統一化

利用者負担額に係る審査請求について、議会に諮問す
るのではなく、地方公共団体に置かれる行政不服審査会
に諮問するよう措置されることを求めます。その理由につ
いては、右欄の「その他（特記事項）」に記載のとおりで
す。

保育所及び幼稚園に係る保育料については、公立・私立を問わず、子ども・子育て支援法に基づく利用
者負担額に関する条例を定め、当該条例に定める利用者負担額を保護者から徴収する仕組みとしており
ます。
当該利用者負担額の決定については、公立保育所（公立幼稚園）にあっては、公の施設の使用料決定処
分という性格を持つものであると考えています。なぜなら、内閣府のホームページに記載されている子ど
も・子育て支援新制度における自治体向けＦＡＱ（別添）において、「公立施設の利用者負担額について
は、公の施設の使用料に該当する」との記載があるからです。
そうすると、当該利用者負担額に不服がある者が、行政不服審査法に基づき不服申立てをした場合、公
立保育所（公立幼稚園）に係る者である場合には、地方自治法第229条第２項に基づき議会に諮問しなけ
ればならず、また、同条第５項の規定により、不服申立前置の対象となるものと考えられます。
一方で、私立保育所（幼稚園）に係る者である場合には、公の施設に該当しないことから、一般的には地
方公共団体に置かれる行政不服審査会に諮問されることとなり、また、不服申立前置の対象とはならない
ものと考えられます。
以上のように公立・私立の違いをもって、利用者負担額決定処分に対する救済手続に相違が生じること
は、保育所（幼稚園）の利用者にとって理解しづらく、また、合理的な説明が困難と考えております。

－

一つの施設を整備するに当たって、厚生労働省と文部科学省それぞれに事前協議や交付申請を行う必
要があり、別々に修正等の指示があるため、厚生労働省からの指示により、文部科学省へ提出している協
議書も修正となる場合が生じるなど事務が煩雑となっている。
また、文部科学省の予算が不足し、平成29年度には5市町5施設で事業費280,679千円、協議額101,935
千円を文部科学省に協議したが、内示率90％で91,739千円に内示額を圧縮された一方、厚生労働省の
交付金は協議した満額で内示がなされた。平成28年度には厚生労働省からは内示されたが、文部科学
省に内示を保留され事業に着手できない事案があるなど、交付金制度が２つに分かれていることによる財
源の不安定さ等が施設整備を進める課題となっている。加えて、厚生労働省の交付金は、市町村への直
接補助、文部科学省の交付金は、県を経由した間接補助となっており、一つの施設に対する円滑な交付
金の交付にも課題がある。
【県内共同提案団体からの主な支障事例】
・　幼保連携型認定こども園を創設する場合、保育所機能部分は厚生労働省所管の「保育所等整備交付
金」で、また幼稚園機能部分は文部科学省所管の「認定こども園施設整備交付金」での申請が必要であ
り、それぞれ補助対象経費の算定にあたり、施設の面積や利用定員等により事業費を按分し、２種類の書
類を作成するなどの事務の負担が生じている。認定こども園に係る施設整備交付金の一元化により、自治
体、補助事業者双方において、交付申請等に係る事務の省力化、効率化が図られる。
・　補助制度が２つになるため、事業着手するのに両方の回答をまってから進めるため、スケジュール管理
が煩雑となっている。
・　一つの施設を整備するために厚生労働省と文部科学省それぞれに事前協議や交付申請を行う必要が
ある現状は事務が繁雑となる大きな要因の一つである。また、当市においても過去に文部科学省分の予
算不足のため、内定額の圧縮や内定を保留され事業に着手できない期間が生じた事案があったため、施
設整備に関する所管や制度、財源の一元化は必要である。
(以上のような支障があるため、申請窓口の一元化等の事務手続きの簡素化を通じて、解消することを求
める)
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５【内閣府（５）】【文部科学省（３）】【厚生労働省（８）】
童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、申請に関する様式の共
通化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を整備する際の地方公共団体の事務負担を軽
減する方向で検討し、令和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

＜令２＞
５【内閣府（４）】【文部科学省（３）】【厚生労働省（10）】
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、
交付申請等に関する様式の一部の共通化を図る。
［措置済み（令和２年４月８日付け文部科学省初等中等教育局長通
知）］

認定こども園施設整備交付金交付要綱の改
正を行い、一部の申請様式を保育所等整備
交付金のものと統一した。

【文部科学省】認定こども園施設整備交付金交付要綱等の一部改正に
ついて（通知）（令和２年４月８日付け文部科学省初等中等教育局長通
知）
【厚生労働省】保育所等整備交付金の交付について（令和２年６月５日
付け厚生労働事務次官通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_140

内閣府子ども・子育て本部

文部科学省初等中等教育局幼児教
育課

厚生労働省子ども家庭局子育て支援
課

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
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の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 144 11_その他 都道府県 千葉県 総務省、法
務省

B　地方
に対する
規制緩和

地方税法第20条の11
地方税法第382条

不動産取得税に係る登
記情報電子データの提
供

不動産取得税の課税資料として、都道府県知事が登記
情報の電子データの提供を受けられるよう、地方税法に
おいて、規定を創設していただきたい。（法務局と市町村
間による登記情報の提供においては、同法第382条によ
る規定が設けられている。）
また、現行の制度内においても電子データを提供するこ
とが可能であるならば、その旨を関係機関（各都道府県
等）に対し、通知等により周知していただきたい。
なお、登記情報の電子データを都道府県が活用できるこ
ととなった場合は、月１回程度の提供を受けることが望ま
しい。

【課税制度】
不動産取得税は、地方税法第４条第２項第４号の規定により道府県が課するものであり、不動産を取得し
た者に対して課される税金である（同法第73条の２第１項）。不動産の取得の事実については、不動産の
取得者による申告（当該不動産の所在地の市町村を経由）又は不動産の所在する市町村長が自ら取得
の事実を発見した場合に、都道府県知事へ報告する旨が規定されている（同法第73条の18）。
【支障となっている業務】
不動産取得税の適正な課税を行うに当たっては、申告があった場合はその内容が真正なものであるかを
確認するため、また、申告がなされない場合は、所有権取得の事実を捕捉するため、官公署への協力要
請（地方税法第20条の11）により県税事務所職員が法務局へ赴き、登記申請書簿冊を全て閲覧し、所有
権移転登記に係る登記情報を書き写しており、膨大な作業を要している。（平成30年度における登記申請
書の閲覧・書き写しについては、千葉地方法務局及びその支所等15か所へ、地域を管轄する県税事務
所職員が毎月４回程度（１回に２～４人）赴き、約10万件を書き写している。）
【規制緩和の必要性】
この収集方法は、調査に多くの時間及び人員を必要とし、また、書き写し誤り等による課税誤りの恐れがあ
る。
【解決策】
「求める措置の具体的内容」のとおり。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 145 03_医療・福
祉

都道府県 千葉県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

・医師法第６条第３項
・歯科医師法第６条第３項
・薬剤師法第９条

医師法、歯科医師法、薬
剤師法（以下、「医師法
等」という。）に基づく届出
のオンライン化

医師等に義務付けられている届出に関して、現状の紙で
行われる届出に変えて、対象者各自が付与されている籍
登録番号をIDとし、対象者各自がインターネットを使用し
て行う届出を可能とする。

都道府県（保健所）は、医師法等の規定により、２年ごとの年の12月31日現在における厚生労働省令で定
める事項について、医師・歯科医師・薬剤師が行う届出を紙媒体により回収し、とりまとめ、厚生労働大臣
に提出している。届出は、資格毎に異なる届出票で実施しているため、届出標の送付作業や回収作業及
び回収後の確認作業（対象者への電話連絡等）に労力をかけている。特に対象者が就労している場合、
電話等の確認作業は時間的な制約を受けることになり、業務効率が悪く支障がある。
※なお、本県では、約32,000件の届出を処理している。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 146 03_医療・福
祉

都道府県 千葉県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

・保健師助産師看護師法33条
・保健師助産師看護師法施行
規則33条

看護職員業務従事者届
における届出の提出を、
オンライン上入力・提出
が可能とし、都道府県を
経由して国への届出を可
能とするシステムの構築

看護職員業務従事者届（保健師・助産師・看護師・准看
護師調査）のオンライン化を希望する。籍登録番号をIDと
し、氏名、生年月日を利用してログインし、そこから様式
に定められている届出事項を回答する形とし、回答され
たデータは、まずは各都道府県へデータ送信され、
チェック後国に送信するシステムの構築を希望する。な
お、准看護師も同様に届出報告できるシステムを望む。
ただし、インターネット環境がない方の為に紙での届出は
継続すること及び届出用紙にQRコードを掲載しシステム
へリンクできる仕様を希望する。

都道府県は法令の規定により、２年ごとの年の12月31日現在における厚生労働省令で定める事項につい
て、保健師・助産師・看護師・准看護師に対して従事状況届出を規則第3号様式により実施している。
都道府県では、従事者から提出された届出を、衛生行政報告例に定められている様式の内容ごとに集計
し、集計結果を既定様式に記載してを厚生労働省へ提出している。このほか、届出内容を正確に報告す
るための作業（対象者への電話連絡等）に労力がかかっており、特に対象者が就労している場合、電話等
の確認作業は時間的な制約を受けることになり、業務効率が悪く支障がある。
オンライン入力が可能で、集計が自動でできるシステム構築により、都道府県職員の労力の軽減が図られ
ることが期待できる。

－

R1 147 08_消防・防
災・安全

市区長会 中核市市長会 内閣府 B　地方
に対する
規制緩和

災害救助法 「借り上げ型仮設住宅」の
借り換えを柔軟に運用

災害救助法に基づく救助として行われる、応急仮設住宅
の供与のうち、借り上げ型仮設住宅の借り換え要件に関
して、家賃減額又は同額となり、かつ転居にかかる費用
（引っ越し費用、敷金礼金、仲介手数料等）は自己負担
とする場合については、公費負担が増大することは無く、
災害発生後に個別案件の協議に要する時間も無いこと
から、転居を認める条件として追記することについて、要
件緩和を求めるものである。

昨年の平成30年７月豪雨をはじめ、東日本大震災や熊本地震では、借り上げ型仮設住宅の入居申込み
が短期間に集中し、申し込み世帯も非常に多かったため、不動産業者は物件の内覧等に応じられない状
況で、結果として、不便な物件を契約する被災世帯が数多くあった。
生活がある程度落ち着いていくに伴い、通勤・通学や買い物等の利便性を求め、転居したいという声が上
がったが、制度上、原則として借り換えはできない。
また、被災市街地から離れた郊外型の仮設住宅等は、公共交通の便が悪く、顔見知りの人も少なく、近隣
にスーパーや集える場所がほとんどないため、孤独死等の二次被害を引き起こす可能性もある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka_yosan.html

R1 148 03_医療・福
祉

指定都市 熊本市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

「介護給付費等の支給決定等に
ついて」（平成19年３月23日障
発第0323002号厚生労働省社
会・援護局障害保健福祉部長
通知）
介護給付費等に係る支給決定
事務等について（国の事務処理
要領）

障害支援区分認定期間
の見直し

障害支援区分の認定期間の上限を延長すること（例えば
６年等とする。）

国の通知及び事務処理要領において、「障害支援区分の認定の有効期間については、３年を基本とし、
障害者の心身の状況から状態が変動しやすいと考えられる場合等においては、審査会の意見に基づい
て３か月以上３年未満の範囲で有効期間を短縮できる。」と規定されている。
更新の手続きにおいては、病院を受診する必要があり、特に知的障害者については、この更新のためだ
けに病院を受診するため、ご家族の大きな負担になっているのが現状であるが、障害支援区分６の方の
場合は、状態に大きな変化はなく、再度障害支援区分６の認定になる方が大多数である。一方で、区分認
定については、個々の状態に応じて判断する必要はある。
そこで、区分6認定者については、認定期間の上限を延長もしくは撤廃し、認定期間については市長村審
査会に委ねることを希望する。
なお、認定期間が延長もしくは撤廃できた場合においては、各システム（各自治体が導入するシステムや
国保連システム）にて入力が規制されていることが多く、入力制限を解除する対応が必要となる。
（備考）
※障害福祉サービス支給決定者　区分有3,200人　区分無2,930人
　計6,130人
※区分ごとの支給決定者数
 １：63人、２：557人、３：538人、４：531人、５：508人、６：1,003人
　計3,200人

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

５【総務省（６）】【法務省（３）】
地方税法（昭25法226）
382条に基づく登記所からの通知に係る電子データ（以下この事項において「電子データ」とい
う。）の不動産取得税の課税事務への利用については、市町村（特別区を含む。以下この事
項において同じ。）が令和２年１月の登記情報システムの更改によりオンラインで得た電子デー
タを用いて73条の18第３項に基づき都道府県に通知することが可能であることを明確化し、こ
の対応によってもなお、市町村が電子データを入手することができないやむを得ない事情があ
る場合には、都道府県が登記所から電子データを入手する方策について個別に法務局等と
協議することができることを、当該システムの更改の日までに地方公共団体及び登記所に周知
する。

－ 市町村が令和２年１月の登記情報システムの
更改によりオンラインで得た電子データを用い
て地方税法第73条の18第３項に基づき都道
府県に通知することが可能であることを明確
化し、この対応によってもなお、市町村が電子
データを入手することができないやむを得な
い事情がある場合には、都道府県が登記所
から電子データを入手する方策について個別
に法務局等と協議することができることを、地
方公共団体及び登記所に周知した。

【総務省】市町村長と登記所との間における地方税法に基づく通知に
係るオンライン化等に関する留意事項等について（令和元年12月27日
付け総税固第48号）
【総務省】地方税法第382条に基づく登記所からの通知に係る電子
データの不動産取得税の課税事務への利用について（令和元年12月
27日付け総税固第49号）
【法務省】登記所と市町村長との間における地方税法に基づく通知の
オンライン化並びに当該通知に係る不動産に関する地図及び図面情
報の電子化等に関する留意事項について（令和元年12月27日付け事
務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_144

総務省自治税務局固定審査税課

法務省民事局民事第二課

５【厚生労働省】
（11）医師法（昭23法201）、歯科医師法（昭23法202）及び薬剤師法（昭35法146）
医師法（６条３項）、歯科医師法（６条３項）及び薬剤師法（９条）に基づく届出については、令
和４年度の届出からのオンライン化に向けて検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を
講ずる。

＜令４＞
５【厚生労働省】
（14）医師法（昭23法201）、歯科医師法（昭23法202）及び薬剤師法（昭
35法146）
医師法（６条３項）、歯科医師法（６条３項）及び薬剤師法（９条）に基づく
氏名等の届出については、以下のとおりとする。
・医療機関等に勤務する医師、歯科医師及び薬剤師（以下この事項に
おいて「医師等」という。）については、オンライン届出に係るシステムを
構築し、令和４年度中に運用を開始する。
・医療機関等に勤務する医師等以外については、医療機関等に勤務
する医師等の届出状況等も踏まえつつ、オンラインによる届出を可能と
することについて引き続き検討し、令和５年度中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。

令和４年度の届出から、医療機関等に勤務す
る医師、歯科医師及び薬剤師については、オ
ンラインによる届出が可能となった。
なお、医療機関等に勤務する医師等以外に
ついては、オンラインによる届出を可能とする
ことについて引き続き検討する。

【厚生労働省】令和４年医師、歯科医師及び薬剤師の届出について
（通知）（令和４年10月31日付け厚生労働省医政局長及び厚生労働省
医薬・生活衛生局長通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_145

厚生労働省医政局医事課、歯科保健
課、医薬・生活衛生局総務課

－ － － － － －

－ － － － － －

５【厚生労働省】
（31）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平17法123）
（ⅲ）障害支援区分の認定（21条１項）の有効期間については、市町村（特別区を含む。以下こ
の事項において同じ。）における認定事務の実態等を踏まえつつ、有効期間の延長を含めた
市町村の事務負担を軽減する方策について検討し、令和２年中に結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 149 03_医療・福
祉

指定都市 熊本市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

児童福祉法、児童福祉法施行
規則、障害児通所給付費に係る
通所給付決定事務等について
（事務処理要領）

障害児通所給付におけ
る支給決定有効期間の
見直し

障害児通所支援に係る支給決定有効期間の上限を延長
すること（例えば３年等とする）。

障害児通所給付決定の有効期間については、省令により、最長１年間と定められている。そのため、最長
でも１年毎に申請から支給決定までの手続きを行っている。これは、児童は成長とともに状態にも変化があ
るため、１年毎に、支給の要否を判断するべきだという考えに基づくものである。
しかし、現状として、一度障害児通所給付費の支給をした場合、その後は１８歳到達や転出になるまで支
給を継続していくことが大多数であるため、１年毎の申請が保護者にとって負担となっている。また、増加
し続ける支給決定者に伴い、事務量が膨大になることで、新規申請については最長で３か月程度の待機
期間が発生している。
（備考）
障害児通所支援支給決定者数　平成29年３月末：2,318人　平成30年３月末：2,873人　平成30年９月末：
3,168人　平成31年４月末：3,128人

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 150 08_消防・防
災・安全

指定都市 熊本市 経済産業省 A　権限
移譲

液化石油ガスの保安の
確保及び取引の適正化
に関する法律における都
道府県知事の事務・権限
の指定都市の長への移
譲

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する
法律の販売事業、保安機関等に係る登録、認定、許可
等の都道府県知事の事務・権限を指定都市の長に移譲
することを求める。

【支障の概要】
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律は、言わば高圧ガス保安法から「液化石油
ガスの一般消費者等の保安に関する部分」を抜き出し、詳細に定めたものであり、液化石油ガスを取り扱う
事業者には同法だけでなく、高圧ガス保安法が適用される部分（移動、輸入、廃棄、容器、事故等）も多
い。
このように適用範囲が複雑に入り組んでいる両法のうち、平成30年度から高圧ガス保安法のみが指定都
市に権限移譲されたことで、事故対応や両法の適用を受ける施設の完成検査及び保安検査等において
県と指定都市の間で判断の難しい調整業務が新たに発生している。
また、事業者にとっても両法で窓口が異なることが負担となっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

液化石油ガスの保安の確保及
び取引の適正化に関する法律
第３条第１項、第３条の２第２項
から３項、第４条、第６条、第８
条、第10条第３項、第13条第２
項、第14条第２項、第16条第３
項、第16条の２第２項、第19条
第２項、第21条第２項、第22条、
第23条、第25条、第26条、第26
条の２、第29条第１項、第32条
第１項、第33条第１項から第２
項、第34条第３項、第35条第１
項、同条第３項、第35条の２、第
35条の３、第35条の５、第35条
の６第１項、第35条の７、第35条
の10第各項、第36条第１項、第
37条の２第１項から第２項、第37
条の３第１項から第２項、第37条
の４第１項、第37条の５第３項、
第37条の６第１項、同条第３項、
第37条の７、第38条の３、第38
条の10、第82条第１項から第２
項、第83条第１項から第４項、第
87条第１項から第２項、第88条
第２項
液化石油ガスの保安の確保及
び取引の適正化に関する法律
施行令第13条
液化石油ガスの保安の確保及
び取引の適正化に関する法律
施行規則第４条、第30条、第
132条
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５【厚生労働省】
（５）児童福祉法（昭22法164）
（ⅴ）障害児通所給付決定の有効期間（21条の５の７第８項）については、給付決定の実態等
に係る調査を行い、制度運用の在り方について検討し、令和２年中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

４【経済産業省】
（１）液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭42法149）
液化石油ガスの販売・貯蔵等に係る都道府県知事の事務・権限については、地方公共団体
等の意見を踏まえつつ、当該事務・権限を指定都市に移譲することの是非も含め、効果的か
つ効率的な執行の在り方について検討し、令和２年度中に結論を得る。その結果に基づいて
必要な措置を講ずる。
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
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分野 関係府省 具体的な支障事例
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調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 151 08_消防・防
災・安全

指定都市 熊本市 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

平成27年度消防施設整備計画
実態調査の実施について（依
頼）

消防施設整備計画実態
調査の調査方法の見直
し

消防庁が自治体に依頼する当該調査において、市街地
及び準市街地の地図の作成に係る事務作業の負担軽
減を図るため国勢調査等の様々なデータを基に市街地
及び準市街地の地図を作成できるシステム等を導入し、
それを全国の消防本部等が活用できるよう対応していた
だきたい。

３年に一度実施されている当該調査において、市街地及び準市街地を多くの各消防本部（或いは市町
村）が地図上（紙ベース）に手作業で区域別けを行い、多くの労力と時間を費やしている。さらに市街地及
び準市街地の定義は複雑で、その業務に精通していない（所管していない）職員が専用のシステム等で
はなく、手作業で当該作業を行うことは、大きな負担となるだけでなく、ミスが生じるリスクが高い。
この作業において、ミスが生じれば消防力（人員、施設、車両等）の算定や消防水利の整備率等が不正確
なものとなる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 152 09_土木・建
築

指定都市 熊本市 総務省、国
土交通省

B　地方
に対する
規制緩和

空家等対策の推進に関する特
別措置法第14条
「特定空家等に対する措置」に
関する適切な実施を図るために
必要な指針（ガイドライン）

特定空家等に対する代
執行時の動産の取扱い
についての明確化

空家等対策の推進に関する特別措置法第14条における
代執行時の特定空家等の中の動産の取扱いについて、
具体的な保管期間及び保管期間経過後に市町村長が
当該動産を処分できることを、空家等対策の推進に関す
る特別措置法上に規定していただきたい。

代執行時の特定空家等の中の動産の取扱について、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「法」
という）上は規定がなく、ガイドラインにおいても、「いつまで保管するかは、法務部局と協議して定める。」
とされているにすぎず、保管期間等に係る統一的なルールは明確にされていない。
本市においては、本年３月に、法第14条第10項に基づく略式代執行を行い、その際に当該空家の中に残
されていた家財道具等の動産は市の所有施設の一室に、一時的に保管することとした。
所有施設は普通財産であり、具体的な時期こそ現時点で明確ではないものの、近いうちに取り壊される可
能性もあり、いつまでも保管しておけるというわけではない。
本団体内の法務部局や本団体の顧問弁護士、市の空家対策協議会にも相談したが、代執行による除却
の事例が全国でもまだ少ないこともあり、いずれからも明確な回答は得られなかった。
一部の他団体の事例も把握しているが、動産の処分に対して所有者等から損害賠償請求の訴訟を提起
された際に、当該処分が正当に行われたことを主張するに足る根拠となるものではないと考えている。
以上の支障を解決するため、法上に河川法第75条のような規定を設けるなど、保管期間等の統一的ルー
ルを明確にしていただきたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 153 05_教育・文
化

指定都市 熊本市 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

学校教育法施行規則第51条
学校教育法施行規則第73条

標準授業時数の廃止 学習指導要領に定める学習内容を維持しつつ、標準授
業時数の廃止を提案するもの。

児童生徒の学習の進度や興味・関心はそれぞれ異なり、全員が同一の授業時数を同一の時間帯に履修
することで、同一の学習内容が身につくわけではない。学習指導要領に定める学習内容を真に定着させ
るためには、個別化・柔軟化した教育課程の編成を可能にする必要がある。
現行法では、教育課程の教科、時数等が定められており、より柔軟に個別化した教育課程を編成するた
めには支障がある。

－

R1 154 05_教育・文
化

指定都市 熊本市 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

特別支援学校への就学奨励に
関する法律

特別支援教育就学奨励
費の学用品・通学用品購
入費等の定額支給化

特別支援教育就学奨励費の学用品・通学用品購入費等
は、購入に要した実費を支給対象としているが、これを支
弁区分に応じて定額支給することにより、事務処理の簡
素化及び保護者の負担軽減を図る。

特別支援教育就学奨励費（小中学校分）の学用品・通学用品購入費、新入学児童生徒学用品・通学用
品購入費については、購入に要した実費を支給対象としている。その実費確認の方法として、保護者にレ
シートの提出等を求め、それを学校職員が確認後、教育委員会で支給金額を決定している。そのため職
員は、レシートの内容及び金額を確認するなど、大変煩雑な事務処理を行っている。
また、保護者は学用品等購入時のレシートの保存及び提出が負担となっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 155 05_教育・文
化

指定都市 熊本市 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

独立行政法人日本スポーツ振
興センター法施行令第４条第５
項

日本スポーツ振興セン
ター災害共済給金支給
事務の自治体からセン
ターへの委譲

学校・園等の管理下における児童生徒等の災害に対し、
給付される災害共済給付金の支給方法について、見直
しを提案するもの。

現在、災害共済給付金は、日本スポーツ振興センターから設置者（各教育委員会等）及び園・学校を経由
して、保護者へ支給することとなっている。学校が保護者へ受渡しする際、各個人ごとに現金化し、受取り
日を約束した上で受渡しを行っており、各学校の負担が大きい。

－

R1 156 11_その他 都道府県 大阪府、滋賀
県、京都府、京
都市、堺市、兵
庫県、神戸市、
和歌山県、鳥取
県、徳島県、関
西広域連合

内閣府 B　地方
に対する
規制緩和

地方創生推進交付金制度 地方創生推進交付金制
度の対象分野・交付金使
途等の緩和

地方創生事業について、地方が自身の創意工夫によっ
て主体的かつ安定的に取組みを進められるよう、地方負
担の軽減や対象分野の制約の緩和など使い勝手の良い
制度とすること。
具体的には、①対象分野の拡大 ②地域再生計画作成
の簡素化 ③交付金使途の制約の緩和を図られたい。

地方創生推進交付金は、国想定分野（しごと創生、地方への人の流れ、働き方改革、まちづくり）への該
当や地域間連携や複数の政策目的を持つなどの先導性を有する事業でなければ採択されないなど、地
方の主体的な取組みを促すものになっているとは言い難い。
また、地域再生計画の作成にあたっては、「先導的な事業」の適用要件として、多岐に渡る要素を記載す
る必要があるなど、事務負担が生じているので、書類の簡素化を図られたい。
交付金使途の緩和として、例えば職員旅費についてはトップセールスに伴う随行旅費のみが対象となり、
「大阪府プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業」など、事業推進のために必要な職員の出張であって
もその旅費が交付金の対象と認められない。また、移住・企業・就業タイプにおいては個人給付が認めら
れている一方、先駆タイプ・横展開タイプでは、各種事業の参加者個人に対する旅費やインターンシップ
など企業の個人向け給付に関する補助金なども対象にならないなど、その使途に制約があるため、対象
の拡大や緩和を図られたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka_yosan.html

R1 157 11_その他 都道府県 大阪府、滋賀
県、兵庫県、神
戸市、和歌山
県、徳島県、関
西広域連合

内閣官房、
総務省、法
務省

B　地方
に対する
規制緩和

情報通信技術を活用した行政
の推進等に関する法律

電気通信回線による登記情報
の提供に関する法律

許認可事務における法
人登記簿謄本（登記事項
証明書）の省略

法律や施行規則で法人登記簿謄本（登記事項証明書）
の添付が求められているものについては、申請を受ける
自治体側が内容を確認できれば、法人登記簿謄本（登
記事項証明書）の添付を不要とし、内容確認の手段とし
て自治体が登記情報提供サービスを利用する際には、
登記手数料及び協会手数料の支払いに係る義務付けの
廃止を求める。

法人である事業者が許認可等の申請を行う場合、法令の規定により、添付書類として法人登記簿謄本（登
記事項証明書）が必要となることが多く、複数の申請を行う事業者にとって、申請の度に法人登記簿謄本
（登記事項証明書）を準備することは時間的、コスト的に負担となっている。
平成30年の提案募集において、「登記情報提供サービスを地方公共団体の職員が職務上利用する場合
の登記手数料及び協会手数料の支払いに係る義務付けの廃止を求める。」との提案がなされ、対応方針
の記載内容は、「官公署から管轄登記所に法令に基づく登記情報の提供依頼があった場合に、オンライ
ンでこれを無償提供することを可能とし、2020年度から運用を開始する。」とされている。ただし、対象とな
る法律が不動産登記法とされているため、法人登記簿謄本（登記事項証明書）について同様の対応はな
されないものと思われる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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５【総務省】
（20）消防施設整備計画実態調査
消防施設整備計画実態調査については、先進的な取組事例の調査及び技術的な検討を
行った上で、地方公共団体の負担軽減に資するよう、令和４年度実施予定の次回調査に向け
て調査方法等の更なる改善・効率化を図る方向で検討し、令和３年度中に結論を得る。その
結果に基づいて必要な措置を講ずる。

－ 令和４年度の次回調査に向けて、過去の調査
の質疑応答について整理を行い、自治体の
負担軽減に繋がる課題の抽出を行った。
抽出した課題より、人的ミスの防止及び作業
負担の軽減など調査方法の改善・効率化に
向け、検討した結果、以下4点のとおり令和４
年度調査より対応した。
①本調査へ対応する方法の1つの選択肢とし
て、国勢調査による人口情報を活用でき、か
つ一般公開されている地理情報システムであ
る「jSTATMAP」を提示し、その活用方法につ
いて周知する。
②既存の地理情報システムの機能を活用す
ることで、本調査に対応している消防本部の
事例を展開し、情報共有を図る。
③調査表内に記入時の留意事項を追加する
など、入力ミスを防止するための工夫を施す。
④過去の調査時における質疑応答を整理し、
次回調査依頼時にQ＆A集として添付する。

【総務省】「令和４年度消防施設整備計画実態調査の実施について
（依頼）」（令和４年８月５日付け消防消第270号消防庁消防・救急課長
通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_151

消防庁消防・救急課

５【総務省（18）（ⅱ）】【国土交通省（19）（ⅱ）】
空家等対策の推進に関する特別措置法（平26法127）
代執行（14条９項）又は略式代執行（14条10項）により除却の対象となる特定空家等の中の動
産の取扱いについては、市町村において、廃棄や保管等の判断を迅速かつ適切に行うことが
可能となるよう、その判断に資する考え方を明確化するため、「『特定空家等に対する措置』に
関する適切な実施を図るために必要な指針」（平27国土交通省住宅局）を改正し、市町村に
令和２年中に周知する。
また、動産の取扱いを法で規定することについては、附則２項に基づき、施行後５年を経過し
た場合において行う検討の際に併せて検討を行う。

－ 「『特定空家等に対する措置』に関する適切な
実施を図るために必要な指針」（平27国土交
通省住宅局）を改正し、代執行（14条９項）又
は略式代執行（14条10項）により除却の対象
となる特定空家等の中の動産の取扱いを市
町村に周知した。

【総務省】【国土交通省】「特定空家等に対する措置」に関する適切な
実施を図るために必要な指針（ガイドライン）の一部改正について（令
和元年地方分権改革提案事項）（令和２年12月25日付け国土交通省
住宅局長・総務省大臣官房地域力創造審議官通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_152

総務省自治行政局地域力創造グルー
プ地域振興室

国土交通省住宅局住宅総合整備課

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

５【内閣官房（１）】【総務省（23）】【法務省（６）】
登記事項証明書の添付が必要な地方公共団体の手続
登記事項証明書（商業登記法（昭38法125）10条）の添付が必要な地方公共団体の手続につ
いては、国民の利便性の向上及び地方公共団体の事務の効率化のため、令和２年10月以降
の運用開始を予定している国の行政機関における登記情報連携による添付の省略の状況を
踏まえ、各種手続の実態等に関する調査を行う。その上で、地方公共団体を含む行政機関間
の情報連携の仕組みの在り方について検討し、令和３年度中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。
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R1 158 03_医療・福
祉

都道府県 大阪府、滋賀
県、京都府、大
阪市、堺市、兵
庫県、神戸市、
和歌山県、鳥取
県、徳島県、関
西広域連合

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

指定居宅サービス等の事業の
人員、設備及び運営に関する基
準等の一部を改正する省令

居宅介護支援事業所に
おける管理者要件の経
過措置期間延長

平成30年度より、指定居宅介護支援事業所での管理者
要件が主任介護支援専門員に改正され、当該要件の経
過措置期間が平成33 年３月31 日までと規定された。
当該改正により、従前から管理者であるものの主任介護
支援専門員でない者は研修の受講が必要だが、受講に
当たり５年以上の実務経験を要するため、３年の経過措
置期間では要件を満たせず、廃業を余儀なくされる事業
所も相当数発生する恐れがある。
事業所の運営継続に支障をきたさないよう、制度改正が
事業所の運営に与える影響の実態を検証し、必要な経
過措置期間を６年以上とすること。

主任介護支援専門員の資格を取得するためには、各都道府県の実施する主任介護支援専門員研修を
修了しなければならない。同研修の受講に当たっては、５年以上の介護支援専門員としての実務経験を
要する。
本府においては、制度改正以前より居宅介護支援事業所の管理者であるにも関わらず、３年間の経過措
置期間中に主任介護支援専門員研修の受講要件を満たせないため主任介護支援専門員の資格を取得
できず、廃業を余儀なくされる者が少なくとも94名存在する。また、これら事業所の利用者は、約2,400名
以上存在すると推定され、事業所が廃業となれば、事業所を変更せざるを得ない。このため、これまで関
係性を構築してきた介護支援専門員の変更を迫られることとなり、利用者及びその家族は、在宅生活を支
えるための相談相手を失ったり、事業所変更に伴いケアプランの新規作成のため再度のアセスメントを受
ける必要がある等、多大な不利益や負担を強いられることが考えられる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 159 03_医療・福
祉

都道府県 大阪府、滋賀
県、京都府、兵
庫県、神戸市、
和歌山県、鳥取
県、徳島県、関
西広域連合

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

児童福祉法施行令第５条 指定保育士養成施設の
指定等に係る審査マニュ
アルの策定

指定保育士養成施設の指定等に係るマニュアル等を早
期に発出されたい。

児童福祉法施行令第５条第１項の規定により、指定保育士養成施設の指定は厚生労働省令で定める基
準に適合する施設について行うものとされている。
指定等の基準については全国一律の必要があるが、現時点で、その運用・解釈が示されていない。
そのため、平成30年厚生労働省告示第216号の就業教科目等の改正に伴う学則変更の申請において、
都道府県により審査の基準が異なり、承認手続きが遅滞する等の支障が生じた。

－

R1 160 03_医療・福
祉

都道府県 大阪府、滋賀
県、京都府、京
都市、大阪市、
堺市、兵庫県、
神戸市、和歌山
県、鳥取県、徳
島県、関西広域
連合

内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

特定教育・保育、特別利用保
育、特別利用教育、特定地域型
保育、特別利用地域型保育、特
定利用地域型保育及び特例保
育に要する費用の額の算定に
関する基準等（平成27年３月31
日内閣府告示第49号）第１条第
35号の５

幼稚園、保育所等及び
認定こども園により異なる
処遇改善加算Ⅱの研修
要件の共通の取扱いに
ついて

処遇改善加算Ⅱの正式な加算要件を定める通知を早期
に発出されたい。
通知においては幼稚園、保育所等及び認定こども園によ
り異なる処遇改善加算Ⅱの研修要件を共通の取扱いと
するとともに、研修要件については現在の加算要件であ
る保育士等キャリアアップ研修と同等の質の研修とされた
い。

研修に係る要件については、令和４年度を目途に必須化を目指すこととされている。平成30年12月５日付
け事務連絡「処遇改善加算Ⅱの研修要件について」によると、施設種別により加算の要件として認められ
る研修形態に大きく差がある内容となっており、施設種別に関わらず共通の取扱いとしないと、事業者側
で混乱が生じる。また、認定こども園等の施設類型の要件が明確に示されていないことから、都道府県の
計画的な研修実施体制の整備や認定こども園等の職員の計画的な研修受講に支障が生じている。
同事務連絡によると幼稚園、認定こども園では保育士等キャリアアップ研修（以下「キャリアアップ研修」と
いう。）以外の研修も幅広く認める予定とされているが、加算要件として認める研修は、現在の加算要件で
あるキャリアアップ研修と同等の質が担保されなければ、加算要件を充たす保育士等の質の担保ができな
いという懸念が生じる。

－

R1 161 03_医療・福
祉

都道府県 大阪府、滋賀
県、京都府、京
都市、大阪市、
堺市、兵庫県、
神戸市、和歌山
県、鳥取県、徳
島県、関西広域
連合

内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

児童福祉法、認定こども園施設
整備交付金交付要綱、保育所
等整備交付金交付要綱

認定こども園施設整備に
おける交付金等の運用
改善

認定こども園施設整備にあたり、厚生労働省部分と文部
科学省部分の一本化を図る等の運用の改善

認定こども園の整備に係る交付金について、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、
一施設の整備内容であるにもかかわらず、事業者にとっては複雑な按分式で厚労省部分と文科省部分を
算出し、また申請にあたっても、市町村の行政機関が教育部分と保育部分が分かれている中、別々に申
請を行うことで事務処理に時間を要することとなり、事業者に煩雑さを強いることとなっている。（当該事情
は市町村や都道府県の事務処理においても当てはまる。）また申請後の交付決定にあたっても各省の予
算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じることがあるため、一方の交付金が交付決定なされている
のに他方が未決定という状況となり、過去にはなかなか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に
開園が年度始まりに間に合わなかった事例もあった。このように、事業者にとっては過剰な事務や事業開
始に向けての不安定な状況を強いており、このことが事業の展開に支障を生じさせ、ひいては待機児童解
消の施策に影響が生じている。
（申請窓口の一元化等事務手続きの簡素化を求めるもの）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 162 03_医療・福
祉

都道府県 大阪府、京都
府、堺市、兵庫
県、神戸市、和
歌山県、鳥取
県、徳島県

内閣府、厚
生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

児童福祉法第６条の３第13項、
子ども・子育て支援整備交付金
交付要綱、子ども・子育て支援
交付金交付要綱、病児保育実
施要綱

病児保育施設の整備に
係る子ども・子育て支援
整備交付金の交付対象
の拡大

病児保育施設の整備に係る子ども・子育て支援整備交
付金の交付対象を「市町村、社会福祉法人や病院等」に
限定せず、運営費に係る子ども・子育て支援交付金と同
様に市町村の裁量の下、「市町村が認めた者」とされた
い。

病児保育事業については、現在でも保護者ニーズが高く、今後女性就業率の上昇や教育・保育無償化
による保育需要の増大に伴い更にニーズが増すものと思われ、府としては充実させていきたい。しかし、病
児保育施設の整備促進を目的としている「子ども・子育て支援整備交付金交付要綱」において、交付対象
が「市町村、社会福祉法人や病院等」に限定され、NPOなどは対象となっていない。実施するにあたり、多
大な費用がかかる施設整備に対する補助が出ないため、意欲はあるものの整備に取り組めないと相談を
受けている事例がある。
なお、病児保育事業の運営への補助を目的とした「子ども・子育て支援交付金」の交付要綱では、交付対
象として「市町村が認めた者」を認めていることからも、整備の補助対象が限定的であることは整合性が図
られず、事業の展開に支障が生じている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 163 03_医療・福
祉

都道府県 大阪府、滋賀
県、京都府、堺
市、兵庫県、神
戸市、和歌山
県、鳥取県、徳
島県、関西広域
連合

総務省 B　地方
に対する
規制緩和

地方独立行政法人法第21条第
３号及び第７号・第82条

公営企業型地方独立行
政法人の所有する土地
等の第三者貸付を可能と
するための規制緩和

国立大学法人や公立大学法人と同様に地方独立行政
法人においても、資産の有効活用を図り、その対価を法
人運営の経営基盤強化につなげるため、地方独立行政
法人法の改正を提案するもの

府立病院機構が今後も安定的に高度先進的な医療提供・医療水準向上を行うには、財政基盤強化が不
可欠である。
すでに公立大学法人では業務遂行に支障ない範囲で、対価を教育研究水準向上のための費用に充てる
ため、土地等の貸付を可能とする法改正が、本年５月に成立したところである。
一方、公営企業型地独法人は、法82条により病院事業及び附帯業務以外の業務を行ってはならないとさ
れている。府立病院機構では、切れ目ない医療から介護までのサービスを提供するため、敷地一部を事
業者へ貸出し、病院と連携した事業（※）を検討したが、附帯業務に当たらず、実施できない状況である。
　この状況では、地独法人の所有資産の有効活用による自己収入確保や、これによる府民へのより良い
サービス提供が困難であり、地独法人の自主性自立性を阻害している。

（※）病院と連携できる「リハビリを中心とする在宅復帰支援機能を備えた民間複合施設」の誘致を検討。
具体的には、リハビリ、在宅復帰支援施設、緩和ケア・終末医療、調剤薬局などを想定しており、こうした医
療・福祉関係事業者を誘致するため、土地を一括して管理する民間事業者に対し、敷地の一部を貸し付
けることを検討している。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

５【厚生労働省】
（30）介護保険法（平９法123）
（ⅰ）指定居宅介護支援事業所における管理者要件に係る経過措置の期間については、令
和９年３月31日まで延長すること等を社会保障審議会介護給付費分科会で検討し、令和元年
度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

＜令２＞
５【厚生労働省】
（30）介護保険法（平９法123）
（ⅱ）指定居宅介護支援事業所における管理者要件については、省令
を改正し、一定の条件を満たす場合に、当該要件に係る経過措置の期
間を令和９年３月31日まで延長するとともに、主任介護支援専門員の確
保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合は、介護支援専
門員を管理者とすることを可能とする。
［措置済み（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基
準及び指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基
準等の一部を改正する省令の一部を改正する省令（令和２年厚生労働
省令第113号））］

事業所の管理者を主任ケアマネとする要件の
適用を令和９年３月31日まで猶予すること及
びやむを得ない理由がある場合には、居宅介
護支援事業所の管理者を主任ケアマネとしな
い取扱いを可能とすることを内容とする省令
改正について、令和２年６月５日に公布した。

【厚生労働省】指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する
基準及び指定居宅介護サービス等の事業の人員、設備及び運営に関
する基準等の一部を改正する省令の一部を改正する省令（令和２年６
月５日厚生労働省令第113号）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_158

厚生労働省老健局認知症施策・地域
介護推進課

－ － － － － －

－ － － － － －

５【内閣府（５）】【文部科学省（３）】【厚生労働省（８）】
児童福祉法（昭22法164）及び認定こども園施設整備交付金
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、申請に関する様式の共
通化を図るなど、幼保連携型認定こども園等を整備する際の地方公共団体の事務負担を軽
減する方向で検討し、令和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

＜令２＞
５【内閣府（４）】【文部科学省（３）】【厚生労働省（10）】
保育所等整備交付金及び認定こども園施設整備交付金については、
交付申請等に関する様式の一部の共通化を図る。
［措置済み（令和２年４月８日付け文部科学省初等中等教育局長通
知）］

認定こども園施設整備交付金交付要綱の改
正を行い、一部の申請様式を保育所等整備
交付金のものと統一した。

【文部科学省】認定こども園施設整備交付金交付要綱等の一部改正に
ついて（通知）（令和２年４月８日付け文部科学省初等中等教育局長通
知）
【厚生労働省】保育所等整備交付金の交付について（令和２年６月５日
付け厚生労働事務次官通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_161

内閣府子ども・子育て本部

文部科学省初等中等教育局幼児教
育課

厚生労働省子ども家庭局子育て支援
課

５【内閣府（16）】【厚生労働省（40）】
子ども・子育て支援整備交付金
子ども・子育て支援整備交付金の交付対象事業のうち、病児保育事業（児童福祉法（昭22法
164）６条の３第13項）を実施するための施設（以下この事項において「病児保育施設」という。）
の整備については、市町村（特別区を含む。）が認めた者が設置する病児保育施設の整備に
対して令和２年度事業から交付対象となるよう、子ども・子育て支援整備交付金交付要綱を改
正する。

－ 「子ども・子育て支援整備交付金交付要綱」を
改正し、病児保育事業を実施するための施設
の整備について、市町村が認めた者が設置
する病児保育施設の整備に対して、令和２年
度事業から交付対象とした。

【内閣府】「子ども・子育て支援整備交付金の交付について」の一部改
正について（令和２年５月25日付け内閣総理大臣通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_162

内閣府子ども・子育て本部

厚生労働省子ども家庭局保育課

５【総務省】
（13）地方独立行政法人法（平15法118）
（ⅱ）地方独立行政法人（公立大学法人を除く。）の所有する土地及び建物の第三者への貸
付けについては、公立大学法人の例を参考にしつつ、各法人の本来業務及び当該業務の附
帯業務に該当しない貸付けを可能とする。

－ 地方独立行政法人法の改正を含む第10次分
権一括法が第201回通常国会で成立し、令和
２年６月10日に公布した（地方独立行政法人
法改正の施行日は令和２年９月10日）。

【総務省】地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による地方独立行政法人法の改
正について（令和２年６月10日付け総務省自治行政局長通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_163

総務省自治行政局市町村課行政経
営支援室
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 164 03_医療・福
祉

都道府県 広島県、宮城
県、三重県、広
島市、愛媛県、
中国地方知事会

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

指定居宅サービス等の事業の
人員、設備及び運営に関する基
準等の一部を改正する省令

居宅介護支援事業所の
管理者の要件に係る経
過措置期間の延長等

居宅介護支援事業所における管理者の要件を主任介護
支援専門員と定め、当該要件に対する一定の経過措置
期間として平成33年３月31日までの間と定めているが、
経過措置期間を最低でも６年以上（令和６年３月31日）と
すること。

管理者である主任介護支援専門員になるための要件の１つに、専任の介護支援専門員としての従事期間
が５年以上の者について、主任介護支援専門員研修（70時間）を受ける必要があるとされている。
管理者資格に係る経過措置期間が3年程度しかないため、実務経験を満たせないことから管理者になれ
ず、事業所を廃止又は休止せざるを得ない状況が起きてしまう。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 165 04_雇用・労
働

一般市 多治見市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

母子及び父子並びに寡婦福祉
法、同法施行令、同法施行規
則、自立支援教育訓練給付金
事業実施要綱、高等職業訓練
促進給付金等事業実施要綱

ひとり親家庭等の支援事
業に関する自治体への
調査権限の付与

母子家庭自立支援給付金等事務において、ひとり親家
庭であるかについて、自治体へ調査権限を付与するこ
と。

現状、ひとり親家庭等への支援事業（母子家庭自立支援教育訓練給付金、母子家庭高等職業訓練促進
給付金及び母子家庭高等職業訓練修了支援給付金）については、申請者がひとり親家庭であるか否か
は職権で調査等を行うことができず、申請者が提出す住民票、戸籍、所得証明等により判断している。
しかし、昨今の婚姻関係の多様化により、申請者から提出される書類だけでは、判断ができない場合があ
り、関係者への質問及び関係機関への資料提供要求等を可能とし、職権により調査できるようにする必要
がある。
具体的には、離婚等により母子或いは父子家庭となった場合、離婚時期によっては申請者から提出され
た戸籍だけでは確認できず、提出された戸籍よりも遡る戸籍の確認が必要となることがあるが、本人経由
の取得では手間と時間を要するため、知識のある職員が職権で調査を行う方が迅速に確認を行うことが可
能となる。また、添付書類が離婚前時期に係るものである場合、本人に取得が困難なものもある。更に未
申告による所得証明が取得できない場合の事実確認は、現状では職員による調査の権限がないため、確
認することができない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 166 04_雇用・労
働

一般市 多治見市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

母子家庭の母及び父子家庭の
父の就業の支援に関する特別
措置法、雇用保険法第62条、雇
用保険法施行規則第109条、第
110条、第143条の２、雇用関係
助成金の手続き（A 雇用給付金
編）、特定求職者雇用開発助成
金

特定求職者雇用開発助
成金に関する市区町村
の証明に係る事務の見
直し

特定求職者雇用開発助成金に係る母子家庭の母等であ
ることの証明について、市区町村等の証明書を廃止す
る。または、証明が必要である場合、市区町村に当該証
明に関する調査（戸籍の公用請求等を含む）権限を付与
する。

本市では、当該助成金に係る証明書の発行を求められることがあり、母子及び寡婦証明書の作成にあ
たって法第６条第１項の該当及び児童扶養があるか否かを判断するため、申請者等に住民票、戸籍等の
取得・提出を求めている。
そのため、申請者（労働者）に負担を強いることとなるが、本助成制度は事業者への助成であり、申請者に
とってはメリットがなく負担のみである。
また、証明申請があった日から遡って、雇入れ日において児童の扶養があったか否かの証明は、市町村
でも判断することが難しい。提出書類でも判断できない場合は、申請者から直接聞き取った内容などを考
慮して、証明書を発行しているのが現状であり、市区町村だから判断できるものではない。確認方法として
は被扶養者の社会保険証の確認により可能になると考えるが、本人への聞き取り、保険証による確認のい
ずれの場合も労働局窓口で可能である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 167 11_その他 一般市 宇佐市、大分
市、別府市、中
津市、日田市、
佐伯市、臼杵
市、津久見市、
豊後高田市、杵
築市、豊後大野
市、由布市、国
東市、姫島村、
日出町、九重
町、玖珠町

総務省 B　地方
に対する
規制緩和

統計法

住宅・土地統計調査規則

平成30年住宅・土地統計調査
市町村事務要領（第２．調査の
準備事務－９．指導員事務打合
せ会及び調査員事務打合せ会
の開催－（２）調査員事務打合
せ会における指導－カ調査員
の事務の説明に当たっては、以
下の指導を徹底する。－⑥イン
ターネット調査書類は、調査票
に先立って配布すること。）

住宅・土地統計調査にお
ける調査表の二段階配
布方式の見直し

住宅・土地統計調査の調査対象世帯に対して、オンライ
ン回答用の調査書類（ＩＤ・パスワード等）を郵便受け等
に配布後、一定期間経過した後、調査対象全世帯を訪
問し、面接の上で紙の調査票を配布するといった、二段
階配布方式の義務付けを見直し、調査書類等の最初の
配布時におけるオンライン調査書類と紙調査書類の同時
配布を可能とすること（平成25年度本調査実施時は同時
配布）。または、自治体ごとの裁量で選択可能とするこ
と。

【制度概要】
平成30年度住宅・土地統計調査では、オンライン回答率の向上を図るため、調査対象全世帯にオンライン
回答用の調査書類を郵便受け等に配布後、一定期間経過した後、調査対象全世帯を訪問し、面接の上
で紙の調査票を配布する二段階配布方式を採用している。
【懸念材料】
オンライン回答率の向上が、二段階配布方式による効果によるものかは確証がなく、インターネットに不慣
れな高齢者等の世帯が多い地方での効果については、疑問が残る。
【支障事例】
二段階の手順を踏む本事務は、調査対象世帯の理解も得られ難く、調査現場での混乱を招く要因となっ
ており、調査員の確保が困難な状況の中、調査員にかなりの事務負担を強いる状況である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 168 06_環境・衛
生

都道府県 栃木県、茨城
県、群馬県

農林水産
省、環境省

B　地方
に対する
規制緩和

「特定外来生物による生態系等
に係る被害の防止に関する法
律」第５条

「特定外来生物による生態系等
に係る被害の防止に関する法律
施行規則」第７条

「環境大臣が所掌する特定外来
生物に係る特定飼養等施設の
基準の細目等を定める件」二十
二

外来生物法に基づく飼養
等の許可制度の規制緩
和

「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関
する法律」第５条に規定されている飼養等の許可に関し
付される条件について、地方公共団体の公益性を鑑み、
報告内容を簡易化するなど、基準の緩和を図ること。

本県では、特定外来生物による農業被害が発生しており、特にクビアカツヤカミキリの被害が増大してい
る。
クビアカツヤカミキリの効果的な防除方法の確立のためには、試験に供するために大量の飼養が必要とな
るが、現状では1頭ずつの増減管理が求められている。
本県が直面しているように年間千頭以上の大量飼養が必要な状況下で、かつ、逸出防止措置をとってい
る公共の研究施設内における飼養については、少数個体の飼養や個人宅での飼養を前提としている管
理方法と同様の、１頭単位、日単位での増減管理を求めることは、必要以上の時間と労力を要し、本来行
うべき試験研究に関する業務の足かせとなっている。
また、クビアカツヤカミキリの幼虫は樹木内部に穿孔して生活するため、外部から観察しただけでは内部の
個体の増減（生死）把握が難しい。
地方公共団体による特定外来生物の研究成果は、地域農家等に還元されるものであり、民間企業が行う
営利目的のものではないことから、機動的な対応が可能となることを求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

５【厚生労働省】
（30）介護保険法（平９法123）
（ⅰ）指定居宅介護支援事業所における管理者要件に係る経過措置の期間については、令
和９年３月31日まで延長すること等を社会保障審議会介護給付費分科会で検討し、令和元年
度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

＜令２＞
５【厚生労働省】
（30）介護保険法（平９法123）
（ⅱ）指定居宅介護支援事業所における管理者要件については、省令
を改正し、一定の条件を満たす場合に、当該要件に係る経過措置の期
間を令和９年３月31日まで延長するとともに、主任介護支援専門員の確
保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合は、介護支援専
門員を管理者とすることを可能とする。
［措置済み（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基
準及び指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基
準等の一部を改正する省令の一部を改正する省令（令和２年厚生労働
省令第113号））］

事業所の管理者を主任ケアマネとする要件の
適用を令和９年３月31日まで猶予すること及
びやむを得ない理由がある場合には、居宅介
護支援事業所の管理者を主任ケアマネとしな
い取扱いを可能とすることを内容とする省令
改正について、令和２年６月５日に公布した。

【厚生労働省】指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する
基準及び指定居宅介護サービス等の事業の人員、設備及び運営に関
する基準等の一部を改正する省令の一部を改正する省令（令和２年６
月５日厚生労働省令第113号）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_164

厚生労働省老健局認知症施策・地域
介護推進課

５【厚生労働省】
（23）母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭39法129）
母子家庭自立支援給付金（31条）及び父子家庭自立支援給付金（31条の10）については、都
道府県、市（特別区を含む。）及び福祉事務所を設置する町村（以下この事項において「都道
府県等」という。）の事務負担の軽減及び当該給付金の適正な支給を図る観点から、申請者が
支給要件に該当することを都道府県等が確認するに当たり、申請者が離婚後に戸籍を他の市
町村（特別区を含む。）に移した場合等、申請者の状況に応じて必要となる添付書類等につい
て、改めて都道府県等に通知する。
［措置済み（令和元年11月１日付け厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支
援室事務連絡）］

－ 市町村において申請者が支給要件を満たす
ことを確認するに当たって、例えば申請者が
転籍していた場合には過去の戸籍関係情報
を確認する必要はなく、住民票等によって確
認が可能である旨を示した。

【厚生労働省】母子家庭自立支援給付金及び父子家庭自立支援給付
金事業に関するQ&Aの改正について（令和元年11月１日付け厚生労
働省子ども家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_165

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課

５【厚生労働省】
（26）雇用保険法（昭49法116）
特定求職者雇用開発助成金（施行規則110条１項）のうち特定就職困難者コース助成金につ
いては、国が当該助成金に係る対象者が母子家庭の母等（同規則110条２項１号イの（５））に
該当するか否かを確認するに当たって、市区町村に対し、当該対象者が母子家庭の母等であ
ることの証明を求めることがないよう、「雇用関係助成金支給要領」（平25厚生労働省職業安定
局）を令和元年度中に改正する。あわせて、改正後の取扱いを、都道府県労働局に令和元年
度中に通知する。

－ 国が当該交付金に係る対象者が母子家庭の
母等に該当するか否かを確認するに当たって
必要としていた、市区町村長等が母子家庭の
母等であることを証明する書類（写）を廃止し
た。

【厚生労働省】特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）
等に係る母子家庭の母等であることの確認等について（令和２年３月
31日付け厚生労働省職業安定局雇用開発企画課労働移動支援室長
補佐、厚生労働省雇用環境・均等局有期・短時間労働課長補佐事務
連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_166

厚生労働省職業安定局雇用開発企
画課

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課

５【総務省】
（14）統計法（平19法53）
（ⅳ）住宅・土地統計調査における調査票の配布方法については、令和２年の国勢調査及び
住宅・土地統計調査に係る令和４年に予定される試験調査の状況等を踏まえ検討し、令和４
年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

－ － － － － －



69 / 120 ページ

提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 169 11_その他 都道府県 栃木県、群馬
県、新潟県

厚生労働
省、国土交
通省

B　地方
に対する
規制緩和

住宅宿泊事業法第３条、第13条
住宅宿泊事業法施行規則第４
条、第11条
住宅宿泊事業法施行要領（ガイ
ドライン）２－１－（１）－③、２－２
－（８）－②

「民泊制度運営システム」
により行われる、住宅宿
泊事業者が掲げる標識
発行に係る手続の簡素
化

住宅宿泊事業者が掲げる標識について、知事が届出を
受理した際には、標識発行に最低限必要な内容のみを
「民泊制度運営システム」に入力すれば、同システムへの
添付書類の登録を待たずに、標識が発行可能となるよう
見直しを求める。

【現状】
住宅宿泊事業者は、事業を開始しようとする日の前日までに都道府県知事に届出を行い、事業開始時に
は届出住宅ごとに標識を掲げなければならない。
【支障事例】
現在、事業者から届出があった添付書類を含めた全ての書類を「民泊制度運営システム」に登録しなけれ
ば、同システムから標識記載事項（届出番号）を取得できず、標識を発行できない仕組みとなっている。
添付書類は紙媒体で提出がある場合も多く、その都度、紙媒体の書類をＰＤＦ化し、システムに登録する
事務が生じているが、事業開始日の直前に届出があった場合や、同一の事業者から大量の届出があった
場合など、これらの作業による担当する職員への負担も大きく、状況によっては標識の発行が営業開始予
定日に間に合わないおそれもある。
届出については、書類の内容が適正であるかを知事が確認すれば有効に受理することが可能であること
から、書類をシステムに登録することは、事業が開始された後に行われても法律上問題がないはずであ
る。また、申請書類は一般に公表されておらず、利用者（客）がそれら書類を確認することができないことか
ら、利用者の利便性を損なうこともない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 170 07_産業振
興

都道府県 栃木県、福島県 経済産業省 B　地方
に対する
規制緩和

小規模事業指導費補助金・小
規模事業対策推進事業費補助
金交付要綱

国庫補助を受けて建設し
た商工会館の処分に伴う
申請書類の簡素化及び
マニュアルの作成

国庫補助を受けて建設した商工会館の処分に伴う財産
処分申請について、申請書類の簡素化を図るとともに、
申請書類の具体的な記載方法を示したマニュアルを作
成し、周知することを求める。

昭和40年代以降に国庫補助を受けて建設した商工会館について、老朽化が進み管理・修繕に係る負担
が増大している。そのため、施設を処分し、他の施設を利用することを検討している団体も多数想定され
る。
施設の処分を行う場合は、国による承認を受ける必要があるが、当該承認申請に当たっては、マニュアル
等が整備されておらず、国担当者からのメールにより必要書類の指示を受ける状況であった。
更に、建設から長期間が経過しているため、指示された書類を必ずしも揃えることができず、その都度代
わりとなる書類を問い合わせる状況であった。また、記載例等が整備されておらず、国担当者との認識の
違いなどから多くの手戻りも発生した。そのため、本県のケースでは、書類作成に半年を要した。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 171 01_土地利
用（農地除
く）

指定都市 神戸市 財務省、国
土交通省

B　地方
に対する
規制緩和

財務省理財局長通知（平成13
年３月30日 財理第1308号）

地盤国有公園における
利用計画変更手続きの
改善

国有土地無償貸付を受けている土地にある公園につい
て、都市公園法の下、公園の適切な管理を行うため、公
園の管理権限を委譲してもらうこと。
もしくは、事前の利用計画の変更申請を廃止し、年度末
に行なっている利用状況報告に取り込む形式とすること。

利用計画を変更する場合は事前に、変更となった利用計画を近畿財務局に申請し、その承認を受けなけ
ればならない。そのため、公園内でイベントを行なう場合でも、事前の承認が必要となっている。
利用計画の変更申請は、約１ヶ月前の提出を求められており、イベント企画者との直前の打ち合わせが難
しく、修正も難しい。

－

R1 172 03_医療・福
祉

指定都市 神戸市 厚生労働
省、国土交
通省

B　地方
に対する
規制緩和

国土交通省道路局長通知（平
成15年10月30日 国道有第52
号）
厚生労働省社会･援護局障害保
健福祉部長通知（平成15年11
月６日 障発第1106002号）

障害者有料道路割引制
度の事務及び市民の利
便性の改善について

障害者の有料道路割引制度について、申請の受付けを
郵送もしくはインターネットにより有料道路事業者が直接
対応できるようにすること。

障害者の有料道路割引制度の手続きについて、各福祉事務所で制度の案内を行い、申請に基づき証明
書を発行し、申請者が高速道路会社に郵送することとなっている。
更新（２年毎）の際も証明書の発行が必要であるため、年々、問い合わせや窓口への来所者が増えてお
り、職員の対応時間や事務量が非常に多くなっている。
市民からも「手続きは直接有料道路事業者とできないか」との声が少なくない。
神戸市では年間約12,000件の申請があり、電話での問い合わせも頻繁にある。

－

R1 173 03_医療・福
祉

指定都市 神戸市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

高齢者の医療の確保に関する
法律第107条、第110条、高齢者
の医療の確保に関する法律施
行令第24条、介護保険法施行
令第42条

後期高齢者医療保険料
の特別徴収対象年金の
優先順位の見直し

後期高齢者医療保険料の特別徴収にかかる特別徴収
対象年金の優先順位を支給額順に変更すること

後期高齢者医療保険料と介護保険料の合計額が特別徴収の対象となる年金額の２分の１以上の場合、
特別徴収ができない。そのため、優先順位が上位の年金で条件を満たさない場合は、下位の年金でこの
条件を満たす場合でも特別徴収ができない。
例）老齢基礎年金（上位）：５万円、老齢厚生年金（下位）：９万円を受給しており、後期高齢者医療保険料
と介護保険料の合計額が４万円となる場合、特別徴収は不可となる。（→優先順位が支給額順になれば、
老齢厚生年金が優先され、要件を満たし、特別徴収が可能となる。）
被保険者としては十分な年金があるのにもかかわらず、特別徴収されないことから、納付書または口座振
替で納めることへの苦情も多い。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 174 03_医療・福
祉

指定都市 神戸市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

高齢者の医療の確保に関する
法律第107条、第110条、高齢者
の医療の確保に関する法律施
行令第21条、介護保険法第134
～140条

後期高齢者医療保険料
の特別徴収開始時期に
関する見直し

後期高齢者医療保険料の特別徴収にかかる特別徴収の
開始時期について、早期に特別徴収を行なうことができ
るようにすること

毎年５月に年金保険者から特別徴収候補者データを受け取り、７月に国民健康保険団体連合会を通じて
年金保険者へ特別徴収の４期（10月支給の年金）に該当するか否かの連絡を行っており、該当しないとし
た場合は翌年の同タイミングの連絡まで特別徴収の開始依頼を行えない。（例：生保廃止、障害認定、口
座振替選択の停止等）
被保険者は特別徴収を希望しているにも関わらず、普通徴収になることから、納付書または口座振替で納
めることへの苦情も多い。また、普通徴収になっていることに気づかずに保険料を滞納している被保険者
も多くなっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 175 03_医療・福
祉

指定都市 神戸市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

高齢者の医療の確保に関する
法律第107条、第110条、高齢者
の医療の確保に関する法律施
行令第21条、介護保険法第134
～140条

後期高齢者医療保険料
の特別徴収の金額変更
に関する見直し

後期高齢者医療保険料の特別徴収にかかる本徴収のタ
イミングにおいても金額変更をできるようにすること

毎年５月に年金保険者から特別徴収候補者データを受け取り、７月に国民健康保険団体連合会を通じて
年金保険者へ特別徴収額通知している。この場合、翌年度まで金額の変更ができないため、当年度内に
保険料額に変更があった場合には、両徴収への切替え（特別徴収と普通徴収）、または全額を普通徴収
に切り替えることしかできない。
被保険者は特別徴収を希望しているにも関わらず、普通徴収になることから、納付書または口座振替で納
めることへの苦情も多い。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

５【厚生労働省（36）】【国土交通省（20）】
住宅宿泊事業法（平29法65）
住宅宿泊事業者が届出住宅ごとに掲げなければならない標識（13条）の発行に必要となる届
出番号については、観光庁が運営する「民泊制度運営システム」に住宅宿泊事業者から届出
のあった添付書類の登録が完了していなくても、都道府県知事等において取得可能であるこ
とを、地方公共団体に周知する。
［措置済み（令和元年11月19日第11回住宅宿泊事業法関係自治体連絡会議）］

－ 民泊制度運営システムにおいて、住宅宿泊事
業者が届出住宅ごとに掲げなければならない
標識の発行に必要となる届出番号について
は、システムに住宅宿泊事業者から届出の
あった添付書類の登録が完了していなくて
も、取得が可能であることを周知した。

－ － 厚生労働省医療・生活衛生局生活衛
生課

観光庁観光産業課民泊業務適正化
指導室

５【経済産業省】
（８）補助事業等により取得した財産の財産処分に関する事務
小規模事業経営支援事業費補助金及び小規模事業対策推進事業費補助金により取得した
指導施設の財産の処分については、申請者の負担の軽減と事務の円滑な処理が図られるよ
う、財産処分に係る申請手続や当該手続に必要な添付書類等の精査を行い、その内容を事
務処理マニュアルとして取りまとめ、令和２年度中に都道府県に周知する。

－ 小規模事業経営支援事業費補助金及び小
規模事業対策推進事業費補助金により取得
した指導施設の財産の処分について、財産
処分の承認申請から処分報告までの基本的
な流れ、各手続きにおいて補助事業者から都
道府県知事あて提出を要する書類等、事務
処理マニュアルとして網羅的に取りまとめ、令
和３年４月27日に各経済産業局を通じ、都道
府県に周知した。

【経済産業省】補助金事業により取得等した商工会館に係る財産の処
分等の取扱いについて（令和３年４月）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_170

中小企業庁経営支援部小規模企業
振興課

－ － － － － －

－ － － － － －

５【厚生労働省】
（27）高齢者の医療の確保に関する法律（昭57法80）
後期高齢者医療保険料の特別徴収については、年金受給者・年金保険者・地方公共団体等
への影響や特別徴収の活用機会の拡大に関する地方公共団体の意向を踏まえ、特別徴収の
事務の改善について検討し、令和４年中を目途に結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

５【厚生労働省】
（27）高齢者の医療の確保に関する法律（昭57法80）
後期高齢者医療保険料の特別徴収については、年金受給者・年金保険者・地方公共団体等
への影響や特別徴収の活用機会の拡大に関する地方公共団体の意向を踏まえ、特別徴収の
事務の改善について検討し、令和４年中を目途に結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

５【厚生労働省】
（27）高齢者の医療の確保に関する法律（昭57法80）
後期高齢者医療保険料の特別徴収については、年金受給者・年金保険者・地方公共団体等
への影響や特別徴収の活用機会の拡大に関する地方公共団体の意向を踏まえ、特別徴収の
事務の改善について検討し、令和４年中を目途に結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 176 03_医療・福
祉

指定都市 横浜市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

児童扶養手当法第13条の３、児
童扶養手当法施行令第８条

児童扶養手当に係る２分
の１の支給を停止する減
額措置の見直し

児童扶養手当法第13条の３に基づく、「支給開始から５
年」又は「支給要件に該当してから７年」を経過した受給
者に対する手当の２分の１の支給を停止する減額措置に
係る事務手続きの見直し

本市では、ほとんどの受給者が減額措置の適用除外を受けている実態（※）があり、受給者にとって毎年
申請書類を用意し、手続きを行うことが負担となっている。
減額措置は、「離婚後等の激変を一定期間内で緩和し、自立を促進する」という趣旨から設けられたもの
であるが、受給の継続を必要とする状況にある方には、その本来の趣旨の浸透が進みにくい実情があり、
手続きが形骸化している。
また、地方自治体にとっては、手続きが確実に行われるように、個別に案内する事務負担が大きくなって
いる。本市では、減額措置の対象者を選別した上で、来庁時に持参していただく適用除外申請書類の案
内文を郵送しているが、不足書類の催促を行うことが多い。特に、就労以外の事由で適用除外を受ける場
合には、障害や疾病などの状況を来庁時に聞き取り、その方の状況に応じた除外事由や必要書類等を精
査した上で、追加の手続きを個々に促している。
さらに、受給者にとっても、追加の手続のために複数回来庁しなければならない場合もあり、負担となって
いる。

※横浜市では、97％（５年満了対象9,209人、うち適用除外8,949人）（平成30年７月末時点）
※全国では、99.7％（全受給者約101万人、うち適用除外100万７千人）（平成29年３月末時点）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 177 03_医療・福
祉

指定都市 横浜市 厚生労働省 A　権限
移譲

１．医療法第30条の４

２．医療法第30条の14、15、16

医療計画の策定等に係
る権限の指定都市への
移譲

医療計画の策定等に係る権限及び地域医療構想の実
現のために必要な措置に関する権限を、二次医療圏が
市域で完結している指定都市に移譲できるよう制度を改
めること。

横浜市は、市域で二次医療圏が完結しているが、2025年以降も引き続き医療需要の増加が見込まれるな
ど、県内の他の圏域と医療需要の動向が異なっている。また、県からの権限移譲により病院の開設許可等
を行い、市域の医療動向を把握しているほか、救急医療提供体制の整備など、効果的な医療提供体制の
確保に向けた施策を展開している。
しかしながら、
１．医療計画は都道府県が定めるとされており、本市が基準病床数の算定や厚生労働省との協議等を直
接行うことができない。
２．地域医療構想の実現のために必要な措置（地域医療構想調整会議の運営や、過剰な病床機能への
転換及び不足する病床機能の充足が進まない場合の対応）は、都道府県及び都道府県知事が行うとさ
れ、本市の実情を踏まえた会議運営や地域の医療機関への対応が行えない。
このため、介護保険事業計画との整合性を図り、地域特性に応じて、2025年に向けた医療提供体制に取
り組めるよう、
１．医療計画の策定等に係る権限を都道府県から指定都市に移譲できるよう制度を改めること。
２．地域医療構想の実現のために必要な措置に関する都道府県及び都道府県知事の権限を指定都市に
移譲できるよう制度を改めること。

－

R1 178 11_その他 中核市 豊田市 法務省 B　地方
に対する
規制緩和

戸籍法第48条第１項・第２項、第
25条第２項、第49条第１項・第２
項第３号
戸籍法施行規則第58条第２号、
昭和24年３月23日付け民事甲
第3961号民事局長回答、昭和
24年11月10日付け民事甲第
2616号民事局長通達

戸籍法48条１項受理証
明書の請求者の拡大お
よび同条２項届書記載事
項証明書の特別の事由
の明確化

受理証明書について、請求できるのは、戸籍法48条１項
に規定されている届出人だけとなっているが、出生や婚
姻・離婚を証する証明書として受理証明書を求められる
ケースが多く、利害関係人にも発行できるように改正す
る。
また、届書記載事項証明書について、戸籍法48条２項に
規定されている特別の事由が具体的にどのような場合か
明確にされておらず、発行可否を判断できないため、明
確化を求める。

身分関係を証明する書類の提示を求められるケースとしては、児童扶養手当を受ける場合や、携帯電話
の家族割りを申し込む場合等多岐にわたるが、戸籍がない外国人は、受理証明か届書記載事項証明に
よってしか身分関係を証明できない。
そうした中にあって、受理証明の請求は届出人本人にしか認められていないため、届出人の委任状が準
備できない場合や届出人が死亡してしまった場合等、届出人でない父母や子が必要としていても取得で
きないといった事態が発生している。
また、届書記載事項証明は、在留資格の更新や婚姻・離婚の無効等、極めて限定された場合にしか取得
できないことから、外国人住民は身分関係の証明が困難になっており、虚偽の使用目的で届書記載事項
証明を請求し、トラブルとなる事態も発生している。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 179 03_医療・福
祉

中核市 豊田市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律に基づく指定障害福祉サービ
スの事業等の人員、設備及び運
営に関する基準について　第二
の１（２）
障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律に基づく指定障害福祉サービ
ス等及び基準該当障害福祉
サービスに要する費用の額の算
定に関する基準等の制定に伴う
実施上の留意事項について　第
二の１（４）
「障害福祉サービスに係るＱ＆
Ａ（指定基準・報酬関係）（ＶＯＬ.
３）」（平成20年３月31日付け事
務連絡）問６

生活介護事業所におけ
る事業所外での社会参
加活動の実施が可能な
旨の明確化

生活介護事業所が、サービス提供時間中に、事業所外
において定期的に社会参加活動等（※）を実施すること
ができる旨を明確化していただきたい。
※社会参加活動等：地域の社会資源を活用したサービ
ス提供や、公園の清掃活動等の地域活動、企業等と連
携した有償ボランティアなど

【支障事例】
生活介護事業所が、サービス提供時間中に事業所外で社会参加活動等を実施する方法は、次の２通り
である。
１　社会資源（既存施設）を活用したサービス提供を行う場合に、当該既存施設を事業所の一部（出張所）
として指定する
２　利用者が行事等で外出した場合の取扱いに基づく
しかし、行事等で外出した場合として取扱うことが可能である具体事例は示されていない。このことで、例え
ば以下の事例を行事等で外出した場合として取扱うことが可能であるか疑義が生じている。
（１）特定の時期のみ事業所の敷地外にある農地において農作業を行う場合
（２）利用者が定期的に事業所外における社会参加活動等に参加する場合
上記（１）、（２）はいずれも行事等で外出した場合として取扱うことが可能であると考えられる。しかし、その
ことが明確に示されていないことで、指定権者毎に取扱いに差が生じ、事業所外における社会参加活動
等の円滑な実施が妨げられる可能性がある。例えば、（１）のように一時的に使用する農地であっても出張
所としての届出が必要であるという取扱いとすると、変更届提出の事務手続きが必要となり、事業者の負担
が増加する。さらに、事業者が利用権を有しない（事業所の一部である出張所としての届出ができない）場
所での活動が困難となり、利用者の活動内容が制限されてしまう。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 180 09_土木・建
築

中核市 豊田市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

建築基準法第４条、第６条ほか 建築確認に関する事務
の権限を有する者の変更

建築確認に関する事務の権限を有する者を民間の指定
確認検査機関と同等に特定行政庁も変更することを求め
る。

・建築基準法運用・解釈の硬直化
建築基準法の運用が機関委任事務から自治事務に変わり、国からの指示である通達がなくなり、建築主
事自ら採否を判断する技術的助言に変わった。このことにより国以下の組織で対応していた状況から、一
個人に判断を委ねる制度に変更された。現在、各々の建築主事の解釈に広義と狭義で差がでている状態
である。豊田市では木造化を推進しているが、狭義による建築主事判断で木造化の計画を断念した事も
ある。地域の実情にも対応した柔軟な法の運用や統一的な法の運用がなされていない状態である。
・建築主事の担い手の減少
民間開放以降、平成14年から26年にかけて建築主事数は約2,000人から約1,500人に減少している。建築
主事は確認済証の交付で名前が知れ渡ることにより、民事訴訟の発展につながる可能性もあり、市の積極
的な意向に対して重圧を受けることもある。建築主事個人への負担が過大である実情をみて、豊田市では
建築主事職は敬遠されて資格を取らない人材も存在する。また、建築主事が定年前に指定確認検査機
関に転職したり、定年後も指定確認検査機関に再就職をしている状態である。

－
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５【厚生労働省】
（21）児童扶養手当法（昭36法238）
（ⅱ）児童扶養手当の一部支給停止の適用除外（13条の３）に係る届出については、受給資格
者の提出書類の簡素化を図るなど、受給資格者や届出を受理する地方公共団体の事務負担
を軽減する方向で検討し、令和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

＜令２＞
５【厚生労働省】
（24）児童扶養手当法（昭36法238）
児童扶養手当の一部支給停止の適用除外（13条の３）に係る届出につ
いては、受給資格者や届出を受理する地方公共団体の事務負担を軽
減するため、以下のとおりとする。
・受給資格者等が一定の障害状態にあることを地方公共団体内で確認
できる場合には、身体障害者手帳の写し等の提出を不要とする。
・公共職業安定所から発行された「紹介状（本人控え）」による確認を可
能とし、別途の求職活動等申告書の提出を不要とする。
・厚生年金の加入状況や障害年金受給者の障害状態について、省令
を改正し、マイナンバー制度における情報連携による確認を可能とす
る。
［措置済み（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律別表第二の主務省令で定める事務及び情報を定め
る命令（令和２年内閣府・総務省令第８号）等）］

児童扶養手当の一部支給停止の適用除外に
係る届出について、
・地方公共団体内の実施部署に直接確認で
きる際に省略が可能となる書類に身体障害者
手帳等を追加する
・公共職業安定所から発行された「紹介状（本
人控え）」による確認を可能とし、別途の求職
活動等申告書の提出は不要であること
等を地方公共団体へ通知した。

【厚生労働省】「児童扶養手当法第13条の３の規定に基づく一部支給
停止適用除外に係る事務について」の一部改正について（令和２年３
月24日付け厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_176

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課

－ － － － － －

－ － － － － －

５【厚生労働省】
（31）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平17法123）
（ⅱ）生活介護事業所外でのサービス提供時間中における社会参加活動等については、施設
の事業計画又は利用者の個別支援計画に明記され、実際に職員が同行してサービスの提供
を行っている場合には、当該施設利用者に係る報酬を算定して差し支えないことを、地方公共
団体に令和元年度中に周知する。

－ － － － － －



73 / 120 ページ

提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 181 03_医療・福
祉

村 島牧村 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

指定地域密着型サービスに要
する費用の額の算定に関する基
準及び指定地域密着型介護予
防サービスに要する費用の額の
算定に関する基準の制定に伴う
実施上の留意事項について
（平成18年３月31日　老計発第
0331005号・老振発第0331005
号・老老発第0331018号）

第２　指定地域密着型サービス
介護給付費単位数表に関する
事項
１通則
（6）定員超過利用に該当する場
合の所定単位数の算定につい
て
①②④

指定小規模多機能型居
宅介護における登録定
員超過時の介護報酬減
算の基準緩和

指定小規模多機能型居宅介護の定員29名を超えて35
人まで登録しても、一定の期間は介護報酬の減算
（70/100）を行わない。
（通いの定員については、現行18人以下のところ、21人
まで）
（過疎地域指定や人口規模、サービス事業所の新規参
入が見込めない等の条件付き）
（関係法令に基づき、利用者増に対する職員の増員を行
うことも条件）

島牧村では平成28年度の提案募集制度により、小多機施設内で「要介護＝小規模多機能デイ」、「要支
援＝総合事業通所型サービスA」によるサービスを提供できるようになったことから、島牧村の小多機施設
に登録できるのは「要介護」の方のみとすることになったが、24時間・365日のサービス提供となり、利用者
の利便性が向上することから登録希望者が29人を超える可能性が危惧されている（今後、最大35人程度
が見込まれる。）。小多機施設開設後に「要介護者」が村で受けられる他の在宅介護サービスは、村社会
福祉協議会で行っている訪問介護（ヘルパー）だけという現状であることから、もし「通所介護（デイ）」や
「短期入所（ショートステイ）」を必要とする要介護者数が30人以上となった場合、あふれた人たちを救済す
る術がない状況となってしまう。これらの問題の解決策として、サービス事業所の新規参入及びサテライト
型小規模多機能型居宅介護施設の活用について検討したが、現状、新規事業者の参入は見込めない状
況であることや、新たな施設整備に伴う財政負担など解消が難しい課題がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 182 03_医療・福
祉

一般市 大分市、別府
市、日田市、佐
伯市、豊後高田
市、宇佐市、国
東市、姫島村、
日出町、玖珠町

文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

教育支援体制整備事業費補助
金交付要綱

「教育支援体制整備事業
費補助金」の運用の改善

「教育支援体制整備事業費補助金」において、医療的ケ
アのための看護師配置のための経費の実施対象に幼稚
園を含むよう見直す。

たんの吸引等、日常的に「医療的ケア」が必要な児童生徒（医療的ケア児）が在籍する学校に看護師を派
遣することで、児童生徒の教育機会の保障、保護者の負担軽減を図っており、文科省の「教育支援体制
整備事業費補助金」を活用している（補助率３分の１）。
本補助金のうち医療的ケアのための看護師配置のための経費における実施対象は「公立の小学校、中学
校、中等教育学校（後期日程を除く。）、義務教育学校及び特別支援学校、又は本要綱で定める学校法
人」であり、幼稚園は対象となっていない（公立保育所については、厚労省の保育対策総合支援事業補
助金の「医療的ケア児保育支援モデル事業」により補助基準額が730万円の補助がある（補助率２分の
１））。
医療的ケア児が幼稚園に通う場合、現行は保護者が対応する必要があるため、就学前からの集団教育を
受ける機会の妨げとなっている。大分市においても、早期の受入体制の構築が必要である。
【大分市の状況】
大分市において、日常的に医療的ケアが必要な未就学児が27人（平成29年度アンケート調査）おり、実
際の受入相談もある。
平成30年度は市立幼稚園にて２名の医療的ケア児を受け入れているが、対応は保護者および本人が
行っている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka_yosan.html

R1 183 11_その他 一般市 大分市、別府
市、日田市、佐
伯市、臼杵市、
竹田市、豊後高
田市、杵築市、
宇佐市、豊後大
野市、由布市、
国東市、姫島
村、日出町、九
重町、玖珠町

総務省、厚
生労働省

B　地方
に対する
規制緩和

地方税法施行規則第十条（別
表（二）第十七号の二様式
地方税法第三百十七条の三の
三
地方税法施行規則第二条の三
の六

公的年金の特別徴収に
おける還付金の取扱いに
かかる地方税法施行規
則の改正

地方税法施行規則を改正し、年金支払報告書の様式に
口座情報に関する項目を設けることで、市町村が日本年
金機構等より口座情報の提供を受けることが可能となるよ
う制度を改正する。また、併せて扶養親族等申告書の様
式に口座振込に係る同意欄を設ける。

年金受給対象者に係る住民税の特別徴収のうち、４・６・８月の仮徴収分において還付金が発生した場
合、市町村において本人へ通知のうえ還付を行っている。
還付を行うにあたり必要な口座情報について市町村で把握していないため、対象者へ通知と合わせて口
座振込依頼書を送り返信を求めているが、対象者の記載誤りによる振込エラーが多発する等、事務が煩
雑になっている。
また、対象者からも「年金は口座振込なのになぜ口座が分からないのか」といった問い合わせも多い。
なお、本市の還付対象は約6,000件（４月：2,000件、６月：3,000件、８月：1,000件）あり、振込エラーは100
件程度発生している。還付の通知発送直後は市民からの電話問い合わせが殺到し、事務に支障が出るこ
ともある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 184 11_その他 中核市 尼崎市 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

地方公務員法第17条（国と民間
企業との間の人事交流に関する
法律と同様の制度整備）

地方公共団体と民間企
業との間の人事交流につ
いて、国と同様の人事交
流の仕組みを構築

「国と民間企業との間の人事交流に関する法律」と同様
の制度を、地方公務員において創設することを目的とし
て、「地方公共団体と民間企業との間の人事交流に関す
る法律（仮称）」の制定を求める。

現在本市では、民間企業との間で研修派遣の形態による人事交流を行っているが、この場合は身分保障
の問題はないものの、給与負担の面から交流の実現は容易ではなく、実現した場合の担当職務について
も、身分を有さない研修生の立場に限定された職責の範囲にとどまらざるを得ず、十分な人事交流が図れ
ていない。
こうしたことから、手続きの透明性を担保した上で、民間企業と地方公共団体との相互理解を深め、双方の
組織の活性化と人材育成を図るため、官民人事交流法と同等の制度の制定を求める。
民間からの受け入れを考えたときに、任期付職員として採用しようとしても民間を退職することは必須であ
り、そうなると民間が入っている退職金共済組合を脱退することになる。　勤続期間が短くなり、民間からの
派遣者の退職金算定に対して不利益を生じることになるため、民間の身分を持ったまま地方自治体が受
け入れることができるようになることが必要である。

－

R1 185 11_その他 中核市 尼崎市 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

地方自治法施行令第158条第１
項

地方自治法施行令第158
条第１項に新たに「受講
料及び入場料」を追加

地方自治法施行令第158条において、私人に徴収又は
収納の事務を委託することができる内容が限定されてお
り、諸収入となる受講料及び入場料は含まれていない。
こうしたことから、指定管理者に受付業務を委託した場合
においても、市職員が受講料等を徴収するため指定管
理施設にて徴収等の処理を行う必要があることから、「受
講料及び入場料」を、私人に徴収又は収納の事務を委
託することができる内容への追加を求める。

地方自治法施行令第158条において、私人に徴収又は収納の事務を委託することができる内容が限定さ
れており、諸収入となる受講料及び入場料は含まれていない。
こうしたことから、指定管理者に受付業務を委託した場合においても、市職員が受講料等の徴収のため指
定管理施設にて徴収等の処理を行う必要がある。

－
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５【厚生労働省】
（30）介護保険法（平９法123）
（ⅱ）指定小規模多機能型居宅介護については、過疎地域等において一定の条件を満たす
場合に、登録定員を超過した場合の報酬減算を一定の期間に限り行わない措置を講ずること
について検討し、令和３年度の報酬改定に向けて結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

＜令３＞
５【厚生労働省】
（45）介護保険法（平９法123）
（ⅰ）指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護における介護報酬に
ついては、過疎地域等において、地域の実情に応じて指定（介護予
防）小規模多機能型居宅介護の効率的運営に必要であると市町村（特
別区を含む。）が認めた場合は、一定の期間に限り、登録定員を超過し
た場合の減算を行わないこととする。
［措置済み（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す
る基準等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第９号）、指定
居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正
する告示（令和３年厚生労働省告示第73号））］

過疎地域等において一定の条件を満たす場
合に、登録定員を超過した場合の報酬減算を
一定の期間に限り行わないことを可能とする
ため、改正省令を令和3年1月25日に公布し、
令和3年3月15日より施行した。また、改正告
示を令和3年3月15日に告示し、令和3年4月1
日より適用した。

【厚生労働省】指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関
する基準等の一部を改正する省令（令和３年１月25日厚生労働省令第
９号）
【厚生労働省】厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護
職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法の一部改正（令
和３年厚生労働省告示第73号）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_181

厚生労働省老健局認知症施策・地域
介護推進課

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 186 08_消防・防
災・安全

中核市 尼崎市 農林水産
省、国土交
通省

B　地方
に対する
規制緩和

公共土木施設災害復旧事業費
国庫負担法第７条
公共土木施設災害復旧事業費
国庫負担法施行令第７条

公共土木施設災害復旧
事業における合併施行を
行う場合の設計変更手続
の迅速化

原形復旧に係る災害復旧事業と、同事業採択時の施設
の形状・材質等を変更・追加し、施設の効用を増大させ
る他の事業とを合併して行う場合には、まず原形復旧に
係る災害査定を受けた上で、改めて合併施行に係る設
計変更協議を受けなければならない。
この合併施行に係る設計変更協議については、当初か
ら施設の効用を増大させる部分の工事を含めた災害査
定を実施する等の柔軟な対応を可能とし、合併施行の場
合であっても迅速な事業実施を可能とする。

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法における災害復旧事業において、災害にかかった施設を原
形に復旧することが可能な場合の復旧工法の採択限度は、原形復旧までを原則としているため、施設の
効用を増大させる部分の事業については、地方単独費で行うこととなる。
この場合の事務手続きについては、一度、原形復旧を行う仮定の設計書を作成し、災害査定を受けた上
で、改めて合併施行に係る本来の設計書を作成し、設計変更協議を行わなければならず、事務手続きが
煩雑で多くの時間を要する。
例えば、当市では、平成27年の豪雨による水位上昇で河川敷緑地の園路の土砂が流出し、原形復旧工
事を施したが、昨年も同様に被災したため、再度の被災を防ぐべく、真砂土にセメントを混合し固化する事
業を市単独費で施行することを決めた。被災は昨年の７月であり、災害査定は12月に実施されたが、その
後の合併施行による設計変更協議は３月から始まり、５月末現在も続いている。
このように、災害査定を行った上で改めて合併施行による設計変更協議を行う現行制度では、事業を早期
に着手することができない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 187 02_農業・農
地

都道府県 兵庫県、京都
府、神戸市、加
東市、和歌山
県、鳥取県、徳
島県

農林水産
省、経済産
業省

B　地方
に対する
規制緩和

・地域未来投資促進法第３条第
２項第１号へ、第11条第３,４項、
第17条
・地域における地域経済牽引事
業の促進に関する基本的な方
針(告示)第１ヘ(２)
・農村産業法第５条４項第３号、
第13条
・農村地域への産業の導入に関
する基本方針(告示) １(３)

地域未来投資促進法等
に基づく計画を作成して
工業団地等を拡張する
場合の農用地区域から
の除外における弾力的な
運用

地域未来投資促進法または農村産業法に基づく計画を
作成して工業団地や工場に隣接する農用地で拡張を行
う場合に限り、当該法律の基本方針①農用地区域外で
の開発を優先する条件については、地域にもたらされる
経済波及効果や地域全体の農地の確保状況等を踏まえ
た都道府県知事の判断により適用除外できる旨の規定を
追加すること。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 188 10_運輸・交
通

都道府県 兵庫県、滋賀
県、堺市、神戸
市、豊岡市、和
歌山県、鳥取
県、徳島県

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

市町村運営有償運送の登録に
関する処理方針について
（平成18年９月15日付け国自旅
第141号自動車局長通知）

市町村運営有償運送に
おける IT機器等を活用し
た運行管理の実施

IT点呼が認められている営業所を有する一般旅客自動
車運送事業者に運行もしくは運行管理を委託する市町
村運営有償運送については、IT点呼の実施を認めるこ
と。

【現状】
市町村運営有償運送において安全運転のための点呼は、運行管理者が運転者に対して対面で実施する
ことが求められている。
一方、一般旅客自動車運送においては、一定の要件を満たせばモニター等の機器を活用したIT点呼が
実施可能となった。
【支障事例】
自家用有償旅客運送を実施している地域の多くは、採算性の問題から一般旅客自動車運送事業者によ
ることが困難な地域であり、必然的に営業所が存在していない地域である。
市が一般旅客自動車運送事業者に運行もしくは運行管理を委託し、その管理の下で地域住民が運行を
行う場合は、事業者がIT点呼を認められていても、運転手は点呼のために遠方の営業所まで赴く必要が
ある。これが地域内で運転手を確保する際の支障となり、運行経費増加の要因となっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 189 10_運輸・交
通

都道府県 兵庫県、滋賀
県、堺市、神戸
市、三田市、和
歌山県、徳島県

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

・平成30年３月30日付国自旅第
338号（道路運送法における許
可又は登録を要しない運送の態
様について）

自家用自動車で行う高齢
者移動ボランティア活動
に要する保険料の収受
可能化

交通不便地または交通空白地において、市町の認める
高齢者移動ボランティア団体が、地域公共交通会議に
報告の上で行う自家用無償運送に限り、ボランティア保
険料（自動車乗車中の事故に対する保険を含む）を無償
運送の範囲内で収受できる経費とすること。

【現状】
自家用自動車で高齢者移動ボランティア活動を行う場合、①ガソリン代、②道路使用料、③駐車場代につ
いては実費として、道路運送法の許可・登録なく無償運送の範囲内で収受できる。
しかし、協賛金、保険料、カンパなど運送と直接関係のない名称で利用者から収受する場合であっても、
運送による反対給付との関係があると国が認めるときは、収受する金額がたとえ少額でも道路運送法の自
家用有償運送の許可又は登録が必要とされている。
【支障事例】
過疎地や交通空白地以外の地域においても、バス等の公共交通機関の利用が困難な高齢者が増えつ
つある。高齢者の外出を支える柔軟な対策が急務となるなか、地域の受け皿やボランティア活動組織の熟
度によっては、当初から自家用有償運送による運行を実施するのではなく、段階的に導入できる新たな枠
組みが必要となる。地域ボランティアによる自家用無償運送は、自家用有償運送と同様、公共交通を補完
する有効な手段である。
平成30年６月に、三田市において地域ボランティアによる自家用無償運送を開始した。
事故時の保障に備えてボランティア保険に加入することが望ましいが、ボランティア保険料については自
家用有償運送の登録を受けなければ収受できないことから、ボランティアの個人負担となり、活動を継続
する上で支障となっている。
平成30年３月の通達によって明確化された規制の趣旨を踏まえても、ボランティア保険料が一律に無償運
送では収受できない金銭に該当するとは必ずしも言えないと考えられるため、地域における実情を踏まえ
た通達の見直しを求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

【現状】
平成29年７月、地域経済を牽引する産業の立地・導入を促進し、地域創生を推進するため、地域未来投
資促進法及び農村産業法が施行された。
しかし、地域未来投資促進法または農村産業法に基づく計画を作成して、工業団地や工場を拡張しようと
しても、拡張予定地が農業振興地域内農用地区域の場合は、当該法律の基本方針に定める農用地等の
利用調整に必要な以下の条件を満たす必要がある。
①農用地区域外での開発を優先すること
②周辺の土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障が生じないようにすること
③面積規模が最小限であること
④面的整備を実施して８年経過していない農地を含めないこと
⑤農地中間管理機構関連事業の取組に支障が生じないようにすること
【支障事例】
当該法律の基本方針に定める農用地等の利用調整に必要な条件は、農振法第13条第２項で規定されて
いる農用地区域からの除外の５要件とほぼ同様であることから農用地区域からの除外が困難であり、地域
の企業立地ニーズに対応した土地利用ができていない。特に農用地区域外での開発を優先することの条
件が一律に適用されており、工業団地の拡張時の支障事例となっている。
加東市は工業団地の隣接地に拡張を計画し、予定地が農用地区域であるため、農村産業法の活用も視
野に入れて調整を行った。しかし、用地造成に係る経済性や企業の立地ニーズは斟酌されないため、農
用地区域以外での開発を優先させるという要件を満たせず、計画の見直しをせざるを得ない状況となって
いる。また、農用地区域からの除外を行う場合、代替農地の確保を求められるが、市内には既に一団の新
たに指定できる農地は残っていないことも大きな障壁となっている。
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

５【農林水産省（４）】【国土交通省（７）】
公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭26法97）
災害で被災した施設を原形に復旧する災害復旧事業（２条２項）とその施設の効用を増大させ
る他の事業を併せて行う合併施行については、災害復旧事業費の決定（７条）に係る事前協
議の段階において、その後の災害復旧事業費の決定の基礎となった設計の変更に係る協議
（施行令７条１項）の円滑化に資するよう、地方公共団体が合併施行を予定している旨を報告
し、その内容を含めて事前協議を行うことができることを、地方公共団体に令和元年度中に通
知する。

－ 災害査定前に事前協議を行う必要があると認
められる場合は、設計の変更に係る協議の円
滑化に資するよう、合併施行を予定している
旨を報告し、その内容を含めて事前協議を行
うことができることを地方公共団体に通知し
た。

【国土交通省】災害復旧事業に係る事前打合せの事務取扱いの改正
について（通知）（令和2年３月18日付け国土交通省水管理・国土保全
局防災課長通知）
【国土交通省】災害復旧事業に係る事前打合せの事務取扱いの改正
について（新旧対照表）
【国土交通省】災害復旧事業と他事業との合併施行に係る取扱いにつ
いて（各政令指定都市、各一部事務組合宛）（令和２年３月１８日付け
国土交通省港湾局海岸・防災課総括災害査定官事務連絡）
【国土交通省】災害復旧事業と他事業との合併施行に係る取扱いにつ
いて（各都道府県宛）（令和２年３月１８日付け国土交通省港湾局海
岸・防災課総括災害査定官事務連絡）
【農林水産省】「公共土木施設災害復旧事業とその施設の効用を増大
させる他の事業を併せて行う合併施行に係る取扱いについて」（令和２
年３月19日付け水産庁漁港漁場整備部防災漁村課長事務連絡）
【農林水産省】「公共土木施設災害復旧事業とその施設の効用を増大
させる他の事業を併せて行う合併施行に係る取扱いについて」（令和２
年３月30日付け林野庁森林整備部治山課長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_186

林野庁森林整備部治山課

水産庁漁港漁場整備部防災漁村課

国土交通省都市局都市安全課、水管
理・国土保全局防災課、港湾局海岸・
防災課

５【農林水産省（７）】【経済産業省（４）】
農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（昭46法112）及び地域経済牽引事業の促
進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平19法40）
農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（以下「農村産業法」という。）に定められた
基本方針（農村産業法３条１項）又は地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤
強化に関する法律（以下「地域未来法」という。）に定められた基本方針（地域未来法３条１項）
に基づいて行う農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）８条２項１号）内
における工場や工業団地の拡張については、やむを得ず産業導入地区（農村産業法５条２項
１号）又は土地利用調整区域（地域未来法11条２項１号）に農地を含める場合において、都道
府県等が基本計画に具体的な方針を定めるに当たって考慮すべき事項を明らかにし、都道府
県知事が、市町村が策定する実施計画（農村産業法５条１項）又は土地利用調整計画（地域
未来法11条１項）に同意する場合の判断に当たって、地域の実情に応じた産業振興、地域全
体の農業振興等の土地利用調整の観点を踏まえ、地域の実態に即して都道府県知事が総合
的に判断するものであることと併せて、地方公共団体に令和元年度中に通知する。
また、工業団地等の拡張を行った事例とその事例において拡張可能と判断された理由等の考
え方について整理の上、併せて周知する。

－ やむを得ず農用地区域内の土地を含めて工
業団地等の拡張を行う場合における判断基
準を明らかにし、都道府県知事が、市町村が
策定する実施計画又は土地利用調整計画に
同意する場合の判断に当たって、地域の実態
に即して総合的に判断するものであることを
地方公共団体に通知した。
また、工業団地等の拡張を行った事例とその
事例において拡張可能と判断された理由等
の考え方について整理の上、併せて周知し
た。

【農林水産省】「農村地域への産業の導入の促進等に関する法律に基
づく計画に係る農業振興地域制度及び農地転用許可制度との調整に
ついて」等の一部改正について（令和2年3月30日付け農林水産省農
村振興局長通知）
【経済産業省・農林水産省】「地域未来投資促進法を活用して工業団
地等の拡張を行った事例」及び「農村産業法を活用して工業団地等の
拡張を行った事例」（令和2年3月30日）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_187

農林水産省農村振興局農村政策部
農村計画課

経済産業省地域企業高度化推進課
地域未来投資促進室

５【国土交通省】
（９）道路運送法（昭26法183）
（ⅰ）市町村運営有償運送（施行規則49条１項１号）を実施する市町村（特別区を含む。）が行
う、運転者ごとの疾病等の有無の確認及び安全を確保するために必要な指示（施行規則51条
の18第１項）については、地域公共交通会議（施行規則９条の２）等において対面での確認が
困難であると認められた場合には、地域の実情を踏まえ、輸送の安全の確保の観点から適当
と認められた方法により必要な確認及び指示を行うことを可能とし、地方運輸局及び地方公共
団体に通知する。
［措置済み（令和元年９月５日付け国土交通省自動車局長通知）］

－ 市町村運営有償運送を実施する際の点呼に
ついては、対面での実施が困難な場合には、
適当と認められた方法での実施を可能とする
旨を通知した。

【国土交通省】市町村有償運送の登録に関する処理方針（新旧） https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_188

国土交通省自動車局旅客課

５【国土交通省】
（９）道路運送法（昭26法183）
（ⅲ）法における許可又は登録を要しない運送において収受可能としている金銭（「道路運送
法における許可又は登録を要しない運送の態様について」（平30国土交通省自動車局旅客
課長））については、特定非営利活動法人等が車両に関して任意保険に加入する場合におけ
る、当該保険料への地方公共団体からの補助が含まれることを、地方運輸局及び地方公共団
体に令和元年度中に通知する。

－ 道路運送法における許可又は登録を要しな
い運送において収受可能としている金銭につ
いては、特定非営利活動法人等が車両に関
して任意保険に加入する場合における、当該
保険料への地方公共団体からの補助が含ま
れることを通知した。

【国土交通省】道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態
様について（令和２年３月31日付け自動車局旅客課長通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_189

国土交通省自動車局旅客課
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 190 03_医療・福
祉

都道府県 兵庫県、滋賀
県、京都府、大
阪府、堺市、神
戸市、和歌山
県、鳥取県、徳
島県、関西広域
連合

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

・医療法第30条の23、第30条の
24、第30条の27等
・医師確保計画策定ガイドライン
(平成３１年３月29日) ６-２

医学部の「地域枠」入学
定員（臨時定員）の継続
設置

地域枠を確実に確保できなければ、未だ解消されていな
い医師の地域偏在をさらに助長し、地域医療の崩壊を招
くおそれがある。このことから、二次医療圏ごとに医師が
不足する場合は、必要な医師数を安定的に確保するた
め、地域の実情に応じた臨時定員による地域枠の設置を
認めること。
従って、2022年度以降も当面は現行制度を継続し、地域
枠については臨時定員で措置すること。

【現状】
地域における医師不足解消に向け、医学部を有する大学が入学定員の増加を行おうとする場合、都道府
県から修学資金の貸与を受ける代わりに、卒業後にその地域で一定期間働く「地域枠」の定員増が認可さ
れる。
地域枠の入学定員（臨時定員）については、2021年度まで都道府県一律に毎年原則10名を上限とされて
いるが、現状においては医師の地域偏在を解消できていない。それにもかかわらず、医師確保計画策定
ガイドライン(平成31年３月)においては、医師の需給が均衡するとの前提で、2022年度以降、臨時定員に
よる地域枠を要請できるのは、将来時点において医師が少数となる二次医療圏を有する県が、恒久定員
の５割程度の地域枠を設置しても必要な地域枠を確保できない場合に限定された。
なお、2022 年度以降の医師養成数については、「医師の働き方改革に関する検討会報告書」でとりまとめ
られた医師の働き方改革に関する結論、医師偏在対策の状況等を踏まえ、再度、医師の需給推計を行っ
た上で検討を行うこと、とされているところである。
【支障事例】
本県の人口10万人当たりの医師数は、圏域別では神戸と阪神南以外の８圏域で全国平均を下回ってい
る。全国平均を下回っている地域を全国平均並み（人口10万人当たり240.1人）にするためには、1,291人
の医師が必要である。
しかし、本県が地域枠で養成した医師は33人しかおらず、医師の地域偏在を解消できていない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 191 03_医療・福
祉

都道府県 兵庫県、滋賀
県、堺市、神戸
市、鳥取県

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

・精神保健及び精神障害者福
祉に関する法律第45条第４項

精神障害者保健福祉手
帳の更新期間の延長

精神障害者保健福祉手帳の更新期間を現行の２年から
４年に延長すること。

【現状】
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律により、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者は、「２
年ごとに政令で定める精神障害の状態にあることについて、都道府県知事の認定を受けなければならな
い。」と定められている。
【支障事例】
精神疾患を起因として、思考、感情や意欲の障害を残している精神障害者は、症状が一時的に治まって
も再発の可能性がある寛解状態が長期化し、障害が固定する身体障害者との差異は少なくなっている。
しかし、身体障害者手帳は有効期限がない一方、精神障害者保健福祉手帳は２年に１回の更新が必要
で、同手帳所持者にとっては有効期限の管理、診断書等の準備、市町窓口で手続き等の負担が大きい。
また、同手帳保持者は毎年増加しており、申請の増加に伴い、審査・判定と交付事務を行う精神保健福祉
センターの事務量は急増しており、２年ごとに更新を行う現状では手帳の早期発行が困難な状況となって
いる。
手帳の更新状況を確認したところ、更新前の等級から変更のなかった人の割合は95％程度で、概ね等級
変更がない状況となっている。また、２回の更新で等級変更がなく少なくとも４年間、同一の等級であった
人の割合も90％程度であるため、更新期間を延長しても概ね支障がないものと考える。
＜手帳所持者数＞
平成27年末：24,227名→平成28年末:25,450名→平成29年末：27,033名→平成30年末：30,483名

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 192 03_医療・福
祉

都道府県 兵庫県、京都
府、京都市、大
阪府、堺市、神
戸市、和歌山
県、関西広域連
合

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

・厚生労働省医政局長・老健局
長通知（平成30年３月27日付 医
政発第0327第31号・老発0327
第６号）
「病院又は診療所と介護保険施
設等との併設等について」

病児保育施設を医療機
関内に併設する条件に
ついての介護保険施設
等との同等化

病児保育施設についても医療機関内の設備（待合・廊
下・トイレ等）の共用や職員の兼務により設置できるよう、
介護保険施設等と同等の併設条件とすること。

【現状】
介護保険施設等を医療機関内に設置する場合は、医療法解釈に関する国通知において一定の条件（医
療に支障がない、管理者の明確化、利用計画の提出等）の下で、待合・廊下・トイレ等の設備の共用や職
員の兼務が認められている。
病児保育施設は医療と密接な関連があり、介護保険施設等と機能的な差異がないにもかかわらず、国通
知により待合・廊下・トイレ等の設備の共用や職員の兼務が認められていない。
【支障事例】
医療機関内に併設されている病児保育施設は、児童の預り前に医師の診察を経るなど併設医療機関の
管理下にある。
しかし、医療法上、医療機関内の患者利用スペースに保育関係施設を設置することは想定されていない
ため、医療法を厳密に適用すると待合・廊下・トイレ等の導線分離等のために工事が必要となるなど、医療
機関の構造や保健所の裁量に左右され、医療機関が予見性を欠き病児保育施設の設置を躊躇すること
となる。
現状では、病児保育施設の必要性に鑑みて、特例的に一定の施設共用を認めるなどの配慮が行われて
いるものの、政令指定都市・中核市・都道府県保健所ごとの裁量に委ねられている。
例えば、県内A市が、市内に立地する病院内に、一部の病室を転用して病児保育施設を開設する計画を
策定したが、構造上、階段・廊下等導線の分離ができず、保健所の指導の下、運用上の対応策を模索す
ることとなった。対応の検討に時間を要し、半年程度開設準備が遅れた。また、病院内における病児保育
施設の位置付けが明確でないことから、病院が一時的に開設に後ろ向きの姿勢を示すなどの弊害も見ら
れた。

－

R1 193 03_医療・福
祉

都道府県 兵庫県、滋賀
県、京都府、大
阪府、堺市、神
戸市、和歌山
県、鳥取県、兵
庫県市長会、兵
庫県町村会、関
西広域連合

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

・高齢者の医療の確保に関する
法律第107条,110条
・高齢者の医療の確保に関する
法律施行規則第110条
・介護保険法第134条～140条

後期高齢者医療制度に
おける保険料が還付と
なった場合の特別徴収の
継続

後期高齢者医療制度において、保険料が還付となった
場合であっても、特別徴収の対象者要件（年額18万円以
上の年金を支給及び介護保険料と後期高齢者医療保険
料の合算額が年金受給額の１/２を超えない）を満たす場
合には、前年度２月の徴収額にかかわらず、前年度保険
料の１/６の額を仮徴収額として、翌年度当初から特別徴
収が継続できるようにすること。

【現状】
後期高齢者医療制度における年金からの特別徴収では、前年度２月に特別徴収されていた者について、
当該年度の５月末までの間に年金が支給されるときは、市町は特別徴収ができる制度となっている。この
ため、所得の減少や世帯の変動等に伴い年間保険料が減少し、年度途中で過徴収となった保険料を調
整するために、10月から２月の間の特別徴収額を０円に設定した場合、翌年度の徴収方法が特別徴収か
ら普通徴収に切り替わる。
【支障事例】
特別徴収されていた年金受給者にとっては、自動的に普通徴収に変更されることの理解が得にくく、市町
における円滑な保険料徴収事務の支障となっている。具体的には、被保険者からの問合せ対応、納付書
送付事務及び経費負担、未納になった場合の督促や催告及びそれに要する費用負担が発生している。
また、後期高齢者には体が不自由な方も多く、納付書による支払いは被保険者にとって負担となるため、
特別徴収に再度切替えるまでの間の保険料の未納に繋がりやすい。
なお、今年度から低所得者に対する均等割軽減特例の見直しが行われ、保険料収納率の低下や一層の
事務負担増が懸念される中、保険料の滞納防止につながる制度の見直しが急務である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

５【厚生労働省】
（12）医療法（昭23法205）
（ⅱ）医学部における臨時定員による地域枠の設置の在り方については、医療従事者の需給
に関する検討会医師需給分科会での令和４年度以降の医師養成数に関する議論を踏まえて
検討し、令和２年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

令和６年度の医学部臨時定員の暫定的な維
持について、
・令和６年度の医学部総定員は、令和元年度
の医学部総定員数を上限とすること
・医学部入学定員の臨時定員の枠組みにつ
いては、令和６年度末まで１年間延長するとと
もに、令和６年度の医学部入学定員の臨時定
員については、地域の医師確保・診療科偏在
対策等に有用な範囲に限り認めること
等を示した通知を、令和４年11月４日に発出
した。
なお、令和７年度以降の医学部臨時定員に
ついては、「第８次医療計画等に関する検討
会」等における議論の状況を踏まえ検討す
る。

【文部科学省】【厚生労働省】令和６年度の医学部臨時定員の暫定的
な維持について（令和４年11月４日付け文部科学省高等教育局長・厚
生労働省医政局長連名通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_190

文部科学省高等教育局医学教育課

厚生労働省医政局医事課

５【厚生労働省】
（14）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭25法123）
（ⅰ）精神障害者保健福祉手帳の有効期限（45条４項）については、関係団体の意見等を把
握した上で、有効期限の延長を含めた地方公共団体の事務負担を軽減する方策について検
討し、令和２年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

－ － － － － －

５【厚生労働省】
（27）高齢者の医療の確保に関する法律（昭57法80）
後期高齢者医療保険料の特別徴収については、年金受給者・年金保険者・地方公共団体等
への影響や特別徴収の活用機会の拡大に関する地方公共団体の意向を踏まえ、特別徴収の
事務の改善について検討し、令和４年中を目途に結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

＜令３＞
５【厚生労働省】
（17）医療法（昭23法205）
医学部における臨時定員による地域枠については、以下のとおりとす
る。
・令和５年度については、令和４年度と同様の方法での設定に加え、臨
時定員による歯学部振替枠の廃止に伴い、同振替枠を地域の医師確
保・診療科偏在対策に有用な範囲に限って地域枠臨時定員として活用
することを可能とする。
・令和６年度以降については、引き続き検討し、令和４年春までを目途
に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

＜令４＞
５【厚生労働省】
（17）医療法（昭23法205）
医学部における臨時定員による地域枠の設置の在り方については、第
８次医療計画等に関する検討会における議論を踏まえつつ、以下のと
おりとする。
・令和６年度の臨時定員による地域枠の設置について検討し、令和４年
中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
・令和７年度以降については、引き続き検討し、令和５年中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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提案団体
の属性

提案
団体

年
年別
管理
番号

分野 関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

R1 194 08_消防・防
災・安全

都道府県 兵庫県、滋賀
県、京都府、京
都市、大阪府、
堺市、神戸市、
奈良県、和歌山
県、鳥取県、徳
島県、関西広域
連合

内閣府 B　地方
に対する
規制緩和

・災害救助法第４条
・災害救助法施行令第３条

災害救助法における「救
助」の範囲への家屋被害
認定調査等の追加

災害救助法で「救助」として規定されている応急仮設住
宅の供与を行うための経費として、罹災証明書の発行業
務（その前提となる家屋被害認定調査を含む）に要する
経費を災害救助費の対象とすること。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka_yosan.html

R1 195 08_消防・防
災・安全

都道府県 兵庫県、滋賀
県、京都府、京
都市、大阪府、
堺市、神戸市、
和歌山県、鳥取
県、徳島県、関
西広域連合

内閣府 B　地方
に対する
規制緩和

・被災者生活再建支援法第２条
第２号
・被災者生活再建支援法施行
令第２条

被災者生活再建支援制
度についての支援対象
の拡大
（被災全地域への適用、
半壊世帯への適用）

被災者生活再建支援制度について、同一の災害により
被害を受けた全ての地域が平等に支援対象とすること。
住民の生活の安定と被災地の速やかな復興を可能とす
るため、全壊及び大規模半壊に加えて、各種災害にお
いて多数発生している半壊世帯も支援対象とすること。

【現状】
被災者生活再建支援制度は自然災害が発生した自治体内の被災世帯数を基準に適用され、住宅全壊
の被害を受けた世帯が一の都道府県で100世帯または市町村で10世帯以上発生したことなどが適用要件
となっている。このため、同じ災害による同じ被害であっても住所地により法の支援対象とならない場合が
ある。
また、法の目的に鑑みると、半壊世帯も支援対象とする必要があるが、現行制度では支援対象とされてい
ない。
全国知事会も平成30年11月に、①支給対象を半壊まで拡大すること、②一部地域が適用対象となるよう
な自然災害が発生した場合には、全ての被災区域を支援の対象とすることを提言している。
【支障事例】
平成30年７月豪雨災害において、兵庫県内では10世帯の全壊被害が発生した神戸市や宍粟市は法が適
用されたが、全壊被害が１世帯であった淡路市には適用されず、同じ災害でも支援を受けられない地域が
発生した。
また、平成21年台風第９号災害においては、全壊189世帯、大規模半壊306世帯に対し、半壊659世帯と
なり、法制度の支援が受けられない世帯が多く発生した。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka_yosan.html

R1 196 11_その他 都道府県 兵庫県、播磨町 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

・公職選挙法第68条第１項第５
号、
第86条の４第４項
・公職選挙法施行令第89条第２
項第１号

地方議会議員選挙の立
候補届に必要な添付書
類の見直し

立候補届出書に記載された住所を確認するための書類
の添付が法令上義務づけられていないため、届出時に
おいて容易に住所が確認できるよう立候補届に必要な添
付書類に住民票を義務付けること。
虚偽による立候補届を行うことを抑止し、住所に疑義のあ
る立候補届のうち少なくとも虚偽のものによって有権者の
一票を無駄にしないため、立候補者に住所等の届出内
容が真実で、住所要件を満たしている旨の宣誓書を提出
させるとともに、選挙犯罪等による失権者と同様に虚偽の
宣誓をした場合の罰則を定めるよう法改正すること。

【現状】
公職選挙法により、地方議会議員の被選挙権は同一自治体内に引き続き３ヶ月以上居住することが要件
とされている。しかし、立候補届に必要な書類として住民票は規定されておらず、客観的に住所を確認す
る資料がない状況にある。
＜立候補届に必要な書類＞
(1)届出書、(2)供託証明書、(3)宣誓書、(4)所属党派証明書、(5)戸籍の謄本又は抄本
【支障事例】
町議会議員選挙において、県内に住所を有していないにも関わらず県内に居住するとして立候補届を提
出する事例が発生した。候補者が必要書類を形式的に不備なく提出した場合、「立候補届出の受理に当
たっては、候補者が被選挙権を有するか否か等実質的な審査をする権限を有せず、開票に際し、選挙会
において被選挙権の有無を決定すべき」とする最高裁判例(1961年)から、住所の記載内容に疑義があっ
ても受理せざるを得ない。
立候補届受理後に住所要件を満たさず被選挙権がないことが確認されれば、被選挙権のない候補者に
対する投票は、公職選挙法の規定により全て無効投票として取り扱うこととなる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 197 08_消防・防
災・安全

都道府県 兵庫県、京都
府、京都市、堺
市、神戸市、和
歌山県、鳥取県

農林水産
省、国土交
通省

B　地方
に対する
規制緩和

・公共土木施設災害復旧事業
費国庫負担法第７条
・公共土木施設災害復旧事業
査定方針第12・１
・大規模災害時における公共土
木施設災害復旧事業査定方針

災害復旧事業における
机上査定上限額の引き
上げ

ドローンで撮影した動画や静止画等により被害状況の的
確な把握が可能となっていることを踏まえ、頻発する局地
的大雨等による甚大な被害に対し、災害復旧対策を速
やかに実施するため、現状300万円未満としている机上
査定上限額を整備局査定の対象である2,000万円未満
に引き上げ、災害査定を簡素化すること。

【現状】
災害復旧事業費を決定する災害査定は、原則として実地にて行うものであるが、被災箇所の申請額が300
万円未満の場合、現地土木事務所等で被災箇所を写真や設計書等の資料のみで確認する机上査定を
実施することができるとされている。
ただし、激甚災害に指定された場合は、大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針に
より災害査定の事務手続きを迅速にするため、机上査定上限額の引き上げや査定設計図書の簡素化措
置などが実施される。
【支障事例】
本県では激甚災害に指定されない規模の災害も頻発しており、平成30年は220件の被災があったが、そ
のうち机上査定の実施が可能な被災箇所は41件（18.6%）に止まっている。（机上査定上限額が2,000万円
未満に引き上げられれば、机上査定の実施が可能な被災箇所は173件（78.6％）になる。）
今後も災害が頻発することを考えると、現行の机上査定限度額では、災害査定の事務手続きを迅速に実
施することができない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/teianbosyu_
kekka.html

R1 198 11_その他 中核市 郡山市、本宮
市、大玉村、鏡
石町、天栄村、
浅川町、三春
町、小野町

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

自動車登録令 自動車の登録・廃車等の
申請時における印鑑登
録証明書の廃止

自動車登録令第15条において、申請書には印鑑に関す
る証明書の添付を求めている。その証明は、住所地の市
町村長が作成するものとして、自治体が作成する印鑑登
録証明書となっている。これを添付不要とする。

自動車の新規登録・抹消・移転の際に印鑑登録証明書の添付が求められており、福島運輸支局管内に
おいても年間約25万件の事務を処理している。
同証明書の発行業務は市町村の窓口業務においても負担となっているほか、住民・事業者にとっても手
間となっている。
なお、軽自動車の登録等の際には同証明書の添付は求められていない。

－

【現状】
災害救助法では救助範囲（災害救助費の対象）が、避難所・応急仮設住宅の供与、食品の供給、埋葬な
どに限定されており、これらの「救助」に要した費用は、災害救助費として全額支弁される。
発災後、応急仮設住宅への入居を行うためには、家屋被害認定調査に基づく罹災証明書の速やかな発
行が不可欠であるにもかかわらず、罹災証明書の発行やその前提となる家屋被害認定調査に要する業務
は、応援職員分も含めて災害救助費の対象外である。
【支障事例】
大阪府北部地震や平成30年７月豪雨の際、兵庫県及び県内市町から家屋被害認定調査及び罹災証明
発行等業務のために、31日間で延べ300人・日の職員を派遣しており、応援自治体にとって負担が大き
い。
これまでの内閣府の回答は、家屋被害認定調査が災害対策基本法に基づき本来的に市町村が行うべき
事務であるとのことだったが、平成30年７月豪雨等の大規模災害時は、被災住宅件数が多いことから多数
のマンパワーが必要となり、被災自治体だけでは家屋被害認定調査を迅速に実施するのが困難であるこ
とが改めて明らかになった。
また、罹災証明発行業務については、応急救助とは別に各種制度による支援のための証明書として多岐
にわたり活用されることを理由に災害救助費の対象にできないとの回答であったが、罹災証明書の発行が
遅れると多数の被災者が避難所での長期生活を強いられることから、救助費の対象とすべきである。
さらに、今後想定されている南海トラフ地震や首都直下型地震等大規模災害では、被災自治体の職員だ
けで迅速な対応が困難であることは明らかであり、国から被災自治体への応援職員の派遣要請があって
も、負担が大きいことから、被災地応援に二の足を踏むこととなる。
なお、これらの応援職員に係る経費は特別交付税で措置されるものの、通常は0.5、最大でも措置率0.8と
なっている。
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－ － － － － －

－ － － － － －

５【総務省】
（５）公職選挙法（昭25法100）
（ⅲ）地方議会議員の選挙における候補者の立候補の届出（86条の４第４項）については、効
率的な事務の実施に資するよう、９条２項及び３項に規定する住所に係る要件に関し、立候補
の届出時の添付書類の見直し等必要な措置を講ずる。

－ 地方公共団体の議会の議員の選挙の立候補
の届出に添えなければならない宣誓書にお
いて公職の候補者となるべき者が誓う事項と
して、当該選挙の期日において公職選挙法
第９条第２項又は第３項に規定する住所に関
する要件を満たす者であると見込まれることを
追加した（公職選挙法の改正を含む第10次
地方分権一括法が第201回通常国会で成立
し、令和２年６月10日に公布した（公職選挙法
改正の施行日は令和２年９月10日）。）。

【総務省】地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る
ための関係法律の整備に関する法律による公職選挙法の一部改正の
施行について（令和２年６月10日付け総務大臣通知）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/2019/r1fu_ts
uchi.html#r1_196

総務省自治行政局選挙部選挙課

－ － － － － －

－ － － － － －


